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まえがき 

 

少子高齢化の進行に伴う本格的な人口減少社会の到来、社会・経済のグローバル

化や技術革新の進展など、本県を取り巻く情勢は、これまで以上のスピードを伴っ

て、大きく変化しています。 

このような状況の中、すべての県民が明るく希望に満ち安心して暮らせる「輝き

あんしん プラチナ社会」の実現のためには、県民意識の動向を的確に把握し、時代

の潮流を適切に読み取って、県民の視点に立った県政を推進することが重要です。 

このため、山梨県では、県民の皆様の日常生活に関する満足度、当面する主要な課

題に対するご意向、行政に対するご期待・ご要望などをきめ細かく把握する目的で、

「県民意識調査」を定期的に実施しているところであり、今回で１３回目の調査と

なりました。 

今回の調査結果につきましては、これまでと同様、今後の施策展開や県行政の推

進のため、積極的に活用していきたいと考えております。 

本報告書が、本県の現状や県政課題に関して、県民の皆様により一層深くご理解

いただくための一助となるとともに、行政関係者の方々にも広くご活用いただけれ

ば幸いです。 

おわりに、この調査にご協力いただきました県民の皆様をはじめ、関係機関の皆

様に心からお礼を申し上げます。 

 

平成３０年３月 
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＝＝＝ 調査の概要 ＝＝＝ 
 
１．目 的 

県民の日常生活に関する満足度、当面する主要な課題に対する意向、行政に対する期

待・要望など、時代とともに変化する県民意識の動向を的確に把握し、「ダイナミックや

まなし総合計画」を推進する上での参考資料とする。 
 
２．調査内容と項目 

 

項目 調査内容 
質問 

項目数 

県民生活の満足度 

県民生活を８領域（健康、安全、居住環境、労働、所得・消費、教育・文化、

余暇、福祉・連帯）に区分し、各領域および生活全般の満足度を把握する。

（問１） 

44 

主要な事項についての 

県民の選好度 

「輝き あんしん プラチナ社

会」実現の前提となる県民の意識 

定住意識（問２） 

本県のよいところ（問３） 

本県のよくないところ（問４） 

「豊かさ」のイメージ（問５） 

4 

行政の施策についての要望 行政の施策についての要望（問６） 1 

「ダイナミックやまなし総合計

画」を推進する上での主要な課題

や施策についての関心、要望 

地域産業の振興（問７） 

農業の振興（問８） 

環境の保全（問９～問１０） 

観光の振興（問１１） 

国際交流（問１２） 

交通政策（問１３） 

地域福祉（問１４） 

保健医療（問１５） 

子育て支援（問１６） 

防災・災害対策（問１７） 

安全・快適な社会づくり（問１８） 

学校教育（問１９） 

文化・スポーツ・生涯学習（問２０） 

移住・定住の促進（問２１） 

15 

公共施設整備についての要望 公共施設整備についての要望（問２２） 1 

期待する山梨県の将来像 期待する山梨県の将来像（問２３） 1 

回答者の属性 

（フェイスシート） 
性別、年齢、職業、居住年数、県外居住経験 5 
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３．調査の仕様 

 

仕様の種別 仕  様 

調査区域 山梨県全域 

母集団 １８歳以上の県民 

標本数 ２，０００人（平成２７年国勢調査データを基本とする） 

抽出方法 

層化ニ段無作為抽出法 

（全県域を４地区に分割し、２００地点を各地区に母集団の大きさに応じて

配分し、住民基本台帳から抽出する） 

調査期間 平成２９年７月２９日～８月２７日 

調査方法 調査員による留置記入依頼法・オンライン調査 併用 

調査機関 設計・分析 公益財団法人山梨総合研究所 

 
４．回収結果 

  有効回収標本数 1,654  （回収率 82.7％） 

 
 
５．地域区分 

 

地域名 構成する市町村名（数） 

中北 
峡中 甲府市、南アルプス市、甲斐市、中央市、昭和町（４市１町） 

峡北 韮崎市、北杜市（２市） 

峡東 山梨市、笛吹市、甲州市（３市） 

峡南 市川三郷町、早川町、身延町、南部町、富士川町（５町） 

富士・東部 
富士吉田市、都留市、大月市、上野原市、道志村、西桂町、忍野村、山中湖

村、鳴沢村、富士河口湖町、小菅村、丹波山村（４市２町６村） 

※ 各地域県民センターの管轄地域を基本に、過去との比較分析を考慮し区分している。 
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＜地域区分図＞ 
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＜地域区分図＞ 
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○ 地域別回収状況 

地域名 地点数 標本数 回収数 回収率（％） 

中北 
峡中 90 900 729 81.0 

峡北 18 180 143 79.4 

峡東 32 320 274 85.6 

峡南 14 140 116 82.9 

富士・東部 46 460 392 85.2 

総合計 200 2,000 1,654 82.7 

 
（参考） 過去の調査実績 

実施年度 
昭和 49年度 

（1974） 

昭和 52年度 

（1977） 

昭和 56年度 

（1981） 

昭和 60年度 

（1985） 

平成元年度 

（1989） 

名 称 県民選好度調査 県民意識調査 

対 象 
15歳以上 1,600人 

10人×160地点 

15歳以上 3,000 人 

15人×200地点 

方 法 面接聴取法 

項目数 62 62 73 77 73 

回収率 87.9 84.0 84.7 76.4 80.0 

 

実施年度 
平成 4年度 

（1992） 

平成 7年度 

（1995） 

平成 10年度 

（1998） 

平成 13年度 

（2001） 

平成 16年度 

（2004） 

名 称 県民意識調査 

対 象 
20歳以上 2,000人 

10人×200地点 

方 法 留め置き法 

項目数 71 74 76 78 79 

回収率 87.4 87.6 88.0 91.6 89.7 

 

実施年度 
平成 20年度 

（2008） 

平成 24年度 

（2012） 

平成 29年度 

（2017） 

名 称 県民意識調査 

対 象 
20歳以上 2,000人 

10人×200地点 

18歳以上 2,000人 

10人×200地点 

方 法 留め置き法 
留め置き法・ 

ｵﾝﾗｲﾝ調査併用 

項目数 78 72 71 

回収率 82.2 85.7 82.7 
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10人×200地点 

方 法 留め置き法 
留め置き法・ 

ｵﾝﾗｲﾝ調査併用 

項目数 78 72 71 

回収率 82.2 85.7 82.7 
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回 答 者 の 属 性 

 
○ 性別・年齢層別 

 
 
 
 
 
（参考）山梨県の性別・年齢層別人口構成比（18歳以上）  

                  ※平成 27年国勢調査結果に基づき算出 

 
 
 
 
○ 職業別 

 

単位：％（人）

性別・年齢 18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答

男 51.8 1.0 6.3 6.7 8.9 9.7 11.4 7.7 0.1

(856) (17) (104) (111) (148) (160) (188) (127) (1)

女 48.2 1.4 5.9 6.7 8.6 8.0 9.1 8.5 0

(798) (23) (98) (111) (143) (133) (150) (140) (0)

計 100.0 2.4 12.2 13.4 17.6 17.7 20.4 16.1 0.1

(1,654) (40) (202) (222) (291) (293) (338) (267) (1)

単位：％（人）

性別・年齢 18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

男 48.3 1.2 5.5 6.6 8.4 7.7 8.7 10.1

(337,036) (8,607) (38,712) (45,765) (58,414) (53,976) (60,886) (70,676)

女 51.7 1.2 5.2 6.3 8.1 7.6 8.9 14.3

(360,577) (8,512) (36,299) (44,074) (56,400) (53,216) (61,986) (100,090)

計 100.0 2.5 10.8 12.9 16.5 15.4 17.6 24.5

(697,613) (17,119) (75,011) (89,839) (114,814) (107,192) (122,872) (170,766)

単位：％（人）

農林水

産業

商工・

サービス

業

自由業

会社、

商店、

工場等

官公庁、

公共企

業体

学生

主婦・

主夫

（パート）

主婦・

主夫

（専業）

その他

計  100.0 3.2 12.0 3.0 30.5 7.7 4.2 11.7 13.5 13.2 0.8

(1,654) (53) (199) (50) (505) (128) (70) (194) (223) (219) (13)

職業

自営業・家族従事者 勤め人 その他

無回答

（注）※なお、本文中では「20～29歳」は「20代」、「30～39歳」は「30代」、「40～49歳」は「40代」 

    「50～59歳」は「50代」、「60～69歳」は「60代」と表記する。 
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回 答 者 の 属 性 

 
○ 性別・年齢層別 

 
 
 
 
 
（参考）山梨県の性別・年齢層別人口構成比（18歳以上）  

                  ※平成 27年国勢調査結果に基づき算出 

 
 
 
 
○ 職業別 

 

単位：％（人）

性別・年齢 18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答

男 51.8 1.0 6.3 6.7 8.9 9.7 11.4 7.7 0.1

(856) (17) (104) (111) (148) (160) (188) (127) (1)

女 48.2 1.4 5.9 6.7 8.6 8.0 9.1 8.5 0

(798) (23) (98) (111) (143) (133) (150) (140) (0)

計 100.0 2.4 12.2 13.4 17.6 17.7 20.4 16.1 0.1

(1,654) (40) (202) (222) (291) (293) (338) (267) (1)

単位：％（人）

性別・年齢 18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

男 48.3 1.2 5.5 6.6 8.4 7.7 8.7 10.1

(337,036) (8,607) (38,712) (45,765) (58,414) (53,976) (60,886) (70,676)

女 51.7 1.2 5.2 6.3 8.1 7.6 8.9 14.3

(360,577) (8,512) (36,299) (44,074) (56,400) (53,216) (61,986) (100,090)

計 100.0 2.5 10.8 12.9 16.5 15.4 17.6 24.5

(697,613) (17,119) (75,011) (89,839) (114,814) (107,192) (122,872) (170,766)

単位：％（人）

農林水

産業

商工・

サービス

業

自由業

会社、

商店、

工場等

官公庁、

公共企

業体

学生

主婦・

主夫

（パート）

主婦・

主夫

（専業）

その他

計  100.0 3.2 12.0 3.0 30.5 7.7 4.2 11.7 13.5 13.2 0.8

(1,654) (53) (199) (50) (505) (128) (70) (194) (223) (219) (13)

職業

自営業・家族従事者 勤め人 その他

無回答

（注）※なお、本文中では「20～29歳」は「20代」、「30～39歳」は「30代」、「40～49歳」は「40代」 

    「50～59歳」は「50代」、「60～69歳」は「60代」と表記する。 
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○ 居住歴別（居住年数・県外居住経験） 

 

 

○ 市部・郡部別 

 
 
 
 

単位：％（人）

居住年数 １年未満
１～５年

未満

５～10年

未満

10～20年

未満
20年以上 無回答

計 100.0 0.2 1.5 2.7 10.2 85.2 0.2

(1,654) (4) (24) (45) (168) (1,409) (4)

単位：％（人）

県外居住経験 ある ない 無回答

計 100.0 52.9 46.7 0.4

(1,654) (875) (773) (6)

単位：％（人）

市部 郡部

13市 14町村

83.9 16.1

(1,388) (266)

地域

(1,654)

計 100.0
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○ 居住歴別（居住年数・県外居住経験） 

 

 

○ 市部・郡部別 

 
 
 
 

単位：％（人）

居住年数 １年未満
１～５年

未満

５～10年

未満

10～20年

未満
20年以上 無回答

計 100.0 0.2 1.5 2.7 10.2 85.2 0.2

(1,654) (4) (24) (45) (168) (1,409) (4)

単位：％（人）

県外居住経験 ある ない 無回答

計 100.0 52.9 46.7 0.4

(1,654) (875) (773) (6)

単位：％（人）

市部 郡部

13市 14町村

83.9 16.1

(1,388) (266)

地域

(1,654)

計 100.0
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（参考）回答者の属性 調査年次別推移 

 
○ 性別・年齢層別 推移（昭和 49～平成 29年度） 

 
（注）※平成 29年度から、18～19歳を調査対象に追加 

 
○ 職業別 推移（昭和 56～平成 29年度） 

 
(注）※属性の変更：平成 7年から主婦を(パート)と(専業）に分割。平成 16年から主婦(パート)を主婦・主夫(パート 

に、主婦(専業)を主婦・主夫(専業)に変更 

単位：％（人）

性別・
年齢別

男 女 計 15～19歳 18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

47.2 52.8 100.0 11.8 - 15.7 18.1 19.8 15.0 11.4 8.2

(664) (742) (1,406)

31.5 68.5 100.0 6.7 - 13.9 16.9 21.8 17.9 14.4 8.4

(421) (916) (1,337)

51.0 49.0 100.0 5.8 - 14.3 20.3 19.4 18.5 13.0 8.6

(1,297) (1,244) (2,541)

48.6 51.4 100.0 5.9 - 12.2 17.2 19.1 19.3 15.8 10.5

(1,133) (1,179) (2,292)

49.1 50.9 100.0 5.7 - 10.7 16.6 19.8 19.1 17.2 11.1

(1,178) (1,223) (2,401)

51.2 48.8 100.0 - - 14.4 17.6 25.1 16.8 16.3 9.3

(895) (852) (1,747)

49.4 50.6 100.0 - - 13.6 16.2 24.4 18.1 16.7 11.0

(866) (886) (1,752)

48.9 51.1 100.0 - - 11.9 15.9 23.7 20.2 16.4 11.9

(861) (898) (1,759)

50.1 49.9 100.0 - - 12.2 15.7 21.5 21.7 17.5 11.3

(918) (913) (1,831)

49.6 50.4 100.0 - - 14.2 17.2 17.7 16.9 17.1 16.8

(889) (904) (1,793)

47.6 52.4 100.0 - - 12.6 16.7 18.3 20.8 17.8 13.8

(782) (861) (1,643)

53.2 46.8 100.0 - - 9.4 12.9 19.0 20.0 22.3 16.4

(911) (803) (1,714)

51.8 48.2 100.0 - 2.4 12.2 13.4 17.6 17.7 20.4 16.1

(856) (798) (1,654)
平成29年度

平成 7年度

平成10年度

平成13年度

平成16年度

平成20年度

平成24年度

平成 4年度

昭和49年度

昭和52年度

昭和56年度

昭和60年度

平成元年度

単位：％

農林
水産業

商工・
サービス

業
自由業

会社、
商店、
工場等

官公庁、
公共

企業体
学生

主婦
・主夫

(パート)

主婦
・主夫
(専業)

その他

昭和56年度 14.5 15.8 2.6 24.4 7.7 6.5 19.0 - 9.5 -

昭和60年度 12.9 14.8 1.6 28.2 7.9 6.1 17.9 - 10.6 -

平成元年度 12.4 16.2 1.5 29.7 7.6 5.6 16.8 - 10.1 -

平成 4年度 9.4 19.2 2.0 32.4 8.8 1.0 18.3 - 8.5 0.4

平成 7年度 9.0 17.7 3.0 29.9 9.2 2.1 5.5 15.5 8.6 0.1

平成10年度 8.6 16.7 2.4 25.9 7.9 1.6 8.5 15.2 13.1 0.0

平成13年度 5.5 19.1 2.2 27.5 9.0 1.0 9.3 15.8 10.7 0.1

平成16年度 5.1 14.8 1.8 29.0 7.8 1.5 10.5 16.0 13.1 0.4

平成20年度 3.8 14.6 2.6 30.0 8.0 2.1 11.3 15.8 11.6 0.3

平成24年度 5.2 13.1 2.9 31.9 6.1 1.5 10.7 15.5 13.1 0.1

平成29年度 3.2 12.0 3.0 30.5 7.7 4.2 11.7 13.5 13.2 0.8

無回答

自営業・家族従事者 勤め人 その他

職業
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（参考）回答者の属性 調査年次別推移 

 
○ 性別・年齢層別 推移（昭和 49～平成 29年度） 

 
（注）※平成 29年度から、18～19歳を調査対象に追加 

 
○ 職業別 推移（昭和 56～平成 29年度） 

 
(注）※属性の変更：平成 7年から主婦を(パート)と(専業）に分割。平成 16年から主婦(パート)を主婦・主夫(パート 

に、主婦(専業)を主婦・主夫(専業)に変更 

単位：％（人）

性別・
年齢別

男 女 計 15～19歳 18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

47.2 52.8 100.0 11.8 - 15.7 18.1 19.8 15.0 11.4 8.2

(664) (742) (1,406)

31.5 68.5 100.0 6.7 - 13.9 16.9 21.8 17.9 14.4 8.4

(421) (916) (1,337)

51.0 49.0 100.0 5.8 - 14.3 20.3 19.4 18.5 13.0 8.6

(1,297) (1,244) (2,541)

48.6 51.4 100.0 5.9 - 12.2 17.2 19.1 19.3 15.8 10.5

(1,133) (1,179) (2,292)

49.1 50.9 100.0 5.7 - 10.7 16.6 19.8 19.1 17.2 11.1

(1,178) (1,223) (2,401)

51.2 48.8 100.0 - - 14.4 17.6 25.1 16.8 16.3 9.3

(895) (852) (1,747)

49.4 50.6 100.0 - - 13.6 16.2 24.4 18.1 16.7 11.0

(866) (886) (1,752)

48.9 51.1 100.0 - - 11.9 15.9 23.7 20.2 16.4 11.9

(861) (898) (1,759)

50.1 49.9 100.0 - - 12.2 15.7 21.5 21.7 17.5 11.3

(918) (913) (1,831)

49.6 50.4 100.0 - - 14.2 17.2 17.7 16.9 17.1 16.8

(889) (904) (1,793)

47.6 52.4 100.0 - - 12.6 16.7 18.3 20.8 17.8 13.8

(782) (861) (1,643)

53.2 46.8 100.0 - - 9.4 12.9 19.0 20.0 22.3 16.4

(911) (803) (1,714)

51.8 48.2 100.0 - 2.4 12.2 13.4 17.6 17.7 20.4 16.1

(856) (798) (1,654)
平成29年度

平成 7年度

平成10年度

平成13年度

平成16年度

平成20年度

平成24年度

平成 4年度

昭和49年度

昭和52年度

昭和56年度

昭和60年度

平成元年度

単位：％

農林
水産業

商工・
サービス

業
自由業

会社、
商店、
工場等

官公庁、
公共

企業体
学生

主婦
・主夫

(パート)

主婦
・主夫
(専業)

その他

昭和56年度 14.5 15.8 2.6 24.4 7.7 6.5 19.0 - 9.5 -

昭和60年度 12.9 14.8 1.6 28.2 7.9 6.1 17.9 - 10.6 -

平成元年度 12.4 16.2 1.5 29.7 7.6 5.6 16.8 - 10.1 -

平成 4年度 9.4 19.2 2.0 32.4 8.8 1.0 18.3 - 8.5 0.4

平成 7年度 9.0 17.7 3.0 29.9 9.2 2.1 5.5 15.5 8.6 0.1

平成10年度 8.6 16.7 2.4 25.9 7.9 1.6 8.5 15.2 13.1 0.0

平成13年度 5.5 19.1 2.2 27.5 9.0 1.0 9.3 15.8 10.7 0.1

平成16年度 5.1 14.8 1.8 29.0 7.8 1.5 10.5 16.0 13.1 0.4

平成20年度 3.8 14.6 2.6 30.0 8.0 2.1 11.3 15.8 11.6 0.3

平成24年度 5.2 13.1 2.9 31.9 6.1 1.5 10.7 15.5 13.1 0.1

平成29年度 3.2 12.0 3.0 30.5 7.7 4.2 11.7 13.5 13.2 0.8

無回答

自営業・家族従事者 勤め人 その他

職業
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○ 居住年数別 推移（昭和 49～平成 29年度） 

 
(注）※質問内容の変更：（平成元年～）「あなたは、ここ（現在住んでいるところ）にお住みになって何年になりますか。」 

→（平成 4年度～）「あなたは山梨県に何年住んでいますか。」 

  

単位：％（人）

居住年数 １年未満
１～５年

未満
５～10年

未満
10～20年

未満
20年以上 無回答 計

2.6 10.5 10.1 23.8 52.6 0.4 100.0

(1,406)

2.6 9.8 10.5 20.2 56.5 0.4 100.0

(1,337)

2.6 11.0 10.9 20.2 55.0 0.3 100.0

(2,541)

3.0 10.0 12.2 21.6 53.1 0.1 100.0

(2,292)

2.4 10.5 8.8 20.8 57.4 0.1 100.0

(2,401)

0.3 3.1 3.0 7.9 85.2 0.5 100.0

(1,747)

0.5 3.4 3.1 7.2 85.6 0.1 100.0

(1,752)

0.2 1.3 2.3 6.4 89.8 0.0 100.0

(1,759)

0.2 2.1 2.6 8.2 86.9 0.0 100.0

(1,831)

0.4 1.5 2.6 7.1 88.3 0.1 100.0

(1,793)

0.4 1.6 1.9 8.2 87.9 0.0 100.0

(1,643)

0.1 1.9 2.0 7.1 88.9 0.0 100.0

(1,714)

0.2 1.5 2.7 10.2 85.2 0.2 100.0

(1,654)
平成29年度

平成 7年度

平成10年度

平成13年度

平成16年度

平成20年度

平成24年度

平成 4年度

昭和49年度

昭和52年度

昭和56年度

昭和60年度

平成元年度
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○ 居住年数別 推移（昭和 49～平成 29年度） 

 
(注）※質問内容の変更：（平成元年～）「あなたは、ここ（現在住んでいるところ）にお住みになって何年になりますか。」 

→（平成 4年度～）「あなたは山梨県に何年住んでいますか。」 

  

単位：％（人）

居住年数 １年未満
１～５年

未満
５～10年

未満
10～20年

未満
20年以上 無回答 計

2.6 10.5 10.1 23.8 52.6 0.4 100.0

(1,406)

2.6 9.8 10.5 20.2 56.5 0.4 100.0

(1,337)

2.6 11.0 10.9 20.2 55.0 0.3 100.0

(2,541)

3.0 10.0 12.2 21.6 53.1 0.1 100.0

(2,292)

2.4 10.5 8.8 20.8 57.4 0.1 100.0

(2,401)

0.3 3.1 3.0 7.9 85.2 0.5 100.0

(1,747)

0.5 3.4 3.1 7.2 85.6 0.1 100.0

(1,752)

0.2 1.3 2.3 6.4 89.8 0.0 100.0

(1,759)

0.2 2.1 2.6 8.2 86.9 0.0 100.0

(1,831)

0.4 1.5 2.6 7.1 88.3 0.1 100.0

(1,793)

0.4 1.6 1.9 8.2 87.9 0.0 100.0

(1,643)

0.1 1.9 2.0 7.1 88.9 0.0 100.0

(1,714)

0.2 1.5 2.7 10.2 85.2 0.2 100.0

(1,654)
平成29年度

平成 7年度

平成10年度

平成13年度

平成16年度

平成20年度

平成24年度

平成 4年度

昭和49年度

昭和52年度

昭和56年度

昭和60年度

平成元年度
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○ 県外居住経験別 推移（平成元～平成 29年度） 

 

 

単位：％（人）

県外居住経験 ある ない 無回答 計

39.6 60.1 0.3 100.0

（952） （1,442） （7） （2,401）

47.9 51.6 0.5 100.0

（837） （901） （9） （1,747）

49.1 50.7 0.2 100.0

（860） （888） （4） （1,752）

44.1 55.9 0.0 100.0

（776） （983） （0） （1,759）

50.2 49.8 0.0 100.0

（919） （912） （0） （1,831）

48.9 50.9 0.2 100.0

（876） （913） （4） （1,793）

50.3 49.5 0.1 99.9

（827） （814） （2） （1,643）

51.6 48.4 0.0 100.0

（885） （829） （0） （1,714）

52.9 46.7 0.4 100.0

（875） （773） （6） （1,654）

平成元年度

平成 4年度

平成29年度

平成 7年度

平成10年度

平成13年度

平成16年度

平成20年度

平成24年度
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○ 県外居住経験別 推移（平成元～平成 29年度） 

 

 

単位：％（人）

県外居住経験 ある ない 無回答 計

39.6 60.1 0.3 100.0

（952） （1,442） （7） （2,401）

47.9 51.6 0.5 100.0

（837） （901） （9） （1,747）

49.1 50.7 0.2 100.0

（860） （888） （4） （1,752）

44.1 55.9 0.0 100.0

（776） （983） （0） （1,759）

50.2 49.8 0.0 100.0

（919） （912） （0） （1,831）

48.9 50.9 0.2 100.0

（876） （913） （4） （1,793）

50.3 49.5 0.1 99.9

（827） （814） （2） （1,643）

51.6 48.4 0.0 100.0

（885） （829） （0） （1,714）

52.9 46.7 0.4 100.0

（875） （773） （6） （1,654）

平成元年度

平成 4年度

平成29年度

平成 7年度

平成10年度

平成13年度

平成16年度

平成20年度

平成24年度
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第１章 県民生活の満足度 

  
１ 質問項目と分析方法 
 

（１）質問項目の内容 

 
 
 
 
 
 
 

満足度調査における各項目は、県民の多様な生活面について、現在どの程度満足しているのか

を量るとともに、年次経過に伴う動向や傾向をも把握する目的で設定されたものである。このた

め、質問項目は変更しないことが原則となり、今回の調査においても、質問領域・質問項目は原

則として前回と同じとした。なお、今回の質問領域・質問項目は図表1-1-1に示すとおりである。 

  質問方法については、前回までと同様である。すなわち、「お住まいや周辺の環境・日々の暮

らしの中で、次のような項目１つ１つについて、どの程度満足していますか」と質問し、次いで、

各質問項目について「満足」、「どちらかといえば満足」、「どちらともいえない」、「どちらか

といえば不満」、「不満」の５段階の評価で回答する方法である。 

  なお、以下、各質問項目の記述に際しては、図表 1-1-1の左欄の略称名を使用することとする。

たとえば、健康領域の「日ごろ病気になったときにかかる病院や医院の医療について」の質問項

目は、単に「日常医療」と記述する。 

 
図表 1-1-1 満足度質問項目一覧 

 

 
 

領域

1 日 常 医 療 日ごろ病気になったときにかかる病院や医院の医療について

2 救 急 医 療 休日や夜間などの救急医療について

3 検 診 ・ 相 談 市役所、町村役場が行う生活習慣病検診や医療相談について

4 健 康 全 般 あなたの健康を守るための環境全般について

5 交 通 安 全 毎日の生活の中での交通の安全性について

6 防 犯 ・ 防 火 あなたがお住まいの地域での防犯体制や防火活動について

7 自 然 災 害 地震や大雨による浸水・がけくずれなど自然災害からの安全性について

8 安 全 全 般 あなたの生活全般の安全性について

健

　

康

安

　

全

項目（略称名） 質　問　内　容

問１ あなたは、お住まいや周辺の環境・日々の暮らしの中で、次のような項目１つ１つにつ

いて、どの程度満足していますか。 
お答えは、「満足している」、「どちらかといえば満足している」、「どちらともいえない」、

「どちらかといえば不満である」、「不満である」の５つから選んでください。（○はそ

れぞれ 1つ） 

（あなたにあてはまらない場合は、「わからない」を選んでください。） 
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9 自 然 環 境 山や川などの自然環境について

10 大 気 汚 染 等 大気汚染や水質汚濁、騒音、振動、悪臭などの状況について

11 公 園 広 場 等 公園、広場、遊び場などについて

12 ごみ・ 生活 排水 あなたの地域でのごみや生活排水の処理について

13 住 宅 現在お住まいの住宅の敷地や建物の広さについて

14 公 共 交 通 機 関 バス、鉄道など公共交通の利便性について

15 道 路 あなたの地域の道路の整備状況について

16 買 い 物 日常の買い物の利便性について

17 居 住 環 境 全 般 あなたの居住環境全般について

18 就 職 の 機 会 自分の望む仕事に就職、転職する機会や職業紹介について

19 労 働 条 件 労働時間や休日、福利厚生、仕事の安全衛生などについて

20 仕事の やり がい 今の仕事のやりがいについて

21 労 働 全 般 あなたの今のお仕事全般について

22 所 得 あなたのご家庭の所得について

23 資 産 あなたのご家庭の資産（預貯金、株式、不動産など）について

24 消 費 商品（サービス）の種類や豊富さについて

25 物 価 最近の物価について

26 所得・ 消費 全般 あなたのご家庭の暮らしむき全般について

27 幼稚園 ・保 育所 幼稚園、保育所などの施設について

28 小 中 高 の 教 育 小・中学校、高等学校などの教育について

29 高等教 育の 機会 県内で大学、短期大学、専門学校などの教育を受ける機会について

30 家 庭 教 育 しつけなどの各家庭の教育について

31 生 涯 学 習 趣味の会、教養講座などの文化活動に参加したり、すぐれた芸術文化に接したりする機会について

32 文 化 施 設 図書館、文化ホール、美術館、博物館などの施設について

33 文化財・伝統継承 史跡、文化財、郷土芸能、まつりなどの保存や伝承について

34 教育・ 文化 全般 あなたや家族が日ごろ接している教育や文化全般について

35 自 由 時 間 あなたが自由にできる時間について

36 余 暇 施 設 スポーツ、レクリエーションなどのための身近な施設やそれらの利用のしやすさについて

37 娯 楽 県内の映画館、劇場、遊園地などでの娯楽・レジャーについて

38 余 暇 情 報 催し物・イベントなどの余暇情報を得る機会について

39 自然と親しむ機会 ハイキングなど自然と親しむ機会について

40 余 暇 全 般 あなたの休日や余暇の過ごし方全般について

41 地域とのつながり 近所づきあいや地域で行なわれる行事への住民の参加について

42 福 祉 施 策 お年寄り、子ども、障害者などに対する国や県の施策について

43 福祉・ 連帯 全般 あなたがお住まいの地域での人のつながりや福祉サービス全般について

44 あなたの生活全般について

教

育

・

文

化

余

　

暇

福

祉

・

連

帯

生 活 全 般

居

　

住

　

環

　

境

労

　

働

所

得

・

消

費
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（２）満足度の得点化 
  
満足度の分析にあたっては、「満足」から「不満」に至る５段階の構成比率による分析を行うと

ともに、質問項目相互間、地域や年齢・性別などの属性間の比較を行いやすくするため、得点化

方式を用いることとする。すなわち、各質問項目について、各回答の評価段階ごとに一定の得点

を与え、県全体、地域、年齢・性別などの属性間における比較検討のための集計グループごとの

平均点をそれぞれの満足度得点として分析を進める。各評価段階の得点及び満足度得点の算式は、

時系列分析も考慮し、図表 1-1-2に示すとおり、過去の調査と同様とする。 

 
図表 1-1-2 得点と算式 

 
満足度得点算式＝{200×Ａ＋100×Ｂ＋0×Ｃ＋(－100)×Ｄ＋(－200)×Ｅ}／m 

A: 「満足」と答えた回答者数 

B: 「どちらかといえば満足」と答えた回答者数 

C: 「どちらともいえない」と答えた回答者数 

D: 「どちらかといえば不満」と答えた回答者数 

E: 「不満」と答えた回答者数 

m: 「わからない」または「不明」を除いた回答者数 (A+B+C+D+E) 

 

したがって、仮にこの得点のプラス値が大きければ大きいほど強い満足度にあり、逆に、マイ

ナス値で、その絶対値が大きければ大きいほど強い不満足度にあることを示唆する。 

また、「満足」と「どちらかといえば満足」の両者を一つにしたものを「満足層」とし、「どち

らかといえば不満」と「不満」の両者を一つにしたものを「不満層」とすれば、この満足層・不満

層の大小によっても、ある程度、満足傾向あるいは不満傾向の状況が推測可能と考えられる。 

なお、この満足度得点を満足度水準の指標として用いるにあたっては、次のアからエまでの前

提条件を踏まえて理解する必要がある。 
  ア 満足度の質は、質問項目ごとに異なるものであるが、これらを共通の尺度で測定できるもの 

との前提に立ち、満足度得点によって質問項目間の比較ができるものとしている。 
  イ 「満足」から「不満」までの５段階評価の数量的間隔、たとえば、「満足」・「どちらかと

いえば満足」の差と、「どちらかといえば満足」・「どちらともいえない」の差は、質的に

見て必ずしも等しいとは限らないが、この差は等しいものとしている。 
  ウ 満足度得点は、得点の平均値であり、たとえこれが等しくても、「満足」から「不満」まで

の度数分布の型は、現実的には必ずしも一様ではないが、ここでは度数分布の型は一様であ

るものとしている。 
  エ 「わからない」または「不明」の回答者も、「満足」から「不満」までの５段階のうち、い

ずれかを選択した回答者と同じ回答分布であるものとしている。 
 
 

段階 満足
どちらかと
いえば満足

どちらとも
いえない

どちらかと
いえば不満

不満

得点 ＋ 200 ＋ 100 0 － 100 － 200
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（３）満足度得点の標本誤差 
 
この調査の結果は、県民全体の中から一部の県民を無作為に選び出し、この県民の回答を集計

したものであり、いわゆる標本調査の結果である。したがって、この結果は、そのまま県民全体

や地域全体、つまり母集団の意向、意識、意見を反映したものと考えられる。しかし、標本の満

足度得点をもとに、母集団についての意向、意識、意見を把握しようとする場合には、標本誤差

を考慮する必要がある。言い換えれば、標本調査は、調査の対象となった一部の人達の回答結果

から母集団の状態を、ある程度の幅をもって推測する方法であり、今回の調査結果の検討・分析

に使用している満足度得点は、標本となっている個々人の回答者の回答を得点に置き換え、全回

答者の得点を合計し、算術平均として計算した平均得点である。統計学上、推測しようとする母

集団の満足度得点は、標本の満足度得点を中心に上下に一定の範囲まで広げた幅の中にあるもの

と考えられる。通常、この幅は「標本誤差」と呼ばれているが、信頼度を95％とした場合、その誤

差の大きさは、［標本誤差＝標準偏差×2÷標本数の平方根］の算式によって計算される。 

  いま、ある地域の満足度得点と他の地域の満足度得点とを比較し、どちらの地域がより満足傾

向にあるのか、あるいは同程度であるのかを判断する場合、両者の得点差が問題となる。統計的

には、この判断は、比較しようとする項目間、地域間、属性間のすべてについて、上記の算式に

従って、これを計算する必要があり、また、この得点差は、標準偏差と標本数の大きさによって

決まり、標準偏差が小さく、標本数が大きい場合には、わずかの得点差でも「差(有意差)」があ

るものと判断される。しかし、本調査における標本数、得点値からすれば、概ね、県全体での各

項目間、県全体と各地域間の比較については 15～20点の差、地域間・各地域間の各項目の比較及

び属性間・各属性間での各項目の比較については 20～25点の差が、有意差の判断の目安になろう。 
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２ 満足度の概観 
 

県全体における満足度調査の結果について、「生活全般」、「領域全般」、「個別項目」の３つに分

けて概観する。なお、図表 1-2-1 は、過去３回の調査結果と今回の調査結果を比較したものであ

る。 

図表 1-2-1 質問項目別満足度（全県） 

 

 

満足度

年度 （＋） （－）

健
　
康

日 常 医 療

救 急 医 療

検診･相談

健 康 全 般

安
　
全

交 通 安 全

防犯･防火

自 然 災 害

安 全 全 般

（単位：％）

満
足
層

不
満
層

満足
傾向

不満
傾向領

域 項 目

満足 どちらかといえば満足

どちらともいえない どちらかといえば不満
不満 わからない
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満足度

年度 （＋） （－）

労
　
働

就職の機会

労 働 条 件

仕 事 の
や り が い

労 働 全 般

居
　
住
　
環
　
境

自 然 環 境

大気汚染等

公園広場等

ご み ･
生 活 排 水

住 宅

公 共 交 通
機 関

道 路

買 い 物

居 住 環 境
全 般

満
足
層

不
満
層

満足
傾向

不満
傾向領

域 項 目

満足 どちらかといえば満足

どちらともいえない どちらかといえば不満

不満 わからない
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満足度

年度 （＋） （－）

所得･消費
全 般

教
　
育
・
文
　
化

幼 稚 園 ・
保 育 所

小 中 高
の

教 育

高 等 教 育
の

機 会

家 庭 教 育

生 涯 学 習

文 化 施 設

文 化 財 ・
伝 統 継 承

教育･文化
全 般

所
　
得
・
消
　
費

所 得

資 産

消 費

物 価

不
満
層

満足
傾向

不満
傾向領

域 項 目

満
足
層

満足 どちらかといえば満足
どちらともいえない どちらかといえば不満
不満 わからない
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（注）※満足層＝「満足」＋「どちらかといえば満足」  不満層＝「どちらかといえば不満」＋「不満」 
   ※満足傾向＝満足層－不満層＞０  不満傾向＝満足層－不満層＜０ 
   ※「わからない」は無回答を含む。 

   ※四捨五入の関係から±0.1%異なる場合がある。以下の諸表においても同様である。 

 

満足度

年度 （＋） （－）

満
足
層

不
満
層

満足
傾向

不満
傾向領

域 項 目

余
　
暇

自 由 時 間

余 暇 施 設

娯 楽

余 暇 情 報

自 然 と 親
し む 機 会

余 暇 全 般

福
　
祉
･
連
　
帯

地 域 と の
つ な が り

福 祉 施 策

福祉･連帯
全 般

生　活　全　般

満足 どちらかといえば満足

どちらともいえない どちらかといえば不満

不満 わからない
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（１）「生活全般」の満足度 
 

「生活全般」の満足度は、図表1-2-1の最下欄に示されるように、「満足」が8.9％、「どちらか

といえば満足」が39.2％である。満足層（「満足」＋「どちらかといえば満足」）の比率は、前回

（平成24年度調査）の42.9％を5.2ﾎﾟｲﾝﾄ、前々回（平成20年度調査）の44.7％を3.4ﾎﾟｲﾝﾄ上回る 

48.1％である。また、「どちらかといえば不満」は9.1％、「不満」は3.2％であり、不満層（「ど

ちらかといえば不満」＋「不満」）は、前々回の17.1％と前回の15.0％を下回る12.3％であった。 

満足層と不満層の差（満足傾向）は35.8％であり、前回の27.9％を7.9ﾎﾟｲﾝﾄ上回り、13年振り

に30％台を回復した。なお、「どちらともいえない」という中間的な層は、前回の39.7％から2.4

ﾎﾟｲﾝﾄ減少し37.3％となった。 

 

（２）「領域全般」の満足度 
 

各領域の「領域全般」について、満足層・不満層、満足傾向・不満傾向を領域間で比較する。 

まず、今回の調査で満足層の割合が最も大きい領域となったのは、前々回及び前回から引き続

き、「居住環境全般」で56.4％である。次いで、「余暇全般」の48.1％、「安全全般」の46.3％、

「健康全般」の43.0％、「労働全般」の39.8％、「所得・消費全般」の37.1％、「教育・文化全

般」の28.0％、最後に「福祉・連帯全般」の27.1％の順であった。今回はすべての領域において

前回よりも比率が増加しており、特に「所得・消費全般」が8.1ﾎﾟｲﾝﾄ増加したほか、「健康全般」

は5.9ﾎﾟｲﾝﾄ、「安全全般」は5.7ﾎﾟｲﾝﾄ増加しており、領域全般における県民の満足層の割合は前

回調査時に比べ拡大している。 

一方で、不満層の割合が最も大きい領域は、こちらも前々回、前回と同様、「所得・消費全般」

で21.8%である。次いで、「福祉・連帯全般」の14.6％、「労働全般」の14.2％、「余暇全般」の

13.8％、「居住環境全般」の12.7％、「健康全般」及び「安全全般」の10.4％、「教育・文化全

般」の8.2％という順になっている。前回と比較すると、「余暇全般」の不満層の割合に変化が無

かった以外、すべての領域において不満層の割合が縮小しており、特に「所得・消費全般」で6.1

ﾎﾟｲﾝﾄ、「福祉・連帯全般」で5.0ﾎﾟｲﾝﾄ減少している。 

 

次いで、それぞれの「領域全般」に関して、満足傾向・不満傾向の状況について見ていく。 

今回の調査では、前回同様、すべての領域において、満足層が不満層を上回っている満足傾向

となっており、その傾向の強い順に示すと、43.7％の「居住環境全般」が最上位となり、次いで 

35.9％の「安全全般」、34.3％の「余暇全般」、32.6％の「健康全般」、25.6％の「労働全般」、

19.8％の「教育・文化全般」、15.3％の「所得・消費全般」、12.5％の「福祉・連帯全般」と続い

ている。 

前回の順位と比較すると、前回１位「居住環境全般」は変わらず、前回２位「余暇全般」が３位

に後退した一方で前回３位「安全全般」が２位に上昇し、今回４位「健康全般」、５位「労働全

般」、６位「教育・文化全般」の順位は変わらず、前回７位「福祉・連帯全般」と前回８位「所

得・消費全般」が今回それぞれ８位と７位と、順位が入れ替わっている。 

なお、すべての領域において前回よりも満足傾向の比率が増加しており、特に「所得・消費全
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般」では＋14.2ﾎﾟｲﾝﾄと大幅に増加したほか、「健康全般」で＋8.4ﾎﾟｲﾝﾄ、「安全全般」及び「福

祉・連帯全般」でもそれぞれ＋8.0ﾎﾟｲﾝﾄと増加している。 

「領域全般」の満足度を総合的に見ると、すべての領域において、前回よりも満足層の割合が

拡大し、不満層の割合は概ね縮小しており、全体的に満足傾向が強まっている。 
これは、いわゆる「リーマン・ショック」による世界的な経済不安定や、東日本大震災による

大きな被害の影響が広く県民に残っていた時期に実施された前々回、前回の調査から、国による

経済政策や災害復興の取り組み、県や市町村による地域振興の推進などから、社会的経済的な不

安が徐々に払拭されてきた影響が表れていると考えられる。 
 
（３）「個別項目」の満足度 
 

これまで見てきた「生活全般」及び８つの「領域全般」を除く、35の個別項目の満足度につい

て、次に概観する。 

 

第１に、各項目の満足層・不満層の割合の大小に着目する。 

まず、満足層の割合が大きい項目（50％以上）としては、大きい順に、「住宅」（66.9％）、

「自然環境」（63.2％）、「日常医療」（58.8％）、「ごみ・生活排水」（56.2％）、「自由時間」

（53.2％）、「大気汚染等」（51.7％）、「買い物」（50.1％）が挙げられる。なお、「住宅」「自

然環境」「日常医療」「自由時間」の４項目は、過去３回の調査においても満足層の割合が50％以

上となっている。 

これに対して、満足層の割合が小さい項目（20％以下)は、小さい順に「物価」（10.8％）、「高

等教育の機会」（16.3％）、「公共交通機関」（18.2％）、「福祉施策」（18.7％）、「家庭教育」

（18.9％）、「生涯学習」（19.4％）の６項目であり、「物価」「高等教育の機会」「家庭教育」

「生涯学習」「福祉政策」の５つは前回から引き続き満足層が20％以下となっている。 

次に、不満層の割合が大きい項目（50％以上)は、「公共交通機関」（56.4％）、「物価」 

（50.6％）の２項目であり、これらは過去３回の調査を含め、一貫して50％を超えている。 

これに対して、不満層の割合が小さい項目（20％以下)は、小さい順に「検診・相談」（7.7％）、

「自然環境」及び「自然と親しむ機会」（8.2％）、「文化財・伝統継承」（9.8％）、「幼稚園・

保育所」（12.0％）、「防犯・防火」（12.2％）、「住宅」（12.4％）、「仕事のやりがい」及び

「地域とのつながり」（12.7％）、「日常医療」（13.6％）、「小中高の教育」（14.0％）、「生

涯学習」（14.1％）、「ごみ・生活排水」（14.7％）、「文化施設」（15.2％）、「大気汚染等」

（18.5％）、「自然災害」（19.0%）の16項目であり、前回（13項目）から３項目が追加となって

いる（「小中高の教育」「大気汚染等」「自然災害」）。 

 

第２に、満足傾向・不満傾向の強弱に着目する。 

まず、満足傾向（満足層の割合が不満層の割合を上回るもの）が比較的強い項目（30％以上）

は、強い順に、「自然環境」（55.0％）、「住宅」（54.5％）、「日常医療」（45.2％）、「ごみ・

生活排水」（41.5％）、「大気汚染等」（33.2％）、「自由時間」（30.7％）の６項目となった。

前回と比較すると、「自由時間」「大気汚染等」の２項目が追加となっている。 
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 次に、不満傾向が強い項目（満足層の割合を不満層の割合が上回るもの）を挙げると、不満傾

向（マイナス値）の強い順に、「物価」（39.8％）、「公共交通機関」（38.2％）、「娯楽」  

（21.2％）、「高等教育の機会」（10.5％）、「資産」（9.7％）、「福祉施策」（8.8％）、「所

得」（5.7％）、「余暇情報」（3.1％）、「家庭教育」（1.3%）の９項目となった。なお、この９

項目は、過去３回の調査を含めて一貫して不満傾向にある。 

 

参考までに、前回との比較において、満足層の増減・不満層の増減を組み合わせで整理すると、

次の図表1-2-2のとおりである。 

 

図表 1-2-2 質問項目別満足層・不満層の対前回増減（全県） 

 

 

図表1-2-2の左上の象限（満足層増加・不満層減少：ともに「変化なし」含む）の項目は、満足

度水準を引き上げる又は維持する方向に作用するが、ここには全体35項目中の８割以上となる29

項目（前回19項目）が属する。一方、右下の象限（満足層減少・不満層増加）の項目は、満足度水

準を引き下げる方向に作用するため、今後注視していくべき項目と位置付けられるが、今回は「公

共交通機関」「娯楽」の２項目が属するだけであることから、全体的に県民満足度は増加傾向に

ある。 

前回と比較すると、前回、左下の象限にあった13項目のうち11項目、また右下の象限にあった

「道路」が満足層の増加及び不満層の減少（ともに「変化なし」を含む）により左上の象限に移

動し、多くの項目で満足度水準が向上している一方、前回左上の象限にあった「公共交通機関」

及び左下の象限にあった「娯楽」が満足層の減少及び不満層の増加により、右下の象限に移動し

ていることから、県民満足度水準の更なる向上のためには、これらの項目に注目していくことが

重要と考えられる。 

区分

「満足層」が増加
（変化なし含む）

○日常医療
○交通安全
○自然環境
○ごみ・生活排水
○買い物
○仕事のやりがい
○消費
○家庭教育
○文化財・伝統継承
○地域とのつながり

○救急医療
○防犯・防火
○大気汚染等
○住宅
○就職の機会
○所得
○物価
○生涯学習
○余暇施設
○福祉施策

○検診・相談
○自然災害
○公園広場等
○道路
○労働条件
○資産
○小中高の教育
○文化施設
○自然と親しむ機会

「満足層」が減少

 □幼稚園・保育所

 □高等教育の機会

 □自由時間

 □余暇情報

 ●公共交通機関

 ●娯楽

「不満層」が減少
（変化なし含む）

「不満層」が増加



 

 
21 

３ 「生活全般」の満足度 
 

ここでは、「生活全般」の満足度について、年次別、属性別に更に詳しく見ていくこととする。 
 

（１）全県の年次別推移 

 

図表1-3-1 「生活全般」の満足度（全県） 

 

（注）※平成元年度までは面接聴取法による調査。平成 4年度から平成 24年度までは留め置き法による調査。平成 29年度は 

留め置き法による調査とオンライン調査を併用にて実施。 

 
この調査は、わが国の経済が第１次オイルショックの影響を受けた昭和49年度に始まり、今回

で13回目である。そこで、昭和49年度から平成29年度までの43年間における県民の「生活全般」

についての満足度はどのように推移してきたかを図示すると、図表1-3-1のとおりである。 

昭和49年度から平成元年度までは、「どちらともいえない」とする中間層の比率が20％前後で、

満足層（「満足」＋「どちらかといえば満足」)が少しずつ増え、逆に、不満層（「どちらかとい

えば不満」＋「不満」)が減るという形で推移している。この結果、満足度得点は昭和49年度の35

点から一貫して増加し続け、平成元年度にはピークとなる73点に達した。これに伴い、この間の

満足傾向は28.6％から63.9％へ強まっている。 

しかし、バブル経済の崩壊を背景とする平成４年度の調査では、満足層の大幅な縮小、不満層

と中間層の拡大という形でその影響が表れ、満足度得点は34点、満足傾向は32.1％と、平成元年

度における約半分と大幅に減少した。 

その後、平成16年度までは満足度得点が30点台後半から40点の水準で推移していたが、平成20

年度には世界的な経済不安定状況、いわゆる「リーマン・ショック」の影響などから、過去最低

昭和 年度

昭和 年度

昭和 年度

昭和 年度

平成元年度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

（単位：点、％）

年次

満足度
得　点

満足傾向
（＋）

不満傾向
（－）

満足 どちらかといえば満足

どちらともいえない どちらかといえば不満

不満 わからない



 

 
22 

となる29点まで満足度得点が落ち込む結果となった。続く平成24年度調査では、東日本大震災に

よる社会的な不安も影響し、満足度得点は31点と微増であったものの、今回調査では、国の経済

政策などの影響もあり、前回から＋11点と大きく増加している。 

なお、「どちらともいえない」とする中間層の比率は、平成４年度から概ね35％前後で推移し

ており、今回は37.3%となっている。中間層に関しては、昭和49年度から平成元年度まで20％前後

であったものが、平成４年度以降35％前後で推移するようになっており、明らかに傾向が変わっ

ている。これは平成４年度から調査方法が「面接聴取法」から「留め置き法」に変更され、調査員

に対して直接回答する必要が無くなったことが、満足・不満の判断を明確にしない誘因のひとつ

となったと考えられる。 

 

（２）属性別の満足度 
 

次に、地域別、性別、年齢別、職業別、居住年数別、県外居住経験別の属性ごとに、「生活全

般」の満足度の状況を整理・分析する。 

 

ア 地域別による満足度 

 

図表1-3-2は、「生活全般」の満足度について地域別に示した表である。 

まず、満足層の割合の大きい地域順は、「峡南」（51.7％）、「峡中」（51.0%）、「峡北」（48.3％）、

「峡東」（46.6％）、「富士・東部」（42.6％）となっており、最上位の「峡南」と最下位の「富

士・東部」の開きは9.1ﾎﾟｲﾝﾄである。前回との比較では、すべての地域で満足層が増加し、「峡

南」で＋10.8ﾎﾟｲﾝﾄ、「峡中」で＋6.0ﾎﾟｲﾝﾄ、「峡東」で＋4.8ﾎﾟｲﾝﾄ、「峡北」で＋3.8ﾎﾟｲﾝﾄ、「富

士・東部」で＋3.1ﾎﾟｲﾝﾄとなっている。 

一方、不満層の割合の大きい地域順は、「峡東」（14.1％）、「富士・東部」（14.0％）、「峡中」（11.7％）、

「峡南」（11.2％）、「峡北」（7.7％）となり、最上位の「峡東」と最下位の「峡北」の開きは 6.4

ﾎﾟｲﾝﾄである。前回との比較では、「富士・東部」で不満層が 1.2 ﾎﾟｲﾝﾄ拡大した以外は縮小してお

り、「峡北」で－9.7 ﾎﾟｲﾝﾄ、「峡南」で－7.1 ﾎﾟｲﾝﾄ、「峡東」で－5.8 ﾎﾟｲﾝﾄ、「峡中」で－1.5 ﾎﾟｲﾝ

ﾄとなっている。過去３回を含めた推移を見ると、前回調査まで満足層の割合が縮小傾向にあった

「峡中」「峡東」「峡南」「富士・東部」が今回拡大に転じているほか、不満層の割合でも「峡北」

「峡東」が前回までの拡大傾向から縮小に転じていることから、「生活全般」における県民の満足

度水準は概ね向上している。なお、参考までに、今回と過去３回の調査における満足層と不満層

の地域別順位をまとめると、図表 1-3-3のとおりである。 

次に、満足度得点を見ると、得点の高い地域順に、「峡北」（48点）、「峡中」（46点）、「峡

南」（45点）、「峡東」（41点）、「富士・東部」（34点）となっており、最上位の「峡北」と最

下位の「富士・東部」の開きは14点である。前回との比較ではすべての地域で満足度得点が増加

しており、「峡東」及び「峡南」で＋21点、「峡北」で＋18点、「峡中」で＋９点、「富士・東部」

で＋４点となっている。 

最後に、満足傾向・不満傾向を見ると、すべての地域において満足傾向となり、その傾向の強

い地域順は、「峡北」（40.6％）、「峡南」（40.5％）、「峡中」（39.3％）、「峡東」（32.5％）、「富士・

東部」（28.6％）となっている。  



 

 
23 

図表 1-3-2 「生活全般」の満足度（地域別） 

 

図表 1-3-3 満足層・不満層の地域別順位一覧 

  

地域 年度 （＋） （－）

富士･東部

（単位：点、％）

満足度

得　点
満足

満足度

どちら

ともい

えない

不　満　層

全　県

峡中

満

足

傾

向

不

満

傾

向
不明

満　足　層

どちらか

といえば

不満

どちらか

といえば

満足

計 計

峡東

峡南

不満

峡北

峡中 峡北 峡東 峡南 富士・東部

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

　　　 　　　満足度

年度

満

足

層

不

満

層

（注）※満足層は％の高い順、不満層は％の低い順。 
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イ 性別による満足度 

 

図表1-3-4は、性別で見た「生活全般」の満足度を示した表である。 

まず、満足層の割合について見ると、「男性」の45.8％に対して「女性」は50.5％と、「女性」

の方が4.7ﾎﾟｲﾝﾄ大きくなっている。一方、不満層では「男性」の13.4％に対して「女性」は11.0％

と、「男性」の方が2.4ﾎﾟｲﾝﾄ大きい。満足度得点については、「男性」（37点）より「女性」（49

点）が12点高く、満足傾向についても、「女性」（39.5％）が「男性」（32.4％）よりも7.1ﾎﾟｲﾝ

ﾄ大きいなど、総じて、「女性」の方が「男性」よりも満足度水準が高い。 

前回の結果と比較すると、「男性」「女性」ともに満足層の割合は拡大して不満層の割合は縮小、

満足度得点は増加していることから、性別に関係なく全体的に満足度水準は向上している。 

 
図表 1-3-4 「生活全般」の満足度（性別） 

 

性別 年度 （＋） （－）

女　性

男　性

計

どちら

ともい

えない

満足度

得　点
満足

不明

満足層 不満層

（単位：点、％）

満

足

傾

向

不

満

傾

向
どちらか

といえば

満足

計

どちらか

といえば

不満

満足度

不満
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ウ 年齢別による満足度 

 

10歳階級による年齢別の「生活全般」の満足度は、図表1-3-5のとおりである。 

まず、満足層の割合について見ると、大きい順に、82.5％の「18～19歳」、59.2%の「70歳以上」、

48.1%の「50代」、46.7%の「40代」、44.1%の「60 代」、43.6%の「20代」、42.3%の「30代」となっ

ている。一方、不満層の割合を見ると、小さい順に、5.0％の「18～19歳」、6.4％の「70歳以上」、

12.4％の「40 代」、12.6％の「50 代」、13.3％の「60 代」、15.3％の「20 代」、15.8％の「30 代」

となっている。前回の結果との比較によると、不満層の割合はほぼすべての年齢層で縮小してい

るが、満足層の割合は「70 歳以上」（＋13.6 ﾎﾟｲﾝﾄ）、「50 代」（＋11.1 ﾎﾟｲﾝﾄ）で２桁の増加が見

られる一方、「30代」（－4.7 ﾎﾟｲﾝﾄ）、「60代」（－1.2 ﾎﾟｲﾝﾄ）で減少しているなど年齢層で傾向に

ばらつきが見られる。 

次に、満足度得点について見ると、高い順に、「18～19歳」（110点）、「70 歳以上」（70点）、「50

代」（41点）、「40代」（39 点）、「60代」（33点）、「20代」及び「30代」（32 点）となっている。 

前回の結果との比較では、「70 歳以上」（＋29点）、「50代」（＋24点）で大きく増加している一

方、「60 代」（－４点）、「20 代」（－２点）では減少するなど、満足度得点においても年齢層によ

る傾向のばらつきが確認できる。 

 
 

図表 1-3-5 「生活全般」の満足度（年齢別） 

 

 

年齢 年度 （＋） （－）

－ － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － －

（単位：点、％）

満

足

傾

向

不

満

傾

向

どちらか

といえば

満足

計

どちらか

といえば

不満

満足度

得　点 満足 不満
不明

満足層 不満層

歳

　以上

～ 歳

～ 歳

計

どちら

ともい

えない

～ 歳

～ 歳

～ 歳

満足度

～ 歳

（注）※平成 29年度より「18～19歳」の年齢層を追加。 
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エ 職業別による満足度 

 
本調査における「職業別」とは、「自営業・家族従業者」（農林水産業、商工・サービス業、自

由業）、「勤め人」（民間企業従業員、公務員など）、「その他」（学生、パート勤務を含む主婦・

主夫、その他)をいう。職業別の「生活全般」の満足度は、図表1-3-6のとおりである。 

「自営業・家族従業者」「勤め人」「その他」の満足層の割合は、それぞれ 49.3％、45.0％、50.0％

であり、不満層の割合は、それぞれ 11.6％、14.1％、11.0％となった。同様に満足度得点は、そ

れぞれ 44 点、35 点、49 点であり、満足傾向は、37.7％、31.0％、39.0％である。前回の結果と

比較すると、満足度得点、満足層の割合、満足傾向すべてにおいて増加している。 

なお、「勤め人」の満足度は他の職業に比べて相対的に低い水準にあるが、これは過去３回の調

査結果においても同様であることから、「勤め人」は他の職業と比べて満足度水準が低くなる傾向

が確認できる。 

 
図表 1-3-6 「生活全般」の満足度（職業別） 

 
オ 居住年数別及び県外居住経験別による満足度 

 
 図表1-3-7では、回答者の本県における居住年数を「５年未満」「５～10年未満」「10～20年未

満」「20年以上」に区分し、また、県外での居住経験の「あり」「なし」で分け、それぞれの満足

度を示している。 

まず、満足層の割合について、大きい順に、「10～20年未満」（54.2%）、「５年未満」（53.6%）、

「５～10年未満」（51.1％）、「20年以上」（47.1%）となっており、同様に、不満層の割合は「５

年未満」（14.3％）、「20年以上」（12.8％）、「10～20年未満」（10.1％）、「５～10年未満」

（2.2％）となっている。 

職業 年度 （＋） （－）

（単位：点、％）
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なお、最もサンプル数の多い「20年以上」において前回と比較すると、満足度得点で９点、満

足層の割合で4.0ﾎﾟｲﾝﾄ増加しているほか、満足傾向においても5.6ﾎﾟｲﾝﾄ増加していることから、

全体的に県民の満足度水準は向上している。 

次に、県外での「居住経験あり」「居住経験なし」の区分による満足度得点を見ると、「居住経

験あり」が43点、「居住経験なし」は42点とほぼ同水準であり、満足層の割合や満足傾向につい

ても、それぞれ3.4ﾎﾟｲﾝﾄ、3.1ﾎﾟｲﾝﾄの差しかない。 

 

図表1-3-7 「生活全般」の満足度（居住年数別・県外居住経験別） 

 

  

（＋） （－）
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満

足

傾

向

不

満

傾

向

どちらか

といえば

満足

計

どちらか

といえば

不満

不満 計

どちら

ともい

えない

不明

満足層 不満層

満足度

得　点
満足

年度



 

 
28 

カ まとめ 

 

以上、過去３回の調査結果も含めて属性別の満足度について見てきたが、これらは次のとおり

要約される。 

 

第１に、県全体における満足度水準は向上しており、満足度得点は前回から11点増加している。

地域別で見ても、すべての地域で満足度得点は増加しており、特に「峡北」（＋18点）、「峡東」

及び「峡南」（＋21点）では大きく増加している。なお、最上位（「峡北」48点）と最下位（「富

士・東部」34点）の開きは14点と前回（17点）から縮小しているものの、過去３回の最上位と最下

位の開きの推移を見ると、拡大と縮小を繰り返していることから、今回の結果から地域差が縮小

傾向にあるとまでは言えず、その推移について今後も注目していく必要がある。 

 

 第２に、性別で見た場合は、「男性」「女性」ともに満足度得点、満足層の割合、満足傾向は増

加しており、過去の結果を含めて「女性」の方が「男性」よりも満足度水準が高いことが確認で

きる。ただし、「男性」が今回も含めてこれまで満足度得点の増加傾向にある一方、「女性」はこ

れまで減少傾向にあったものの今回増加に転じているなど、その傾向に違いがあることから、性

別による明確な傾向を確認するためには、今後の推移に注目していく必要がある。 

 

 第３に、年齢別で見た場合、前回の結果との比較では、「70歳以上」（＋29点）、「50代」（＋

24点）と、満足度得点が大幅に増加した年齢層がある一方、「20代」と「60代」では減少している

など、年齢層によってばらつきが見られる。これは各年齢層の直面するライフステージが満足度

水準に大きな影響を与えていることを示すと考えられる。 

 

 第４に、職業別で見た場合、「勤め人」の満足度水準が他の職業に比べて若干低い傾向にある

ものの、全体的に満足度得点は増加しており、職業別による満足度水準の傾向に明確な違いを確

認することは出来なかった。 

 

第５に、県内への居住年数別及び県外居住経験別で見た場合、すべての居住年数層において満

足度得点が増加しているほか、県外における「居住経験あり」「居住経験なし」においても、とも

に満足度得点が増加していることから、これらの区分においても満足度水準の傾向に明確な違い

を確認することは出来なかった。 
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４ 「領域全般」の満足度 
 

 ここでは、図表1-1-1の左欄に示す「健康」「安全」「居住環境」「労働」「所得・消費」「教

育・文化」「余暇」「福祉・連帯」の８領域について、満足度得点を用いた「領域全般」ごとの満

足度の状況及び推移を見ていくこととする。 

 
（１）地域別・領域全般別の満足度得点 

図表1-4-1 満足度得点（地域別・領域全般別） 

 

　　　 地域

領域

年

度
全県 峡中 峡北 峡東 峡南

富士・

東部
最高値 最低値

最高と

最低差

差幅

動向

－

－

－

＋

＋

＋

＋

＋

福祉・連帯

余　　暇

（単位：点）

健　　康

安　　全

居住環境

労　　働

所得・消費

教育・文化

（注）※色付きは最高点の地域と最低点の地域を示す。 
※「差幅動向」欄で、＋値は前回よりも地域間格差が拡大、－値は縮小の傾向を示す。 
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「全県」における各領域全般の５段階評価による満足度の割合及び満足層、不満層、満足傾向、

不満傾向については、先の図表1-2-1のとおりであるが、図表1-4-1では、所定の算式（図表1-1-

2）にしたがって得点化し、各領域全般において調査年度別、地域別に示した。 

まず、「全県」において満足度得点の高い順にその領域を挙げると、１位は54点の「居住環境」、

２位は45点の「安全」、３位は43点の「健康」、４位は42点の「余暇」、５位は37点の「労働」、

６位は26点の「教育・文化」、７位は15点の「所得・消費」、８位は14点の「福祉・連帯」である。 

前回順位と比べると、前回１位「居住環境」は今回変わらず、前回３位「安全」が今回２位に、

前回５位「健康」が今回３位に、前回８位「所得・消費」が今回７位に上がった一方、前回２位

「余暇」が今回４位に、前回３位「労働」が今回５位に、前回７位「福祉・連帯」が今回８位へと

順位を下げている。 

前回との得点比較では、すべての領域で増加しており、増加得点の大きい順に、「所得・消費」

（＋20点）、「健康」及び「安全」（＋12点）、「福祉・連帯」（＋11点）、「居住環境」及び「教

育・文化」（＋８点）、「労働」及び「余暇」（＋４点）となっている。 

次に、地域間で得点の開きが最も大きい領域は「福祉・連帯」であり、最上位（「峡南」39点)

と最下位（「峡北」７点)の開きは32点であり、前回（24点）から８点増加している。一方、最も

開きの小さい領域は「教育・文化」で、最上位（「峡中」30点）と最下位（「富士・東部」18点）

の開きは12点で、前回（９点）から３点増加している。なお、他の領域における地域間の開きは、

「余暇」で＋12点、「安全」で－19点と２桁の増減が見られたほかは１桁の変化に留まっている。 

 

（２）地域別・領域全般別の満足度得点の対前回増減 
 

次に、全県及び各地域における各領域全般の満足度得点の前回からの変化について、さらに子

細に見てみる。図表1-4-2は、先の図表1-4-1に基づき、満足度得点の増減の度合いを示した一覧

表である。 

図表1-4-2 満足度得点対前回増減（地域別・領域全般別） 

   

（単位：点）

　　　　地域

領域
全県

健　　康

安　　全

居住環境

労　　働

所得・消費

教育・文化

余　　暇

福祉・連帯

増　点

地域数

減　点

地域数
峡中 峡北 峡東 峡南

富士・

東部

増点領域数

減点領域数

（注）※増減点＝今回の得点－前回の得点。 
※色付きは最高点の地域と最低点の地域を示す。 
※（ ）内は15点以上の増減の地域数、領域数。 
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「全県」ではすべての領域で満足度得点が増加しており、地域別における減点領域数、領域別

における減点地域数が過半以上となっている地域、領域は無い。図表1-4-2の最右欄と最下欄にも

示されるように、全体で40の地域・領域の区分中（５地域×８領域）、増加している地域・領域数

は34、減点となった地域・領域数は４である（前回と変更なしは２）。 

また、15点以上の増減があった地域・領域数については、図表1-4-2において( )内に示される

ように、減点が０地域・領域である一方、増加は13地域・領域（峡中：「所得・消費」、峡北：

「居住環境」「所得・消費」「余暇」、峡東：「所得・消費」、峡南：「健康」「安全」「労働」

「余暇」「福祉・連帯」、富士・東部：「健康」「安全」「所得・消費」）に及んでいる。 

地域別で見ると、「峡中」「峡南」ではすべての領域で増加している。「峡北」では増減の無か

った「健康」を除いた他の７領域で増加しており、「峡東」「富士・東部」においても減点領域は

それぞれ２つずつと少ない。また、領域別では、「居住環境」「所得・消費」「教育・文化」「福

祉・連帯」ではすべての地域で増加しており、すべての地域で減少した領域は無い。 

なお、図表1-4-1、図表1-4-2から各地域及び各領域における満足度得点の特徴を見ると、次の

とおりである。 

 
〔地域別〕 
 
峡中 ········· 「健康」「安全」「居住環境」「教育・文化」はそれぞれ51点、50点、61点、30

点であり、他の地域と比べて最も高い満足度得点の領域となっている。特に「居

住環境」は過去３回の調査を含めて一貫して最上位となっている。また、最下

位となった領域は無い。前回との比較では「所得・消費」が17点増加している。 

 

峡北 ········· 「所得・消費」（28点）、「余暇」（58点）において最上位の地域となってい

る一方、「健康」（23点）、「福祉・連帯」（７点）では最下位であり、ばらつ

きがある。前回との比較では「所得・消費」（＋42点）、「居住環境」（＋28

点）、「余暇」（＋26点）で大きく増加している。 

 

峡東 ········· 地域別で唯一、最上位も最下位も無い平均的な結果となった。前回と比較する

と、「所得・消費」で23点増加しているほかは、１桁の変化に留まっている。 

 

峡南 ········· 「労働」（55点）、「福祉・連帯」（39点）で過去３回を含めて一貫して最上

位となっているが、「安全」（35点）、「居住環境」（38点）、「所得・消費」

（4点）で最下位とばらつきがある。前回との比較では、すべての領域で増加し

ており、特に「安全」（＋29点）、「余暇」（＋24点）、「福祉・連帯」（＋19

点）、「健康」及び「労働」（＋15点）で大きく増加している。 

 

富士・東部 ··· 「労働」「教育・文化」「余暇」で最下位となったほか、前回同様、「全県」

の満足度得点を上回った領域はない。ただし、前回との比較では、「健康」で

19点、「安全」及び「所得・消費」で18点増加しており、他の地域と比較して

満足度水準が低い状況ではあるものの、満足度得点は増加傾向にある。 
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〔領域別〕 
 
健  康 ····· 最上位（「峡中」51点）と最下位（「峡北」23点）の開きは28点と比較的大き

いが前回（31点）から縮小している。前回との比較では、「峡北」で変化が無

かった一方、「富士・東部」で19点、「峡南」で15点、「峡中」で13点、「峡

東」で７点増加している。 

 

安  全 ····· 最上位（「峡中」50点）と最下位（「峡南」35点）の開きは15点と前回（34点）

よりも大きく縮小している。前回との比較では、「峡南」で29点、「富士・東

部」で18点、「峡中」で13点、「峡北」で９点増加している一方、「峡東」で

は１点減少している。 

 

居住環境 ····· 最上位（「峡中」61点）と最下位（「峡南」38点）の開きは23点と前回（31点）

から縮小している。前回との比較では、「峡北」で28点、「峡南」で12点、「峡

東」及び「富士・東部」で７点、「峡中」で４点増加と、すべての地域で増加

している。 

 

労  働 ····· 最上位（「峡南」55点）と最下位（「富士・東部」28点）の開きは27点と前回

（18点）よりも拡大している。前回との比較では、「峡南」は＋15点、「峡中」

は＋10点、「峡北」は＋8点と増加している一方、「峡東」及び「富士・東部」

では５点減少しており、地域によってばらつきのある領域となった。 

 

所得・消費 ··· 最上位（「峡北」28点）と最下位（「峡南」４点）の開きは24点と前回（15点）

から拡大している。前回との比較では、「峡北」（＋42点）、「峡東」（＋23

点）で大きく増加しているほか、「峡中」は＋17点、「峡南」は＋11点、「富

士・東部」は＋18点と、すべての地域で増加している。 

 

教育・文化 ··· 最上位（「峡中」30点）と最下位（「富士・東部」18点）の開きは12点と前回

（9点）から拡大している。前回との比較ではすべての地域で増加しており、特

に「峡中」で＋11点と２桁増加している。 

 

余  暇 ····· 最上位（「峡北」58点）と最下位（「富士・東部」30点）の開きは28点で前回

（16点）よりも拡大している。前回との比較では、26点増加した「峡北」、24

点増加した「峡南」と大きく増加した地域がある一方、「峡中」は３点増加、

「峡東」は変化無し、「富士・東部」では７点減少するなど、地域によってば

らつきがある。 

 

福祉・連帯 ··· 最上位（「峡南」39点）と最下位（「峡北」7点）の開きは32点と前回（24点）

から拡大しており、その開きがすべての領域の中で最も大きい結果となった。

前回との比較では、「峡南」（＋19点）、「峡中」（＋13点）、「峡北」及び

「富士・東部」（＋11点）、「峡東」（＋７点）とすべての地域で満足度得点

が増加している。  
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（３）属性別・領域全般別の満足度得点 

 

次に、性別、年齢別、県外居住経験別による満足度得点とその傾向を見ていく。 

 

ア 性別・領域全般別の満足度得点 

 

図表1-4-3は、各領域全般の満足度得点を性別で整理したものである。その得点を比較すると、

「余暇」で「女性」（41点）より「男性」（43点）が高かったほかは、すべての領域で「女性」

が「男性」より高くなっており、特に「所得・消費」（13点）、「労働」（10点）ではその得点

差が２桁となっている。 

前回との比較では、「男性」の「労働」において変化が無かった以外、すべての領域で増加し

ており、とりわけ「所得・消費」は「男性」＋14点、「女性」＋27点と大きく増加している。 

 

図表1-4-3 満足度得点（性別･領域全般別） 

 

男　性 女　性

＋ ＋ ＋

－ ＋ ＋

＋ ＋ ＋

＋ ＋

＋ ＋ ＋

＋ ＋ ＋

＋ ＋

＋ ＋ ＋

福祉・連帯

余　　暇

安　　全

居住環境

労　　働

所得・消費

教育・文化

健　　康

（単位：点）

　　　性別

領域
得点差女　性

対前回増減
男　性

年

度

（注）※「得点差」欄の（ ）内で、＋値は前回よりも性別間格差が拡大、－値は縮小の傾向を示す。 
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イ 年齢別・領域全般別の満足度得点 

 

図表1-4-4は、年齢別の満足度得点を示したものである。前回との比較を踏まえて概観すると、

次のとおりである。 

なお、「18～19歳」については今回調査から追加された年齢層であり、図表1-4-4の最右欄にあ

る「最高と最低差」の経年比較においては、前回までの調査に含まれていないこの年齢層を除外

して行うこととする。 

 

第１に、年齢別で見ると、「18～19歳」が「労働」を除くすべての領域において最上位を占めて

おり、「70歳以上」も「労働」で最上位、「所得・消費」を除く６領域で次点となるなど比較的満

足度水準の高い年齢層となった。一方、「60代」は３領域で最下位となるなどすべての年齢層の

中で最も最下位領域が多くなっており、「60代」と「70歳以上」の間に大きな差がある。 

 

 第２に、領域別で見ると、「健康」及び「安全」は「18～19歳」が最上位となり、次いで「70歳

以上」「20代」と続いている。他の年齢層では、「30代」を底に年齢層が上がるほど満足度得点が

上昇している。「居住環境」は「18～19歳」及び「70歳以上」の得点が比較的高く、それ以外の年

齢層でも他の領域より高い水準の満足度得点となっている。「労働」では「20代」「30代」の満足

度得点が比較的低くなっており、「18～19歳」及び「40代」「50代」「60代」では同一水準、「70

歳以上」が最上位となっている。「所得・消費」は「18～19歳」の満足度得点が特に高い一方、

「40代」「50代」「60代」の満足度得点が他の年齢層に比べて低くなっている。「教育・文化」で

は、「18～19歳」の満足度得点が比較的高い一方、「60代」の満足度得点の低さが際立っており、

それ以外の年齢層では一定の水準となっている。「余暇」では最上位である「18～19歳」及び次

点の「70歳以上」を除くと、すべての年齢層で同一水準となっている。「福祉・連帯」では「18～

19歳」が最上位、次いで「70歳以上」が高得点となっているものの、他の年齢層では低水準とな

っている。 

 

第３に、前回との比較で見ると、「70歳以上」「50代」はすべての領域において増加している一

方、「60代」では６領域で、「20代」「30代」では２領域で、「40代」では１領域で減点となって

いるなど、年齢層で傾向の違いが確認できる。特に「70歳以上」と「60代」の間における傾向の違

いが顕著となっている。 

 

第４に、領域ごとに年齢層間における最高と最低の得点差に着目して見ると、「所得・消費」

（－11点）、「居住環境」（－３点）を除いた他の領域において得点差が拡大しており、「労働」

で＋30点、「福祉・連帯」で＋19点、「余暇」で＋18点、「健康」で＋16点、「教育・文化」で＋

10点、「安全」で＋４点となっている。 
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図表1-4-4 満足度得点（年齢別・領域全般別） 

 

  

　　 　年齢

領域

年

度
～ 歳 ～ 歳 ～ 歳 ～ 歳 ～ 歳 ～ 歳 歳以上

最高と

最低差

－

－

－

差 － ＋

－

－

－

差 － ＋

－

－

－

差 － －

－

－

－

差 － ＋

－

－

－

差 － －

－

－

－

差 － ＋

－

－

－

差 － ＋

－

－

－

差 － ＋

余　　暇

福祉・連帯

（単位：点）

所得・消費

教育・文化

労　　働

健　　康

安　　全

居住環境

（注）※「最高と最低差」欄では、平成 29 年度から追加された「18～19 歳」を含まずに算出。 
※「最高と最低差」欄の（ ）内で、＋値は前回よりも年齢層間格差が拡大、－値は縮小の傾向を示す。 
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ウ 県外居住経験別・領域全般別の満足度得点 

 
図表1-4-5は、県外居住経験別による各領域の満足度得点を示したものである。 

県外での「居住経験なし」の層の県民は、すなわち、山梨県で生まれ、育ち、そして現在も山梨

県で暮らしている人々であることから、この層の満足度得点を経年で見ていくことで、定点観測

的に本県の生活満足度の推移を評価することができると考えられる。 

一方、県外での「居住経験あり」の層は、たとえば、山梨県で生まれ、育ち、いったん他の都道

府県で暮らし、再び山梨県に戻って暮らすというケースや、他の都道府県で生まれ、育ち、そし

て、現在は山梨県で暮らしているというケースなどが考えられる。 

ゆえに、「居住経験あり」の層は、他の都道府県と本県とを比較する視点をもって客観的な満

足度評価を行いやすい人々と言えるため、この層の満足度得点の推移を見ていくことは、本県に

おける生活の満足度を他地域との関係で相対的に評価するのに有用と考えられる。 

今回、「居住経験なし」が「居住経験あり」と比べて高得点となっているのは、得点差の大きい

順に、「福祉・連帯」（＋14点）、「健康」及び「居住環境」（＋９点）、「安全」（＋８点）、

「教育・文化」（＋５点）の５領域であった。一方、「居住経験あり」がより高得点となっている

のは、「労働」及び「所得・消費」（＋９点）、「余暇」（＋６点）の３領域である。 

前回との比較では、「居住環境」における「居住経験あり」が６点減点となった以外は、すべて

の領域で増加しており、とりわけ「所得・消費」では「居住経験あり」で＋24点、「居住経験な

し」で＋15点と大幅に増加している。 
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図表1-4-5 満足度得点（県外居住経験別・領域全般別） 

 

エ まとめ 
 

以上、属性別に「領域全般」の満足度得点について見てきたが、要約すると次のとおりである。 

第１に、性別については、前回との比較において概ね増加しており、特に「余暇」を除いたす

べての領域において「男性」より「女性」の増加得点が多く、より高得点となっている。 

第２に、年齢別については「18～19歳」が最上位、次いで「70歳以上」という領域が多い一方、

「60代」では最下位領域が最多となることから、「60代」と「70歳以上」の間に大きな差がある。 

第３に、県外居住経験の有無については、「居住環境」において「居住経験あり」の満足度得点

が減少した以外はすべて前回より増加している。 

あ　　り な　　し あ　り な　し

　

　

　

　 ＋ ＋ ＋

　

　

　

　 ＋ ＋ ＋

　

　

　

　 ＋ － ＋

　

　

　

　 ＋ ＋ ＋

　

　

　

　 ＋ ＋ ＋

　

　

　

　 ＋ ＋ ＋

　

　

　

　 ＋ ＋ ＋

　

　

　

　 ＋ ＋ ＋

福祉・連帯

　　　属性

領域

年

度

（単位：点）

対前回増減
得点差

県外居住経験

余　　暇

所得・消費

教育・文化

労　　働

健　　康

安　　全

居住環境

（注）※「得点差」欄の（ ）内で、＋値は前回よりも県外居住経験の「あり」「なし」間の格差が拡大、 
－値は縮小の傾向を示す。 
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５ 「個別項目」の満足度 
 

本調査における「個別項目」とは、８つの領域について、それぞれの領域を代表すると想定さ

れるいくつかの具体的な項目のことである。たとえば、健康領域における個別項目とは、「日常

医療」、「救急医療」、「検診・相談」の３つの項目をいう。以下、全県及び地域別に算出した満

足度得点の結果を見ながら、その特徴を概観する。 

なお、各領域全般の満足度得点については既述のとおりであるが、参考として、以下の各図表

の最下欄に再掲しておく。 

 

 

（１）健康領域 
 

健康領域における３つの個別項目の地域別満足度得点は、図表1-5-1に示すとおりである。 

まず、「全県」について見ると、いずれの項目も前回より増加しており、「日常医療」「救急医

療」は12点、「検診・相談」は６点増加している。なお、「救急医療」は前回調査まではマイナス

となっていたが、今回プラスへと転じている。 

 

次に、各個別項目ごとに地域別で見ると、次のとおりである。 

「日常医療」は、「峡中」が最上位で77点、「峡北」が最下位で36点、その開きは41点と大きい

ものの、前回（61点）からは縮小している。前回の結果との比較では、減少した「峡北」（－４

点）のほかは、「富士・東部」（＋30点）で大幅に増加したほか、「峡南」（＋14点）、「峡中」

（＋10点）、「峡東」（＋２点）でも増加している。 

「救急医療」は、「峡中」が最上位で27点、「峡北」が最下位で－33点、その開き（60点）は大

きく、前回（46点）より拡大している。満足度得点において地域差が確認でき、最上位の「峡中」

及び「峡東」（24点）はプラスである一方、最下位の「峡北」に加え、「富士・東部」（－20点）、

「峡南」（－18点）はマイナスとなっている。特に、「峡北」「峡南」「富士・東部」は過去３回

の調査を含め一貫して満足度得点がマイナスとなっている。 

「検診・相談」は、最上位の「峡南」（51点）と最下位の「峡北」（18点）の開きは33点と、前

回（22点）から11点拡大している。各地域とも概ね増加しているなか、「峡北」（－22点）が大幅

に減少していることが、地域差の拡大として表れている。 

 

「健康領域」について概観すると、日常生活に身近である「日常医療」及び「検診・相談」につ

いては全体的に満足度水準が上昇している一方、「救急医療」では、すべての地域において満足

度得点は前回から上昇しているものの、プラスの地域とマイナスの地域があるなど、地域差が表

れている項目となっている。 
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図表1-5-1 満足度得点（地域別・健康領域） 

 
 
 

  

　　　 地域

項目

年

度
全県 峡中 峡北 峡東 峡南

富士・

東部

差

差

差

差

（単位：点）

日常医療

救急医療

検診・相談

健康全般

（注）※「差」は平成 24年度と平成 29年度との得点差。 
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（２）安全領域 
 
安全領域における３つの個別項目の地域別の満足度得点は、図表1-5-2のとおりである。 

まず、「全県」ではいずれの項目も満足度得点はプラスとなっており、前回と比較してもすべ

ての項目で増加している。なお、「交通安全」及び「防犯・防火」は過去３回を含めて一貫して

増加している。 

 

次に、各個別項目を地域別に見ていくと次のとおりである。 

「交通安全」については、最上位は「富士・東部」（22点）、最下位が「峡東」（10点）で、そ

の開きは12点となっている。前回と比べると「峡東」で1点減少しているほかは増加しており、特

に「富士・東部」（＋17点）、「峡北」（＋16点）では２桁の増加となっている。 

「防犯・防火」については、最上位は「富士・東部」（41点）、最下位は「峡南」（33点）で、

その開きは８点と前回（17点）から縮小しており、各地域で同水準の満足度得点となっている。

前回との比較では、前回最上位であった「峡東」で５点減少した一方、「富士・東部」（＋14点）、

「峡中」（＋13点）では２桁増加するなど、地域によってばらつきが出ている。 

「自然災害」では、「峡中」（31点）が最上位、「峡南」（－15点）が最下位となり、その開き

は46点と大きい。前回との比較では、「富士・東部」で15点増加した一方、「峡東」（－15点）で

は減少しており、地域でばらつきが見られる。特に「峡南」では、今回６点増加しているものの、

過去３回を含めて一貫してマイナスとなっており、満足度得点が低い水準の地域となっている。 

 

「安全領域」について概観すると、比較的日常生活に身近な「交通安全」や「防犯・防火」で

は、満足度得点における地域差がそれほど大きくない一方、地理的条件の影響が大きい「自然災

害」では、地域差が大きい状況となっている。 
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図表1-5-2 満足度得点（地域別・安全領域） 

 

  

　　　 地域

項目
年度 全県 峡中 峡北 峡東 峡南

富士・

東部

差

差

差

差

（単位：点）

交通安全

防犯・防火

自然災害

安全全般

（注）※「差」は平成 24年度と平成 29年度との得点差。 
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（３）居住環境領域 
 
居住環境を表す要素は多種多様であるため、この領域内の個別項目は８項目あり、最も項目数

の多い領域となっている。これらの地域別の満足度得点は図表1-5-3のとおりである。 

まず、「全県」における各項目の満足度得点を高い順に示すと、「住宅」（82点）、「自然環

境」（81点）、「ごみ・生活排水」（56点）、「大気汚染等」（43点）、「買い物」（26点）、「公

園広場等」（15点）、「道路」（－２点）、「公共交通機関」（－69点）となり、各項目間におけ

る得点差が顕著である。 

前回調査との比較では、「公共交通機関」で10点減点となったのを除けば、すべての項目で満

足度得点は増加しており、特に「大気汚染等」（＋18点）、「公園広場等」（＋14点）、「ごみ・

生活排水」（＋12点）、「住宅」（＋11点）では２桁の増加となっている。 

過去３回の調査を含めた推移を見ると、「自然環境」「ごみ・生活排水」「住宅」「買い物」の

４項目では一貫して満足度得点がプラスとなっており、特に「自然環境」「住宅」では高水準と

なっている。一方、「公共交通機関」「道路」の２項目は一貫してマイナスとなっており、特に

「公共交通機関」ではその不満傾向が非常に強い状況が続いている。なお、前回または前々回で

プラスに転じた「大気汚染等」「公園広場等」は満足度得点の増加傾向が続いている。 

 

次に、これらの項目を地域別に見ると、次のとおりである。 

「自然環境」は、すべての地域で非常に高い水準となっており、最上位の「峡北」（101点）と

最下位の「峡南」（67点）の開きは34点と、前回（25点）から拡大している。前回との比較では、

すべての地域で増加しており、特に「峡北」では26点増加して100点を超える結果となった。 

「大気汚染等」は、最上位の「峡北」（59点）と最下位の「峡東」（35点）の開きは24点と、前

回（19点）から地域差が拡大している。前回との比較では、すべての地域で14点～21点の範囲で

増加しており、全体的に安定した満足度水準の上昇傾向にある。 

「公園広場等」は、最上位である「峡中」の31点に対し、最下位は「富士・東部」で－16点であ

り、その開きは47点と大きいものの、前回（45点）から大きく変化しているわけではない。前回

との比較では、「峡北」で１点減少した以外はすべての地域で増加しており、特に「峡南」（＋27

点）、「峡東」（＋21点）では大きく増加している。 

「ごみ・生活排水」は、最上位の「峡南」（66点）と最下位の「峡東」（45点）の開きは21点と、

前回（15点)から拡大しているものの、すべての地域で安定した満足度得点が得られている。前回

との比較でも、すべての地域で満足度得点が増加しており、「大気汚染等」と同様に、安定的な

上昇傾向にある。 

「住宅」は、すべての地域で高い満足度水準となっているが、最上位の「峡北」及び「峡南」

（94点）と、最下位の「峡東」（70点）の開きは24点と前回（19点）から拡大している。前回の結

果と比較すると、「峡中」で20点、「峡北」及び「峡南」で11点、「富士・東部」で３点増加した

一方、「峡東」では４点減少しており、満足度得点の増減にばらつきがある。 
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図表1-5-3 満足度得点（地域別・居住環境領域） 

 

　　 　 地域

項目
年度 全県 峡中 峡北 峡東 峡南

富士・

東部

差

差

差

差

差

差

差

差

差

居住環境

全　　般

ご み ・

生活排水

道　　路

住　　宅

公共交通

機　　関

買 い 物

（単位：点）

自然環境

大気汚染等

公園広場等

（注）※「差」は平成 24年度と平成 29年度との得点差。 
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「公共交通機関」は、すべての地域で満足度得点がマイナスであり、不満傾向も強く表れてい

る。最上位の「峡中」（－63点）と最下位の「峡南」（－88点）の開きは25点と、前回（38点）か

ら縮小しているものの、「峡北」（＋４点）や「峡南」（±０点）で前回水準が維持されているほ

かは、「峡東」（－17点）、「峡中」（－13点）、「富士・東部」（－６点）では更に不満傾向が

強まっており、早急な対策を講じる必要性が高い項目と考えられる。 

「道路」は、最上位が「峡中」及び「峡東」の４点、最下位が「峡北」の－18点であり、地域間

の開きは22点と前回（30点）から縮小している。前回の結果との比較では、「峡南」で＋31点と大

幅に増加するなど、変化の無かった「峡北」を除いて、増加傾向にある。ただし、過去３回を含め

た推移を見ると、前回まで一貫して満足度得点がマイナスであった「峡東」及び「峡南」がプラ

スとなったが、「峡北」では前々回以降、「富士・東部」では過去３回を含めて一貫してマイナス

のままであり、地域における回答傾向の違いが明らかとなっている。 

「買い物」は、最上位の「峡中」（47点）と最下位の「峡南」（－17点）の差は64点と非常に大

きく、居住環境領域において最も地域差の大きい項目となったが、前々回（75点）、前回（85点）

からの推移を見れば、地域差が縮小傾向にあることが分かる。前回の結果との比較では、最上位

の「峡中」で６点減少したほかは、すべての地域で増加している。過去３回を含めた推移を見る

と、「峡中」と「峡東」では比較的安定した満足度得点を維持している一方、「峡北」では前々回

から３回連続、「峡南」では一貫してマイナスとなっており、今回プラスに転じた「富士・東部」

も含めて、地域によって回答傾向に明らかな違いがある。 

 

「居住環境領域」について概観すると、すべての領域の各項目の中で最も高い水準にある「自

然環境」や「住宅」では過去３回の調査を含めて一貫して高い満足度水準となっており、「ご

み・生活排水」といった日常生活を取り巻く環境についても比較的高水準が維持されている。 

逆に「公共交通機関」では、全項目中で最低水準の満足度得点となっており早急な対策が必要

とされている項目と考えられる。 

 
 
（４）労働領域 
 
労働領域における３つの個別項目の地域別の満足度得点は、図表1-5-4のとおりである。 

まず、「全県」について見ると、過去３回の調査において満足度得点がマイナスであった「就

職の機会」及び「労働条件」がプラスに転じたことにより、今回はすべての項目についてプラス

となった。前回の結果との比較では、「就職の機会」（＋13点）、「労働条件」（＋９点）、「仕

事のやりがい」（＋２点）とすべての項目で増加している。 

 

 次に、これらの個別項目を地域別に見ると、次のとおりである。 

 「就職の機会」は、最上位の「峡中」（９点）、最下位の「峡南」及び「富士・東部」（－11点）

の開きは20点で前回（33点）から縮小している。前回との比較では、「峡南」（－９点）を除いた

地域で増加しており、特に「峡北」（＋39点）、「峡中」（＋19点）では大きく増加している。 
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 「労働条件」は、最上位である「峡南」（25点）と、最下位の「峡東」（－４点）の開きは29点

と、前回（11点）よりも拡大している。前回の結果と比較すると、今回マイナスに転じた「峡東」

（－６点）や、前回と変化がなく過去３回含めて一貫してマイナスのままである「富士・東部」

など不満傾向の強い地域がある一方、「峡南」（＋32点）、「峡北」（＋21点）、「峡中」（＋13

点）と２桁の増加を示した地域もあり、地域における回答傾向の違いが顕著となっている。 

 「仕事のやりがい」は、最上位の「峡南」（55点）と最下位の「峡北」（36点）の開きは19点と、

前回（27点）より縮小している。過去３回を含めた推移を見ても、全体的に安定的な満足度得点

となっている。 

 

「労働領域」について概観すると、「仕事のやりがい」は過去の調査から一貫して安定した満

足度水準を維持しているほか、これまで不満傾向の強かった「就職の機会」や「労働条件」が今

回、満足傾向に転じるなど、「労働領域」における満足度水準は上昇傾向にあることが明らかと

なった。 

 

図表1-5-4 満足度得点（地域別・労働領域） 

  

  

（単位：点）

　　　 地域

項目

年

度
全県 峡中 峡北 峡東 峡南

富士・

東部

差

差

差

差

就職の機会

労働条件

仕 事 の

やりがい

労働全般

（注）※「差」は平成 24年度と平成 29年度との得点差。 
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（５）所得・消費領域 
 

所得・消費領域における４つの個別項目の地域別の満足度得点は、図表1-5-5のとおりである。 

「全県」では、「消費」が６点とプラスとなっているほかは、「物価」（－62点）、「資産」 

（－21点）、「所得」（－15点）と、全体的にマイナスとなっている項目が多い。ただし、前回

と比較するとすべての項目で増加しており、不満傾向は緩和している。 

 

次に、これらの個別項目を地域別に見ると、次のとおりである。 

「所得」は、過去３回を含めてすべての地域でマイナスとなっている。最上位の「峡北」（－７

点）と最下位の「峡南」（－32点）の開きは25点と、前回（11点）より拡大しているものの、前回

の結果との比較では、「峡北」（＋36点）など、すべての地域で増加しており、不満傾向は改善さ

れつつある。 

「資産」は、すべての地域でマイナスとなり、最上位の「峡北」（－15点）と最下位の「峡南」

（－42点）の開きは27点と、前回（６点）から大きく拡大している。前回と比較すると、「峡南」

を除くすべての地域で増加している。 

「消費」は、最上位の「峡中」及び「峡東」（15点）と最下位の「峡北」（－12点）の開きは27

点と、前回（31点）から縮小している。前回の結果との比較では概ね増加しているものの、「峡

北」だけが－21点と大幅に減少している。 

「物価」は、過去３回の調査と同様、すべての地域で大きなマイナスとなった。最上位の「峡

北」（－52点）と最下位の「峡南」（－85点）の開きは33点と、前回（27点）から拡大している。

ただし、この項目は不満傾向が強く表れているものの、前回の結果との比較では、すべての地域

で増加しており、その満足度水準は改善傾向にある。 

 

「所得・消費領域」について概観すると、「物価」をはじめ、「所得」、「資産」といった家計

の基本となる項目で過去３回を含めて、すべての地域で一貫してマイナスとなるなど不満傾向が

強い状況が続いているものの、前回からの推移を見れば、満足度得点は増加傾向にあることが分

かる。 
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図表1-5-5 満足度得点（地域別・所得消費領域） 

 

 
  

　　　 地域

項目

年

度
全県 峡中 峡北 峡東 峡南

富士・

東部

差

差

差

差

差

消　　費

（単位：点）

所　　得

資　　産

物　　価

所得・消費

全　　般

（注）※「差」は平成 24年度と平成 29年度との得点差。 
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（６）教育・文化領域 
 
教育・文化領域の個別項目数は７つあり、居住環境領域に次いで項目数が多くなっている。こ

れらの満足度得点は、図表1-5-6に示すとおりである。 

まず、「全県」について見ると、満足度得点の高い順に、「文化施設」（32点）、「幼稚園・保

育所」及び「文化財・伝統継承」（31点）、「小中高の教育」（22点）、「生涯学習」（５点）、

「家庭教育」（－６点）、「高等教育の機会」（－22点）となっている。前回との比較では、すべ

ての項目で増加しており、特に「家庭教育」（＋23点）、「小中高の教育」（＋22点）で２桁増加

している。 

 

次に、これらの個別項目を地域別に見ると、次のとおりである。 

「幼稚園・保育所」は、最上位の「峡中」（42点）と最下位の「峡南」及び「富士・東部」（19

点）の開きは23点と前回（29点）から縮小している。前回の結果との比較では、「峡北」（＋17

点）、「峡中」（＋12点）で増加している一方、「峡東」（－15点）、「峡南」及び「富士・東部」

（－９点）では減少しており、その回答傾向には地域差がある。 

「小中高の教育」は、最上位の「峡北」（34点）と最下位の「富士・東部」（17点）の開きは17

点で、前回（30点）から縮小している。前回の結果との比較では、「峡北」（＋42点）で大幅に増

加したほか、多くの地域で増加しているものの、「峡東」だけが－3点と減少している。 

「高等教育の機会」は、すべての地域でマイナスとなっており、最上位の「峡南」（－16点）と

最下位の「富士・東部」（－28点）の開きは12点と、前回（28点）から縮小している。ただし、前

回の結果との比較では、６点減少した「峡東」を除いたすべての地域で満足度得点が増加してお

り、過去３回の調査も含めて見ると、不満傾向は緩和している。 

「家庭教育」は、最上位の「峡南」（15点）と最下位の「峡東」（－16点）の開きは31点と、前

回（18点）から拡大しており、最上位の「峡南」を除くすべての地域でマイナスとなるなど、不満

傾向が表れている項目となっている。ただし、前回の結果との比較では、「峡南」（＋52点）、

「峡北」（＋29点）、「峡中」（＋27点）で大きく増加したほか、「富士・東部」（＋18点）、「峡

東」（＋7点）でも増加しており、満足度水準が上昇傾向にある。 

「生涯学習」は、最上位である「峡南」（11点）と最下位である「峡北」（４点）の開きは７点

と、前回（22点）から縮小している。前回の結果との比較では、「峡東」（－１点）を除くすべて

の地域で増加している。 

「文化施設」は、最上位の「峡中」（43点）と最下位の「富士・東部」（６点）の開きは37点で、

前回（40点）から縮小している。前回の結果との比較では、すべての地域において増加している

ものの、今回の結果では「峡中」「峡北」「峡東」が40点以上となった一方、「峡南」「富士・東

部」では１桁台に留まっており、地域差が顕著に表れている。 

「文化財・伝統継承」は、最上位の「峡東」（37点）と最下位の「峡中」「峡南」（28点）の開

きは９点と前回（14点）から縮小している。前回の結果との比較でも、すべての地域で増加して

おり、満足度水準が安定している項目となっている。 
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「教育・文化領域」について概観すると、教育関連では「幼稚園・保育所」「小中高の教育」な

ど、基礎的教育関係の項目で一定の満足度水準が維持されている一方、「高等教育の機会」「家

庭教育」などでは不満傾向が続いている。ただし、「峡東」では「幼稚園・保育所」「小中高の教

育」においても満足度得点が前回から減少しているため、今後も注目して行く必要がある。なお、

文化関連では、「文化施設」「文化財・伝統継承」ともに過去から安定した満足度水準が維持され

ている。 

図表1-5-6 満足度得点（地域別・教育文化領域） 

  

　　 　 地域

項目

年

度
全県 峡中 峡北 峡東 峡南

富士・

東部

差

差

差

差

差

差

差

差

家庭教育

（単位：点）

幼稚園・

保育所

小中高の

教　　育

高等教育の

機　　会

文化財・

伝統継承

教育・文化

全　　般

文化施設

生涯学習

（注）※「差」は平成 24年度と平成 29年度との得点差。 
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（７）余暇領域 
 
余暇領域の個別項目数は５つあり、各項目の満足度得点は、図表1-5-7に示すとおりである。 

「全県」では、「自由時間」及び「自然と親しむ機会」がプラスである一方、「余暇施設」「娯

楽」「余暇情報」はマイナスとなっている。前回との比較では、増加した項目（「自由時間」「余

暇施設」「自然と親しむ機会」）と、前回から変化の無い「余暇情報」、－10点と減少した「娯

楽」など、項目によってばらつきのある結果となっている。 

 

次に、これらの個別項目を地域別に見ると、次のとおりである。 

「自由時間」は、いずれの地域もプラスとなっており、最上位の「峡北」（57点）と最下位の

「峡東」（22点）の開きは35点と大きく、前回（19点）から拡大している。前回の結果との比較で

は、満足度得点が増加している地域が多い中、「峡東」だけ４点減少している。 

「余暇施設」は、最上位の「峡中」（12点）を除いた地域でマイナスとなっており、最下位の

「富士・東部」（－27点）との開きは39点と大きく、前回（39点）から変化していない。しかし、

前回の結果との比較では、「峡南」（＋30点）、「峡北」（＋25点）で大きく増加している一方、

「峡東」では－15点と減少しており、地域における満足度得点の傾向に大きな違いがある。 

「娯楽」は、すべての地域で強く不満傾向が表れており、最上位の「峡中」（－16点）と最下位

の「富士・東部」（－75点）の開きは59点と大きく、前回（53点）から拡大している。前回との比

較においても、「峡東」（－19点）、「富士・東部」（－11点）、「峡北」（－９点）、「峡南」

（－７点）、「峡中」（－５点）と、すべての地域で減少しており、不満傾向が更に強まってい

る。 

「余暇情報」は、最上位の「峡北」（０点）と最下位の「富士・東部」（－22点）の開きは22点

であり、前回（31点）から縮小している。前回の結果との比較では、「峡東」（－７点）、「峡中」

（－４点）で減少している一方、「峡北」（＋７点）、「峡南」（＋５点）、「富士・東部」（＋

９点）では増加しており、地域における回答傾向に違いがある。 

「自然と親しむ機会」は、すべての地域でプラスとなっており、最上位の「峡北」（66点）と最

下位の「富士・東部」（35点）の開きは31点と、前回（18点）から拡大している。前回の結果との

比較では、「峡北」（＋48点）、「峡南」（＋23点）で大きく増加している一方、「峡中」（＋３

点）、「峡東」（＋２点）、「富士・東部」（±０点）では微増または変化が無く、満足度水準の

上昇傾向に地域差が確認できる。 

 

「余暇領域」について概観すると、「自由時間」及び「自然と親しむ機会」については安定した

満足度水準となっている一方、「余暇施設」「娯楽」「余暇情報」の３つの項目は、多くの地域で

不満傾向が表れており、特に「娯楽」については全県的に強い不満傾向にある。 
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図表1-5-7 満足度得点（地域別・余暇領域） 

  
  

　　　 地域

項目

年

度
全県 峡中 峡北 峡東 峡南

富士・

東部

差

差

差

差

差

差

自然と親しむ

機　　会

余暇全般

（単位：点）

自由時間

余暇施設

娯　　楽

余暇情報

（注）※「差」は平成 24年度と平成 29年度との得点差。 
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（８）福祉・連帯領域 
 
最後に、福祉・連帯領域の２つの項目の満足度得点は、図表1-5-8に示すとおりである。 

「全県」の得点及びその傾向を見ると、「地域とのつながり」は前回から増加して34点であり、

これまでの推移を見ても安定した満足度水準が維持されている。また、「福祉施策」は－18点と、

過去３回の調査を含めて一貫してマイナスとなっているものの、前々回、前回から増加傾向にあ

ることから、不満傾向は緩和されている。 

 

次に、この２つの個別項目を地域別に見ると、次のとおりである。 

「地域とのつながり」は、最上位の「峡北」（41点）と最下位の「峡東」（29点）の開きは12点

と、前回（9点）から拡大している。前回の結果との比較では、ほとんど変化しておらず、過去か

らの推移でも安定した満足度水準を維持している。 

「福祉施策」は、すべての地域でマイナスとなっており、最上位の「峡南」（－12点）と最下位

の「峡北」（－31点）の開きは19点と、前回（16点）より拡大している。ただし、前回の結果との

比較では、変化の無かった「峡北」を除いたすべての地域で満足度得点が増加しており、全体的

に不満傾向が緩和されている。 

 

「福祉・連帯領域」について概観すると、日常生活と密接に関係している「地域とのつなが

り」については、過去３回の調査を含めて一貫して安定的な満足度水準を維持しているものの、

「福祉施策」については、社会保障制度改革に関する論議が積極的に行われていることなどもあ

り、満足度得点は増加傾向にあるものの、すべての地域でマイナスのままとなった。 

 

図表1-5-8 満足度得点（地域別・福祉連帯領域） 

  

　　　 地域

項目

年

度
全県 峡中 峡北 峡東 峡南

富士・

東部

差

差

差

（単位：点）

地域との

つながり

福祉施策

福祉・連帯

全　　般

（注）※「差」は平成 24年度と平成 29年度との得点差。 



 

 
53 

（９）個別項目満足度のまとめ 
 
以上、「健康」から「福祉・連帯」までの８領域における35の個別項目について、過去３回の調

査の結果との比較などを含めながら、地域別に見てきた。これらを要約すると、以下のとおりで

ある。 

 

第１に、地域、個別項目によって異なる場合もあるが、全体的に見て、前回よりも満足度水準

は上昇傾向にある。 

 

第２に、強弱あるいは高低の差が見られるものの、すべての地域で満足度得点がプラスである

項目は、「日常医療」「検診・相談」「交通安全」「防犯・防火」「自然環境」「大気汚染等」「ご

み・生活排水」「住宅」「仕事のやりがい」「幼稚園・保育所」「小中高の教育」「生涯学習」「文

化施設」「文化財・伝統継承」「自由時間」「自然と親しむ機会」「地域とのつながり」の17項目

である。前回（15項目)から増えたものに「小中高の教育」「生涯学習」の２項目がある。 

 

第３に、逆にどの地域においても満足度得点がマイナス（0点を含む）である項目は、「公共交

通機関」「所得」「資産」「物価」「高等教育の機会」「娯楽」「余暇情報」「福祉施策」の８項

目である。前回(10項目)から減ったものに「就職の機会」「家庭教育」の２項目がある。 

 

第４に、地域により満足度得点のプラスとマイナスが混在している項目は、「救急医療」「自

然災害」「公園広場等」「道路」「買い物」「就職の機会」「労働条件」「消費」「家庭教育」「余

暇施設」の10項目である。 

 

第５に、最上位の地域と最下位の地域との開きが35点以上、つまり地域間の得点差の大きい項

目は、「日常医療」「救急医療」「自然災害」「公園広場等」「買い物」「文化施設」「自由時間」

「余暇施設」「娯楽」の９項目である。前回との相違としては、「自由時間」で新たに地域差が拡

大した一方、「公共交通機関」の地域差が縮小している。 

 

なお、平成29年度における各個別項目についての地域間の得点差（開き）を一括して示すと、

図表1-5-9のとおりである。 
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図表1-5-9 個別項目の地域間の得点差（平成29年度） 

 

不満傾向 満足傾向

日常医療

救急医療

検診・相談

交通安全

防犯・防火

自然災害

自然環境

大気汚染等

公園広場等

ごみ・生活排水

住宅 　

公共交通機関

道路

買い物

就職の機会

労働条件

仕事のやりがい

不満傾向 満足傾向

所得

資産

消費

物価

幼稚園・保育所

小中高の教育

高等教育の機会

家庭教育

生涯学習

文化施設

文化財・伝統継承 　

自由時間

余暇施設

娯楽

余暇情報

自然と親しむ機会

地域とのつながり

福祉施策

低 高

得点差

得点差
（点）

（点）

低 高

峡北 峡中

峡北 峡中

峡北 峡南

峡東 富・東

峡南 富・東

峡中峡南

峡北峡南

峡東 峡北

峡中富・東

峡南峡東

峡東

峡中／峡東峡北

峡南 峡中

峡中峡南／富・東

峡東 峡南

峡北 峡南

峡南

峡中

点

峡南 峡北

峡南 峡北

峡北 峡中／峡東

峡南 峡北

峡南／富・東 峡中

峡東

峡北

富･東 峡南

峡南

峡北

富・東

峡南

峡中

峡東

峡東 峡北

富･東

富・東

富･東

峡中

峡中

峡北

富・東

峡東

峡北

峡北

峡南峡北

富･東

点

峡中／峡南

峡北／峡南

（注）※白抜き数字は「全県」の得点。 
※「富・東」は「富士・東部」の略。 

※図表右上の「得点差」は最も得点の高い地域と最も得点の低い地域の得点差。左列は 35点未満、右列は 35点以上。 
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６ まとめ 
 
本章では、今回の調査のうち、県民に生活の満足度を問う設問について、過去の調査結果との

比較を交えながら回答結果の整理・分析を行ってきた。本章のまとめとして全体をさらに要約す

ると、次のとおりである。 

 

第１に、「生活全般」の満足度水準は、県全体としては上昇している。「全県」の満足傾向（満

足層と不満層の差）は、前回の27.9％から大きく増加して35.8％となった。図表1-3-1のとおり、

昭和52年度調査以降初めて満足傾向が30％を割った平成20年度調査以前の平成16年度調査と同様

のレベルとなっている。 

地域別の満足層・不満層の推移では、平成16年度、平成20年度調査において満足層が最も多か

ったが、前回（平成24年度調査）で４位となった「峡南」が、今回再び満足層が最多の地域となっ

た。一方、前回調査で最下位となっていた「富士・東部」は今回も最少という結果になった。 

満足度得点を見ると、性別では、「女性」が「男性」を12点上回って高い満足度を示している

が、「男性」「女性」ともに前回より得点を伸ばしており、性別による満足度得点の傾向の違いに

ついては、今後の推移を注目していく必要がある。 

年齢別では、今回から調査対象に加えられた「18～19歳」で最も満足度得点が高く、次いで、

高齢者層の方が高い満足度水準を示しやすい従来からの傾向のとおり「70歳以上」が続いている。

ただし、「60代」は、「40代」や「50代」に比べて低くなったことから、この「60代」の満足度得

点をいかにして上げていくかが更なる満足度得点の向上において留意すべき点と考えられる。 

職業別では、「勤め人」の満足度得点が「自営業・家族従業者」及び「その他」の得点を下回る

従来の傾向が今回も見られた。ただし、前回からの推移では、すべての職業において増加してい

ることから、職業別による傾向の違いについては、今後の推移を注目する必要がある。 

居住年数別では、すべての年数層において増加しており、比較的「10～20年未満」「５年未満」

の増加が大きく、年数層別の差は縮小している。県外居住経験別においても、「居住経験あり」

「居住経験なし」の双方において満足度得点が前回から増加している。「居住経験なし」では平

成16年度調査以来得点が減少してきたが、今回増加に転じたことにより、「居住経験あり」との

開きはわずかとなった。 

 

第２に、「領域全般」の満足度得点については、「全県」において８領域すべての領域で前回よ

り増加している。特に「健康」「安全」「所得・消費」「福祉・連帯」では２桁増加している。 

地域別では、「峡中」「峡南」においては８領域すべてで、「峡北」においては７領域で増加し

ているほか、「峡東」「富士・東部」においても増加領域数が減少領域数を上回るなど、地域によ

る多少の違いはあるものの、全体的に増加傾向であることが明らかとなった。 

性別では、男女ともにほぼすべての領域で前回より増加しており、とりわけ「所得・消費」や

「健康」では男女ともに２桁増加している。 

年齢別では、「18～19歳」が８領域中７領域で最上位となり、「70歳以上」も「労働」で最上

位、他の６領域で第２位となるなど、満足度水準の高い年齢層となった一方、「60代」は６領域

で減少し、そのうち３領域で最下位となるなど、満足度水準の低い年齢層となった。 
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第３に、個別項目については、地域や項目によって異なる場合もあるが、前回よりも全体的に

満足度水準が向上しており、すべての地域で満足度得点がプラスとなった項目は、前回より２項

目増の17項目である一方、すべての地域で満足度得点がマイナスとなった項目は、前回から２項

目減の８項目となった。また、地域間の得点差が相当程度大きい（35点以上）項目の数は、項目

ごとに出入りがあるものの、前回と同数の９項目であった。 

 

第４に、８領域における満足度得点の状況、推移について総括すると、次の通りである。 

今回の調査の結果、生活全般、領域ごと、個別項目ごとの県民満足度は、前回より高水準に推

移している。ただし、その地域、領域、項目における満足傾向、不満傾向は様々であり、一概に全

項目共通の法則を見出すことは出来ない。しかし、今後も県民満足度全体の更なる向上を図るた

めには、満足度得点の低い項目、満足度得点が前回より減少した項目について、その要因を分析

し、これまでの施策を検証したうえで改善を図ることと並行して、満足度得点が高水準で推移し

ている項目についても、項目に関連する方針・ビジョンや施策内容を県民に丁寧に説明しつつ、

その成果が満足度水準の維持につながるように取り組む必要がある。 
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第２章    主要な事項についての県民の選好度 

 
１ 「輝き あんしん プラチナ社会」実現の前提となる県民の意識 

 
（１）定住意識 

 
 

問２ あなたは、山梨県にこれからも住み続けたいと思いますか。次の中から１つだけ選んで

ください。（○は１つ） 

 
 
【今回の調査結果】 

 
○ 性別で見ると、「住みたい意向」では、「男性」が「女性」を 2.0 ﾎﾟｲﾝﾄ上回り、「住みたくな

い意向」では「女性」が「男性」を 0.4 ﾎﾟｲﾝﾄ上回っていることから、定住意識は「男性」の方

がやや本県に好意的である結果となった。 

○ 年齢別で見ると、「住みたい意向」は、「70歳以上」が最も多くて 82.8％であり、次いで「60

代」が 74.6％、「50代」が 73.0％、「40代」が 70.5％と続き、その他の年齢層は 60％台となっ

ている。一方、「住みたくない意向」では、「20 代」（14.4％）、「18～19歳」（10.0％）の割合が

２桁となっているほかは、すべて１桁台となっている。 

 

住みたい

住みたくない

ぜひ住みたい

どちらかといえば
住みたい

どちらとも
いえない

どちらかといえば
住みたくない

ぜひ県外へ
移りたい 無回答

（ ）

山梨県への定住意識については、「ぜひ住みたい」（32.8％）と「どちらかといえば住みたい」

（39.7％）の両方を合わせた「住みたい」（以下「住みたい意向」という。）が 72.5％である。

また、「どちらかといえば住みたくない」（5.0％）と「ぜひ県外へ移りたい」（2.4％）の両方

を合わせた「住みたくない」（以下「住みたくない意向」という。）は 7.4％となっている。 

山梨県への定住意識については、「ぜひ住みたい」（32.8％）と「どちらかといえば住みたい」

（39.7％）の両方を合わせた「住みたい」（以下「住みたい意向」という。）が 72.5％である。

また、「どちらかといえば住みたくない」（5.0％）と「ぜひ県外へ移りたい」（2.4％）の両方

を合わせた「住みたくない」（以下「住みたくない意向」という。）は 7.4％となっている。 
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なお、「ぜひ住みたい」の割合に注目して見ると、最も大きいのは「70 歳以上」の 48.3％で

あり、最も小さいのは「20 代」で 21.3％となっている。 

○ 職業別で見ると、「住みたい意向」の割合が最も大きいのは、「官公庁、公共企業体勤務」（80.5％）

で、次いで「農林水産業」（75.5％）が続いている。一方、「住みたくない意向」の割合は「学

生」（12.9％）が最も大きく、「商工・サービス業」（10.5％）がこれに続いている。 

なお、多くの職業において「どちらかといえば住みたい」との回答が一番多いなか、「自由業」

及び「学生」では「ぜひ住みたい」との回答が最も多く、特に「自由業」では 40.0％を占めて

いる。 

○ 居住年数別で見ると、「住みたい意向」は居住年数が長くなるにつれて割合が大きくなり、逆

に「住みたくない意向」は居住年数が長くなるにつれて割合が小さくなっている。 

○ 県外居住経験別で見ると、「住みたい意向」の割合では、「居住経験なし」が「居住経験あり」

より 9.6 ﾎﾟｲﾝﾄ大きく、同様に「住みたくない意向」の割合は「居住経験あり」が「居住経験な

し」より 4.2 ﾎﾟｲﾝﾄ大きくなっている。 

○ 地域別で見ると、「住みたい意向」は「峡中」（75.6％）、「峡東」（75.5％）、「峡北」（72.8％）

で７割を超えたほか、「富士・東部」（66.9％）、「峡南」（64.6％）でも６割台と大きい割合を示

している。一方「住みたくない意向」では「峡南」（9.5％）、「富士・東部」（10.0％）が他の地

域より高い回答率を示している。 
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図表2-2-1 定住意識（属性別） 

 
 

 
 

（単位：％）

ぜ

ひ

住

み

た

い

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

住

み

た

い

ど

ち

ら

と

も

い

え

な

い

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

住

み

た

く

な

い

ぜ

ひ

県

外

へ

移

り

た

い

無

回

答

住

み

た

い

計

住

み

た

く

な

い

計

男性

女性

１８～１９歳 －

２０～２９歳 －

３０～３９歳

４０～４９歳 －

５０～５９歳 －

６０～６９歳 －

７０歳以上

自営業・家族従業者　（計）

　　農林水産業 － －

　　商工・サービス業

　　自由業 － －

勤め人　（計）

　　会社、商店、工場勤務

　　官公庁、公共企業体勤務 －

その他　（計） －

　　学生 －

　　主婦・主夫（パート） －

　　主婦・主夫（専業） －

　　その他 －

１年未満 － － －

１～５年未満 －

５～１０年未満 －

１０～２０年未満 －

２０年以上

居住経験あり

居住経験なし

峡中 －

峡北

峡東 －

峡南 －

富士・東部

地

域

別

県

外

性

別

職

業

別

居

住

年

数

別

年

齢

別

　全体

（注） 網掛けは、当該属性内において     　  は第1位、　　　　　は第2位、　　　　　は第3位を示す。

      以下、同類表においても同様である。
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【過去との比較】 

 

前々回、前回と比較すると、いずれの調査でも今回と回答傾向が近似しており、「どちらかとい

えば住みたい」が最大の割合を示し、次いで「ぜひ住みたい」「どちらともいえない」「どちらか

といえば住みたくない」「ぜひ県外へ移りたい」と続いている。 

ただし、前回と比較すると、「ぜひ住みたい」「どちらかといえば住みたい」ともに割合が縮小

している一方、「ぜひ県外へ移りたい」「どちらかといえば住みたくない」の割合がそれぞれ拡大

していることから、「住みたい意向」及び「住みたくない意向」ともに、今後の推移に注目して

いく必要がある。 

 

図表2-2-2 定住意識（過去との比較） 

 
 
属性において前回と比較すると、年齢別では、「住みたい意向」について、「40代」「50代」

「70歳以上」の年齢層で前回から増加し、「20代」「30代」「60代」では減少しているものの、

その差は１桁に留まっており、大きな変化は確認できない。また、同様に「住みたくない意向」

においても、年齢層により回答傾向の違いはあるものの、大きな変化は確認できない。 

地域別に見ても、全体的に「住みたい意向」「住みたくない意向」ともに回答傾向の違いはある

ものの、「峡南」の「住みたい意向」が 11.9 ﾎﾟｲﾝﾄ減少しているほかは、大きな変化は確認できな

かった。 

  

平成 年度

平成 年度

平成 年度

ぜひ住みたい どちらかといえば
住みたい

どちらとも
いえない

どちらかといえば
住みたくない

ぜひ県外へ
移りたい

無回答
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図表2-2-3 定住意識（属性別＝平成24年度調査） 

 

 

【まとめ】 

前回との比較で見ても、「住みたい意向」「住みたくない意向」の割合に大きな変化は見られな

いものの、「住みたい意向」が減少傾向にある一方、「住みたくない意向」が増加傾向にある結果

となっている。 

また、従来、性別では「女性」、年齢別では高齢世代、居住年数別では長期居住者層が、本県に

対して比較的好意的な定住意識を持つという基本構造があると考えられていたが、今回の調査結

果では、高齢世代や長期居住者層の定住意識は比較的高いものの、性別では「男性」が「女性」を

上回るなどの変化も生じていることから、今後の推移に注目していく必要がある。 

（単位：％）

ぜ

ひ

住

み

た

い

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

住

み

た

い

ど

ち

ら

と

も

い

え

な

い

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

住

み

た

く

な

い

ぜ

ひ

県

外

へ

移

り

た

い

無

回

答

住

み

た

い

計

住

み

た

く

な

い

計

男性 －

女性

２０～２９歳

３０～３９歳 －

４０～４９歳 －

５０～５９歳 －

６０～６９歳

７０歳以上

１年未満 － － － －

１～５年未満 －

５～１０年未満 － －

１０～２０年未満

２０年以上

峡中

峡北

峡東

峡南 －

富士・東部

居

住

年

数

別

地

域

別

全体

性

別

年

齢

別
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（２）山梨県のよいところ、よくないところ 
 
Ａ．山梨県のよいところ 

 
問３ あなたは、山梨県に住んで、本県のどのような点がよいと思いますか。次の中から３つ

まで選んでください。（○は３つまで） 

 
 
 
【今回の調査結果】 

 
○ 性別で見ると、全体的に回答傾向は近似しているものの、「男性」が「女性」を 3.0ポイント

以上上回っている項目としては、全体１位項目「自然環境に恵まれている」（＋3.1 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全

体３位項目「大気汚染や水質汚濁などが少ない」（＋3.1 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、「女性」が「男性」を

同様に上回っている項目としては、全体２位項目「自然災害が少ない」（＋3.9 ﾎﾟｲﾝﾄ）がある。 

○ 年齢別で見ると、すべての年齢層で全体１位項目「自然環境に恵まれている」が回答率８～

９割と最も高くなっており、特に「40 代」「50 代」「60 代」では 85％を超える高い回答率とな

っている。年齢層による回答傾向としては、全体２位項目「自然災害が少ない」では年齢層が

自然環境に恵まれている

自然災害が少ない

大気汚染や水質汚濁などが少ない

東京に近くて便利

人情味がある

すばらしい伝統や文化が残っている

買い物に便利

物価が安い

将来発展する可能性がある

通勤・通学に便利

福祉や医療が充実している

文化や教育が進んでいる

行政の対応が早い

その他

無回答

山梨県のよいところについては、「自然環境に恵まれている」（84.1％）が群を抜いて高い回

答率を示している。以下「自然災害が少ない」（55.3％）、「大気汚染や水質汚濁などが少ない」

（36.2％）、「東京に近くて便利」（30.8％）、「人情味がある」（17.0％）と続いている。 

 

（２）山梨県のよいところ、よくないところ 
 
Ａ．山梨県のよいところ 

 
問３ あなたは、山梨県に住んで、本県のどのような点がよいと思いますか。次の中から３つ

まで選んでください。（○は３つまで） 

 
 
 
【今回の調査結果】 

 
○ 性別で見ると、全体的に回答傾向は近似しているものの、「男性」が「女性」を 3.0ポイント

以上上回っている項目としては、全体１位項目「自然環境に恵まれている」（＋3.1 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全

体３位項目「大気汚染や水質汚濁などが少ない」（＋3.1 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、「女性」が「男性」を

同様に上回っている項目としては、全体２位項目「自然災害が少ない」（＋3.9 ﾎﾟｲﾝﾄ）がある。 

○ 年齢別で見ると、すべての年齢層で全体１位項目「自然環境に恵まれている」が回答率８～

９割と最も高くなっており、特に「40 代」「50 代」「60 代」では 85％を超える高い回答率とな

っている。年齢層による回答傾向としては、全体２位項目「自然災害が少ない」では年齢層が 

自然環境に恵まれている

自然災害が少ない

大気汚染や水質汚濁などが少ない

東京に近くて便利

人情味がある

すばらしい伝統や文化が残っている

買い物に便利

物価が安い

将来発展する可能性がある

通勤・通学に便利

福祉や医療が充実している

文化や教育が進んでいる

行政の対応が早い

その他

無回答

山梨県のよいところについては、「自然環境に恵まれている」（84.1％）が群を抜いて高い回

答率を示している。以下「自然災害が少ない」（55.3％）、「大気汚染や水質汚濁などが少ない」

（36.2％）、「東京に近くて便利」（30.8％）、「人情味がある」（17.0％）と続いている。 
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上がるにつれて回答率が高くなる一方、全体４位項目「東京に近くて便利」、全体８位項目「物

価が安い」では、「18～19 歳」「20代」の回答率が比較的高い結果となっている。 

○ 職業別で見ると、「学生」を除くすべての職業において全体１位項目「自然環境に恵まれてい

る」、全体２位項目「自然災害が少ない」の回答率が高くなっており、全体的に回答傾向は近似

している。「学生」では全体４位項目「東京に近くて便利」、全体６位項目「すばらしい伝統や

文化が残っている」、全体８位項目「物価が安い」、全体９位項目「将来発展する可能性がある」

などの回答率が比較的高くなっている。 

  なお、全体４位項目「東京に近くて便利」では全体的に概ね３割以上の回答率となっている

ものの、「農林水産業」では２割程度に留まっており、職業によっては東京との近接性に対して、

それほど大きなメリットと認識されていないと考えられる。 

○ 居住年数別で見ると、全体的に回答傾向は近似している。全体１位項目「自然環境に恵まれ

ている」では居住年数が長くなるにつれて回答率が高くなっている一方、全体８位項目「物価

が安い」では居住年数が長くなるにつれて回答率は低くなる傾向にある。 

○ 県外居住経験別で見ると、「居住経験あり」が「居住経験なし」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回ってい

る項目としては、全体１位項目「自然環境に恵まれている」（＋4.9 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体４位項目「東

京に近くて便利」（＋5.5 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体８位項目「物価が安い」（＋3.2 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、県外地

域での生活経験に基づき、本県における「良いところ」として認識されていると考えられる。 

  一方、「居住経験なし」が「居住経験あり」を同様に上回っている項目としては、全体２位項

目「自然災害が少ない」（＋4.2 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体３位項目「大気汚染や水質汚濁などが少ない」（＋

3.1 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体７位項目「買い物に便利」（＋4.5 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体 10位項目「通勤・通学に便利」

（＋3.2 ﾎﾟｲﾝﾄ）がある。 

○ 地域別で見ると、「富士・東部」を除くすべての地域で、全体１位項目「自然環境に恵まれて

いる」、全体２位項目「自然災害が少ない」、全体３位項目「大気汚染や水質汚濁などが少ない」

の回答率が高く、属性１～３位項目となっている。 

「富士・東部」では、全体４位項目「東京に近くて便利」が「全体」よりも回答率が高く、属

性２位項目となっているほか、「峡南」では全体６位項目「すばらしい伝統や文化が残っている」、

「峡中」では全体７位項目「買い物に便利」に比較的大きな関心が寄せられている。 
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図表2-3-1 山梨県のよいところ（属性別） 

 

 
  

（単位：％）

自

然

環

境

に

恵

ま

れ
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い

る

自

然

災
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少
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い

大

気
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染

や

水
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汚

濁

な

ど

が

少

な

い

東

京

に

近

く

て

便

利

人

情

味

が

あ

る

す

ば

ら

し

い

伝

統

や

文

化

が

残
っ

て

い

る

買

い

物

に

便

利

物

価

が

安

い

将

来

発

展

す

る

可

能

性

が

あ

る 通

勤

・

通

学

に

便

利

福

祉

や

医

療

が

充

実

し

て

い

る 文

化

や

教

育

が

進

ん

で

い

る

行

政

の

対

応

が

早

い

そ

の

他

無

回

答

男性 －

女性

１８～１９歳 － － －

２０～２９歳 －

３０～３９歳 －

４０～４９歳 － －

５０～５９歳 －

６０～６９歳 －

７０歳以上

自営業・家族従業者　（計） －

　　農林水産業 － － －

　　商工・サービス業 －

　　自由業 － － － －

勤め人　（計）

　　会社、商店、工場勤務

　　官公庁、公共企業体勤務 － －

その他　（計）

　　学生 － －

　　主婦・主夫（パート） －

　　主婦・主夫（専業） －

　　その他

１年未満 － － － － － － － － －

１～５年未満 － － － －

５～１０年未満 － － －

１０～２０年未満 － －

２０年以上

居住経験あり －

居住経験なし

峡中 －

峡北 － － －

峡東 － －

峡南 －

富士・東部

居

住

年

数

別

県

外

地

域

別

全体

性

別

年

齢

別

職

業

別



 

65 

【過去との比較】 

前々回、前回と同様、今回も「自然環境に恵まれている」が他と比べて非常に高い回答率を示

して１位となった。また、２位から５位までも前回順位から変化がなく、県民が本県に対して抱

いている「いいところ」のイメージはある程度定着していると考えられる。 

ただし、回答率の変化を見ると、１位「自然環境に恵まれている」（－2.2 ﾎﾟｲﾝﾄ）及び２位「自

然災害が少ない」（－6.0 ﾎﾟｲﾝﾄ）はともに減少していることから、今後もその推移について注目し

ていく必要がある。 

図表2-3-2 山梨県のよいところ（過去との比較） 

 

 

【まとめ】 

「自然環境に恵まれている」はすべての属性で高い回答率を示し、県民が「山梨県のよいとこ

ろ」として、強く認識している結果となった。また、「自然災害が少ない」も５割を超える回答率

を示しており、急峻な地形が多いことなどから、一般的に土砂災害が多いとのイメージを持たれ

やすい本県ではあるが、県民意識としては、逆に災害面での安全性の評価が高い結果となった。

また、「学生」や「18～19歳」「20代」を中心とした若年層に「東京に近くて便利」に示される地

理的優位性も高い評価を持って受け止められている。 

これらのことから、本県は豊かな自然環境に恵まれながら、災害頻度も少ない安全な地域であ

り、更に東京に近い利便性が享受できる点が魅力的と県民に認識されており、これが本県の魅力

の源泉になっていると考えられる。 

（単位：％）

順位 回答率 順位 回答率 順位 回答率

自然環境に恵まれている

自然災害が少ない　*

大気汚染や水質汚濁等が少ない

東京に近くて便利

人情味がある

すばらしい伝統や文化が残っている

買い物に便利

物価が安い

将来発展する可能性がある

通勤・通学に便利

福祉や医療が充実している

文化や教育が進んでいる

行政の対応が早い　

その他

平成 年度平成 年度 平成 年度

（注）※順位の網掛けは前回の調査より順位が上がっているもの。回答率の太字は前回調査との差が 
5.0ポイント以上あるもの。 

※1 平成 24年度調査から新設された選択肢。 
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 Ｂ．山梨県のよくないところ 
 

問４ あなたは、山梨県のどのような点がよくないと思いますか。次の中から３つまで選ん

でください。（○は３つまで） 

 
 
 
【今回の調査結果】 

 
○ 性別で見ると、「男性」が「女性」よりも 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体１

位項目「市街地に活気がない」（＋6.5 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体２位項目「魅力ある雇用の場が少ない」（＋

4.5 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体９位項目「行政の対応が遅い」（＋6.9 ﾎﾟｲﾝﾄ）がある。一方で、「女性」が「男

性」を同様に上回っている項目としては、全体４位項目「買い物に不便」（＋5.3 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体

７位項目「福祉や医療が遅れている」（＋8.8 ﾎﾟｲﾝﾄ）がある。 

○ 年齢別で見ると、すべての年齢層において、全体１位項目「市街地に活気がない」、全体２位

項目「魅力ある雇用の場が少ない」で４～６割の回答率を示すなど、回答傾向は近似している

ものの、「18～19 歳」「20代」「40代」では全体３位項目「通勤・通学に不便」の回答率が比較

市街地に活気がない

魅力ある雇用の場が少ない

通勤・通学に不便

買い物に不便

文化や教育のレベルが低い

道路・公園・下水道の整備が遅れている

福祉や医療が遅れている

好ましくない風習が残っている

行政の対応が遅い

物価が高い

人情味が薄い

自然災害が多い

その他

無回答

 山梨県のよくないところ（以下「未充足（不満）度」という。）については、「市街地に活気

がない」（55.5％）の回答率が最も高く、以下「魅力ある雇用の場が少ない」（50.3％）、「通勤・

通学に不便」（40.7％）、「買い物に不便」（26.2％）、「文化や教育のレベルが低い」（19.0％）と

続いている。 
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○ 性別で見ると、「男性」が「女性」よりも 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体１

位項目「市街地に活気がない」（＋6.5 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体２位項目「魅力ある雇用の場が少ない」（＋

4.5 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体９位項目「行政の対応が遅い」（＋6.9 ﾎﾟｲﾝﾄ）がある。一方で、「女性」が「男

性」を同様に上回っている項目としては、全体４位項目「買い物に不便」（＋5.3 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体

７位項目「福祉や医療が遅れている」（＋8.8 ﾎﾟｲﾝﾄ）がある。 

○ 年齢別で見ると、すべての年齢層において、全体１位項目「市街地に活気がない」、全体２位

項目「魅力ある雇用の場が少ない」で４～６割の回答率を示すなど、回答傾向は近似している

ものの、「18～19 歳」「20代」「40代」では全体３位項目「通勤・通学に不便」の回答率が比較

市街地に活気がない

魅力ある雇用の場が少ない

通勤・通学に不便

買い物に不便

文化や教育のレベルが低い

道路・公園・下水道の整備が遅れている

福祉や医療が遅れている

好ましくない風習が残っている

行政の対応が遅い

物価が高い

人情味が薄い

自然災害が多い

その他

無回答

 山梨県のよくないところ（以下「未充足（不満）度」という。）については、「市街地に活気

がない」（55.5％）の回答率が最も高く、以下「魅力ある雇用の場が少ない」（50.3％）、「通勤・

通学に不便」（40.7％）、「買い物に不便」（26.2％）、「文化や教育のレベルが低い」（19.0％）と

続いている。 
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的高く、「18～19 歳」では属性１位項目、「20代」「40代」では属性２位項目となるなど、年齢

層における回答傾向の違いも確認できる。 

  なお、全体５位項目「文化や教育のレベルが低い」において、教育当事者と考えられる「18

～19歳」及び「20代」よりも「30代」「40代」の回答率が高いことから、現在、または将来的

に子育て時期を迎える世代がより強い関心を示していると考えられる。 

○ 職業別で見ると、「学生」では全体３位項目「通勤・通学に不便」が８割近くの回答率となり

属性１位項目となっているほかは、概ねすべての職業で全体１位項目「市街地に活気がない」、

全体２位項目「魅力ある雇用の場が少ない」の回答率が高くなっている。 

なお、「農林水産業」では、全体６位項目「道路・公園・下水道の整備が遅れている」、全体９

位項目「行政の対応が遅い」で回答率が２割を超えており、他の職業と比べて高い関心が示さ

れている。 

○ 居住年数別で見ると、「１年未満」及び「10～20年未満」で全体３位項目「通勤・通学に不便」

の回答率が高く属性１位項目となっているほかは、全体的に回答傾向は近似している。 

○ 県外居住経験別で見ると、「居住経験あり」が「居住経験なし」より 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回って

いる項目としては、全体２位項目「魅力ある雇用の場が少ない」（＋5.6 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体８位項目

「好ましくない風習が残っている」（＋3.4 ﾎﾟｲﾝﾄ）であり、比較的強い関心が寄せられているこ

とがうかがえる。 

○ 地域別で見ると、「峡南」を除いたすべての地域では、全体１位項目「市街地に活気がない」、

全体２位項目「魅力ある雇用の場が少ない」の回答率が高く、全体的に回答傾向が近似してい

る。「峡南」では全体３位項目「通勤・通学に不便」で「全体」を大きく上回る高い回答率を示

しているほか、全体４位項目「買い物に不便」、全体 10 位項目「物価が高い」でも「全体」を

上回っている。 
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図表2-4-1 山梨県のよくないところ（属性別） 
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男性

女性

１８～１９歳 － － －

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

自営業・家族従業者　（計）

　　農林水産業 －

　　商工・サービス業

　　自由業 － －

勤め人　（計）

　　会社、商店、工場勤務

　　官公庁、公共企業体勤務

その他　（計）

　　学生 － －

　　主婦・主夫（パート） －

　　主婦・主夫（専業）

　　その他

１年未満 － － － － － － － － －

１～５年未満 － － －

５～１０年未満 － －

１０～２０年未満 －

２０年以上

居住経験あり

居住経験なし

峡中

峡北 － －

峡東 －

峡南

富士・東部

県
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域

別

全体

性

別

年

齢

別

職

業

別
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住

年

数

別
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【過去との比較】 

前々回、前回も含めて比較すると、１位「市街地に活気がない」、２位「魅力ある雇用の場が少

ない」、３位「通勤・通学に不便」は、それぞれ回答率の増減はあるものの、過去から一貫して順

位が変動していない。 

なお、回答率の増減に着目して見ると、３位「通勤・通学に不便」及び４位「買い物に不便」で

回答率が前回比 5.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上昇しており、日常生活に密接に関係すると考えられる項目で未充

足（不満）度が高まっている。 

 

図表2-4-2 山梨県のよくないところ（過去との比較） 

   
 

 

【まとめ】 

「山梨県のよくないところ」として、「市街地に活気がない」や「魅力ある雇用の場が少ない」

は依然として５割以上の回答率となっており、県民が特に未充足（不満）度を強く感じ続けてい

ることが確認できるが、これらに加えて、「通勤・通学に不便」「買い物に不便」など、日常生活に

密接に関係した項目に対する回答率も大きく上昇しており、これらの項目を含めて今後も注目し

ていくことが必要である。 

 

（単位：％）

順位 回答率 順位 回答率 順位 回答率

市街地に活気がない

魅力ある雇用の場が少ない

通勤・通学に不便

買い物に不便

文化や教育のレベルが低い

道路・公園・下水道の整備が遅れている

福祉や医療が遅れている

好ましくない風習が残っている

行政の対応が遅い

物価が高い

人情味が薄い

自然災害が多い

その他

平成 年度 平成 年度平成 年度

（注）※順位の網掛けは前回の調査より順位が上がっているもの。回答率の太字は前回調査との差が 

5.0ポイント以上あるもの。 
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（３）「豊かさ」のイメージ 
 

問５ あなたにとって「豊かさ」とは何ですか。あなたのイメージに近いものを次の中から３

つまで選んでください。（○は３つまで） 

 
 
 
 
 
 
 
【今回の調査結果】 

  
○ 性別で見ると、「男性」が「女性」よりも 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体４

位項目「収入や資産が多い」（＋7.4 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体９位項目「働くよろこび」（＋6.0 ﾎﾟｲﾝﾄ）と、

経済活動などに関する項目である一方、「女性」が「男性」を同様に上回っている項目としては、

全体１位項目「心身の健康」（＋5.7 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体２位項目「時間的なゆとり」(＋3.4 ﾎﾟｲﾝﾄ)、

全体５位項目「恵まれた人間関係」（＋3.2 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体 7位項目「生活が便利」（＋3.2 ﾎﾟｲﾝﾄ）

と、生活の質に注目した項目となっている。 

 

 

心身の健康

時間的なゆとり

快適な居住環境

収入や資産が多い

恵まれた人間関係

恵まれた自然

生活が便利

衣食の充実

働くよろこび

文化・学習機会の充実

社会奉仕（ボランティア）活動による生きがい

その他

無回答

 豊かさのイメージについては、「心身の健康」（51.6％）の回答率が最も高く、以下「時間的

なゆとり」（39.7％）、「快適な居住環境」（37.5％）、「収入や資産が多い」（36.4％）、「恵まれた

人間関係」（31.8％）と続いている。 

（注）※「生活が便利」と「衣食の充実」は回答率が同率であるが、回答数は「生活が便利」が上回っている。 
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問５ あなたにとって「豊かさ」とは何ですか。あなたのイメージに近いものを次の中から３

つまで選んでください。（○は３つまで） 

 
 
 
 
 
 
 
【今回の調査結果】 

  
○ 性別で見ると、「男性」が「女性」よりも 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体４

位項目「収入や資産が多い」（＋7.4 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体９位項目「働くよろこび」（＋6.0 ﾎﾟｲﾝﾄ）と、

経済活動などに関する項目である一方、「女性」が「男性」を同様に上回っている項目としては、

全体１位項目「心身の健康」（＋5.7 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体２位項目「時間的なゆとり」(＋3.4 ﾎﾟｲﾝﾄ)、

全体５位項目「恵まれた人間関係」（＋3.2 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体 7位項目「生活が便利」（＋3.2 ﾎﾟｲﾝﾄ）

と、生活の質に注目した項目となっている。 

 

心身の健康

時間的なゆとり

快適な居住環境

収入や資産が多い

恵まれた人間関係

恵まれた自然

生活が便利

衣食の充実

働くよろこび

文化・学習機会の充実

社会奉仕（ボランティア）活動による生きがい

その他

無回答

 豊かさのイメージについては、「心身の健康」（51.6％）の回答率が最も高く、以下「時間的

なゆとり」（39.7％）、「快適な居住環境」（37.5％）、「収入や資産が多い」（36.4％）、「恵まれた

人間関係」（31.8％）と続いている。 

（注）※「生活が便利」と「衣食の充実」は回答率が同率であるが、回答数は「生活が便利」が上回っている。 
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○ 年齢別で見ると、全体１位項目「心身の健康」では「30代」以下に比べて「40代」以上の回

答率が高くなり、「40 代」から「70 歳以上」の属性１位項目となっている一方、全体４位項目

「収入や資産が多い」では、逆に「30代」以下の回答率が「40代」以上に比べて高く、年齢層

によって回答傾向に違いがある。 

また、全体２位項目「時間的なゆとり」では、「30 代」から「50 代」までの年齢層で比較的

回答率が高くなっており、この年齢層は時間的余裕に対する関心が強いと考えられる。 

○ 職業別で見ると、「会社、商店、工場勤務」「官公庁、公共企業体勤務」「学生」を除くすべて

の職業で全体１位項目「心身の健康」が最も高い回答率となり、特に「農林水産業」「自由業」

で７割近くを占めている。一方、「会社、商店、工場勤務」「学生」では全体４位項目「収入や資

産が多い」が属性１位項目となっている。 

なお、「農林水産業」では全体９位項目「働くよろこび」が、「自由業」では全体５位項目「恵

まれた人間関係」が、他の職業に比べて回答率が高くなっている。 

○ 居住年数別で見ると、「５～10年未満」「10～20年未満」を除いて、全体１位項目「心身の健

康」が最も大きい割合を示している。「５～10 年未満」では全体２位項目「時間的なゆとり」、

全体３位項目「快適な居住環境」が同じ回答率で属性１位項目であるほか、「10～20年未満」で

は全体４位項目「収入や資産が多い」の回答率が最も高い結果となった。 

○ 県外居住経験別で見ると、「居住経験あり」が「居住経験なし」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回ってい

る項目としては、全体２位項目「時間的なゆとり」（＋4.4 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体３位項目「快適な居住

環境」（＋7.3 ﾎﾟｲﾝﾄ）であり、県外地域との比較に基づいて、本県における生活の豊かさとして

認識していると考えられる。一方、「居住経験なし」が「居住経験あり」を同様に上回っている

項目としては、全体７位項目「生活が便利」（＋4.3 ﾎﾟｲﾝﾄ）がある。 

○ 地域別で見ると、全体的に回答傾向は近似しているものの、「峡中」では全体３位項目「快適

な居住環境」、「峡東」では全体４位項目「収入や資産が多い」、「峡南」では全体５位項目「恵ま

れた人間関係」など、他の地域と比較して回答率が高くなっている。 
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図表2-5-1 「豊かさ」のイメージ（属性別） 
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３０～３９歳 －

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

自営業・家族従業者　（計）

　　農林水産業 － －

　　商工・サービス業 －

　　自由業 －

勤め人　（計）

　　会社、商店、工場勤務

　　官公庁、公共企業体勤務 － －

その他　（計）

　　学生 －

　　主婦・主夫（パート） －

　　主婦・主夫（専業） －

　　その他

１年未満 － － － － －

１～５年未満 － －

５～１０年未満 － －
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【過去との比較】 
 前回、前々回と比較すると、「心身の健康」は過去一貫して５割以上の回答率を集めて１位とな

っているほか、前回３位「時間的なゆとり」が回答率を上げ、逆に前回２位「快適な居住環境」が

回答率を下げて、順位が入れ替わっている。 
なお、下位項目においてもそれぞれ回答率の増減があるものの、前回８位「衣食の充実」及び

前回９位「生活が便利」がそれぞれ回答率を上げて２割に近付いている。 

図表2-5-2 「豊かさ」のイメージ（過去との比較） 

 
 

 
 
【まとめ】 

県民は「豊かさ」という言葉から、まずは「心身の健康」を思い浮かべ、それから「時間的なゆ

とり」や「恵まれた人間関係」などのライフスタイルや、「快適な居住環境」や「収入や資産が多

い」といった生活水準の良さをイメージしていると考えられる。 
一方で、自己研鑽や社会貢献に関わる項目（「文化・学習機会の充実」、「社会奉仕（ボランティ

ア）活動による生きがい」）は、過去調査と同様、回答率が低く、下位に留まる結果となった。 

（単位：％）

順位 回答率 順位 回答率 順位 回答率

心身の健康

時間的なゆとり

快適な居住環境

収入や資産が多い

恵まれた人間関係

恵まれた自然

生活が便利

衣食の充実

働くよろこび

文化・学習機会の充実

社会奉仕（ボランティア）活動による生きがい

その他

平成 年度 平成 年度平成 年度

（注）※順位の網掛けは前回の調査より順位が上がっているもの。回答率の太字は前回調査との差が 5.0ポイント以上 
あるもの。 
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２ 行政の施策についての要望 

 
問６ あなたが行政に対しもっとも力を入れてほしいと思う施策はどのようなことですか。次

の中から３つまで選んでください。（〇は３つまで） 

 

【今回の調査結果】 

バス・鉄道などの公共交通機関の充実と利便性の向上

高齢者、障害者をはじめ誰もが安心して
生活できる地域福祉の推進

雇用の安定に向けた人材の育成や企業等の
ニーズに応じた就業の支援

子育てしやすい環境づくりや、育児への支援

適切な医療が受けられる体制の充実や、
健康づくりへの支援

商業の振興や商店街・市街地の活性化

地域産業の振興

地震、風水害、土砂災害などから生命や
財産を守る防災・災害対策

山梨の魅力をいかした観光の振興や、
県産品の普及・宣伝

特色や活気のあるまちなみづくり

自然環境の保護や、美しい景観の形成

農業や農村の振興

学校教育の充実や、健全な青少年の育成

防犯や交通安全、感染症予防、消費者被害の
防止など、安全で快適な社会づくりの推進

人やものの交流を支える道路の整備

県内への移住・定住の促進

省エネ・再生可能エネルギーの推進など、
持続可能な社会への転換

健全な森づくりと、それを支える林業の振興

芸術文化・スポーツの振興や、生涯学習機会の支援

行財政改革や県政情報の発信など、効率的・
効果的な行政運営の推進

その他

無回答

最も力を入れてほしい行政施策については、「バス・鉄道などの公共交通機関の充実と利便

性の向上」（33.9％）の回答率が最も高く、以下「高齢者、障害者をはじめ誰もが安心して生活

できる地域福祉の推進」（29.4％）、「雇用の安定に向けた人材の育成や企業等のニーズに応じ

た就業の支援」（27.1％）、「子育てしやすい環境づくりや、育児への支援」（21.6％）、「適切な

医療が受けられる体制の充実や、健康づくりへの支援」（19.4％）と続いている。 

 

２ 行政の施策についての要望 

 
問６ あなたが行政に対しもっとも力を入れてほしいと思う施策はどのようなことですか。次

の中から３つまで選んでください。（〇は３つまで） 

 

【今回の調査結果】 

バス・鉄道などの公共交通機関の充実と利便性の向上

高齢者、障害者をはじめ誰もが安心して
生活できる地域福祉の推進

雇用の安定に向けた人材の育成や企業等の
ニーズに応じた就業の支援

子育てしやすい環境づくりや、育児への支援

適切な医療が受けられる体制の充実や、
健康づくりへの支援

商業の振興や商店街・市街地の活性化

地域産業の振興

地震、風水害、土砂災害などから生命や
財産を守る防災・災害対策

山梨の魅力をいかした観光の振興や、
県産品の普及・宣伝

特色や活気のあるまちなみづくり

自然環境の保護や、美しい景観の形成

農業や農村の振興

学校教育の充実や、健全な青少年の育成

防犯や交通安全、感染症予防、消費者被害の
防止など、安全で快適な社会づくりの推進

人やものの交流を支える道路の整備

県内への移住・定住の促進

省エネ・再生可能エネルギーの推進など、
持続可能な社会への転換

健全な森づくりと、それを支える林業の振興

芸術文化・スポーツの振興や、生涯学習機会の支援

行財政改革や県政情報の発信など、効率的・
効果的な行政運営の推進

その他

無回答

最も力を入れてほしい行政施策については、「バス・鉄道などの公共交通機関の充実と利便

性の向上」（33.9％）の回答率が最も高く、以下「高齢者、障害者をはじめ誰もが安心して生活

できる地域福祉の推進」（29.4％）、「雇用の安定に向けた人材の育成や企業等のニーズに応じ

た就業の支援」（27.1％）、「子育てしやすい環境づくりや、育児への支援」（21.6％）、「適切な

医療が受けられる体制の充実や、健康づくりへの支援」（19.4％）と続いている。 
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○ 性別で見ると、「男性」が「女性」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体７位項

目「地域産業の振興」（＋8.6 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体 12 位項目「農業や農村の振興」（＋4.0 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全

体 15位項目「人やものの交流を支える道路の整備」（＋5.8 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体 16位項目「県内への

移住・定住の促進」（＋3.8 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、産業振興や交通インフラに関連する項目が多くなっ

ている。 

一方、「女性」が「男性」を同様に上回っている項目としては、全体２位項目「高齢者、障害

者をはじめ誰もが安心して生活できる地域福祉の推進」（＋7.3 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体４位項目「子育て

しやすい環境づくりや、育児への支援」（＋5.9 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体５位項目「適切な医療が受けられ

る体制の充実や、健康づくりへの支援」（＋7.5 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体 13位項目「学校教育の充実や、健

全な青少年の育成」（＋5.3 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、福祉・医療・教育に関連する項目となっている。 

○ 年齢別で見ると、年齢層によって回答傾向にばらつきが見られ、全体１位項目「バス・鉄道

などの公共交通機関の充実と利便性の向上」は「18～19歳」「20代」「40代」で属性１位項目と

なっているが、「60 代」「70 歳以上」では全体２位項目「高齢者、障害者をはじめ誰もが安心し

て生活できる地域福祉の推進」、「50代」では全体３位項目「雇用の安定に向けた人材の育成や

企業等のニーズに応じた就業の支援」、「30代」では全体４位項目「子育てしやすい環境づくり

や、育児への支援」がそれぞれ属性１位項目となっている。 

○ 職業別で見ると、多くの職業で全体１位項目「バス・鉄道などの公共交通機関の充実と利便

性の向上」の回答率が高いなか、「農林水産業」では全体 12 位項目「農業や農村の振興」、「主

婦・主夫（専業）」では全体２位項目「高齢者、障害者をはじめ誰もが安心して生活できる地域

福祉の推進」の回答率が他の職業に比べてより高くなっている。 

○ 居住年数別で見ると、全体１位項目「バス・鉄道などの公共交通機関の充実と利便性の向上」

がすべての年数層で最も高い回答率となっているものの、居住年数が増えるにつれて回答率が

減少傾向となっている。 

○ 県外居住経験別で見ると、「居住経験あり」が「居住経験なし」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回ってい

る項目としては、全体１位項目「バス・鉄道などの公共交通機関の充実と利便性の向上」（＋4.4

ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体７位項目「地域産業の振興」（＋4.4 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体 11位項目「自然環境の保護や、

美しい景観の形成」（＋3.6 ﾎﾟｲﾝﾄ）がある。一方、「居住経験なし」が「居住経験あり」を同様

に上回っている項目としては、全体２位項目「高齢者、障害者をはじめ誰もが安心して生活で

きる地域福祉の推進」（＋4.2 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体６位項目「商業の振興や商店街・市街地の活性化」

（＋3.6 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体 12位項目「農業や農村の振興」（＋4.0 ﾎﾟｲﾝﾄ）がある。 

○ 地域別で見ると、全体的に回答傾向は近似しており、全体１位項目「バス・鉄道などの公共

交通機関の充実と利便性の向上」、全体２位項目「高齢者、障害者をはじめ誰もが安心して生活

できる地域福祉の推進」、全体３位項目「雇用の安定に向けた人材の育成や企業等のニーズに応

じた就業の支援」がほぼすべての地域において上位３項目となっている。 

なお、「峡北」では全体５位項目「適切な医療が受けられる体制の充実や、健康づくりへの支

援」の回答率が比較的高く属性３位項目となっている一方、全体７位項目「地域産業の振興」

では回答率が低く、また「峡南」では全体９位項目「山梨の魅力をいかした観光の振興や、県

産品の普及・宣伝」の回答率が低いなど、回答傾向のばらつきも確認できる。  
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図表 2-6-1 行政の施策についての要望（属性別） 
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【過去との比較】 
今回の調査では、前回から選択肢の表現を変更している項目もあるため、単純に比較すること

は困難であるが、これを前提にして全体順位の変動を見ると、前回３位「バス・鉄道などの公共

交通機関の充実と利便性の向上」が大きく回答率を上げて１位となった一方、前回１位「雇用の

安定に向けた人材の育成や企業等のニーズに応じた就業の支援」は回答率を下げて３位となった。 

そのほか、細かい順位の変動はあるものの、「省エネ・再生可能エネルギーの推進など、持続可

能な社会への転換」（－8.0 ﾎﾟｲﾝﾄ）が前回９位から今回は 17位へ、「行財政改革や県政情報の発信

など、効率的・効果的な行政運営の推進」（－8.7 ﾎﾟｲﾝﾄ）は前回 10位から今回 20位へと大きく回

答率・順位を下げた項目もある。なお、今回調査で新たに追加された「県内への移住・定住の促

進」は回答率 8.1％で 16位との結果となった。 

図表2-6-2 行政の施策についての要望（過去との比較） 

 
 

  

順位 回答率 順位 回答率 順位 回答率

バス・鉄道などの公共交通機関の充実と利便性の向上 *1

高齢者、障害者をはじめ誰もが安心して生活できる地域福祉の推進

雇用の安定に向けた人材の育成や企業等のニーズに応じた就業の支援 *2

子育てしやすい環境づくりや、育児への支援

適切な医療が受けられる体制の充実や、健康づくりへの支援

商業の振興や商店街・市街地の活性化 *3

地域産業の振興 *3 *4

地震、風水害、土砂災害などから生命や財産を守る防災・災害対策 *5

山梨の魅力をいかした観光の振興や、県産品の普及・宣伝

特色や活気のあるまちなみづくり

自然環境の保護や、美しい景観の形成

農業や農村の振興

学校教育の充実や、健全な青少年の育成

防犯や交通安全、感染症予防、消費者被害の防止など、安全で快適な社会づ

くりの推進 *6

人やものの交流を支える道路の整備

県内への移住・定住の促進 *7

省エネ・再生可能エネルギーの推進など、持続可能な社会への転換

健全な森づくりと、それを支える林業の振興

芸術文化・スポーツの振興や、生涯学習機会の支援 *8

行財政改革や県政情報の発信など、効率的・効果的な行政運営の推進 *3 *9

その他

（単位：％）

平成 年度 平成 年度 平成 年度

（注）※順位の網掛けは前回の調査より順位が上がっているもの。回答率の太字は前回調査との差が 5.0ポイント以上 

あるもの。 

※1 平成 24年度調査では「バス・鉄道などの公共交通機関の確保・充実と利便性の向上」となっていた。 

※2 平成 24年度調査では「雇用の安定に向けた人材の育成や就業の支援」となっていた。 

※3 平成 24年度調査から新設された選択肢。 

※4 平成 24年度調査では「工業や情報通信業など、地域産業の振興」となっていた。 

※5 平成 24年度調査では「地震、風水害、土砂災害などから生命や財産を守る、地域防災力の強化」となっていた。 

※6 平成 24年度調査では「防犯や交通安全、感染症予防、消費生活の保護など、安全で快適な社会づくりの推進」 

となっていた。 

※7 平成 29年度調査から新設された選択肢。 

※8 平成 24年度調査では「芸術文化・スポーツの振興や生涯学習の支援」となっていた。 

※9 平成 24年度調査では「行財政改革など、効果的・効率的な行政運営の推進」となっていた。 
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【まとめ】 
県民満足度得点における「居住環境領域」（P42 参照）で、過去調査を含めて一貫して大きなマ

イナスとなっている「公共交通機関」に関する項目が、本問にて行政施策の要望として回答率を

大きく上昇させ１位となったことにより、県民が強い未充足（不満）度を抱いている分野である

ことが明らかとなった。 

一方、今回、回答率が大きく下がった人材育成や就業支援に関する項目についても、県民満足

度調査における「労働領域」（P44 参照）の「就職の機会」や「労働条件」において満足度得点も

上昇しているものの、生活の基盤となる雇用やその就業支援に対して、依然として３割近い回答

率となったことから、これらの項目についても引き続き注目していく必要がある。 
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３ 「ダイナミックやまなし総合計画」を推進する上での主要な課題や施策について

の関心・要望 

 
（１）地域産業の振興 
 

 
問７ 経済の活力を高め、豊かな県民生活を維持するためには、競争力のある地域産業の振興

が必要とされています。山梨の産業の成長・発展のため、あなたは行政に対しどのよう

なことに力を入れてほしいと思いますか。次の中から３つまで選んでください。（○は３

つまで） 

 
 
 
【今回の調査結果】 
 

将来性のある優良企業の誘致や県内企業の
規模拡大の推進

地域産業を担う、技術や知識を身につけた
人材の確保・育成

中小企業の新技術・新製品の開発支援

ジュエリー、繊維、ワインなどの地場産業の
ブランド化や販売力の強化

技術力向上を図るための産学官（産業界・
大学など・行政）の連携強化

燃料電池や医療機器といった成長産業分野への
県内企業の参入に対する支援

伝統工芸品の後継者育成への支援など、
伝統産業の振興

事業活動に必要な資金が十分に
調達できるしくみの充実

新規創業やベンチャー企業育成の支援

中小企業の海外市場を含めた
販路開拓への支援

将来の産業発展につながる科学技術の振興

その他

無回答

 地域産業の振興に関し行政に求めることについては、「将来性のある優良企業の誘致や県内

企業の規模拡大の推進」（49.4％）が最も高い回答率を示し、以下「地域産業を担う、技術や知

識を身につけた人材の確保・育成」（42.3％）、「中小企業の新技術・新製品の開発支援」（32.4％）、

「ジュエリー、繊維、ワインなどの地場産業のブランド化や販売力の強化」（21.5％）、「技術力

向上を図るための産学官（産業界・大学など・行政）の連携強化」（20.3％）と続いている。 

 

３ 「ダイナミックやまなし総合計画」を推進する上での主要な課題や施策について

の関心・要望 

 
（１）地域産業の振興 
 

 
問７ 経済の活力を高め、豊かな県民生活を維持するためには、競争力のある地域産業の振興

が必要とされています。山梨の産業の成長・発展のため、あなたは行政に対しどのよう

なことに力を入れてほしいと思いますか。次の中から３つまで選んでください。（○は３

つまで） 

 
 
 
【今回の調査結果】 
 
  

将来性のある優良企業の誘致や県内企業の
規模拡大の推進

地域産業を担う、技術や知識を身につけた
人材の確保・育成

中小企業の新技術・新製品の開発支援

ジュエリー、繊維、ワインなどの地場産業の
ブランド化や販売力の強化

技術力向上を図るための産学官（産業界・
大学など・行政）の連携強化

燃料電池や医療機器といった成長産業分野への
県内企業の参入に対する支援

伝統工芸品の後継者育成への支援など、
伝統産業の振興

事業活動に必要な資金が十分に
調達できるしくみの充実

新規創業やベンチャー企業育成の支援

中小企業の海外市場を含めた
販路開拓への支援

将来の産業発展につながる科学技術の振興

その他

無回答

 地域産業の振興に関し行政に求めることについては、「将来性のある優良企業の誘致や県内

企業の規模拡大の推進」（49.4％）が最も高い回答率を示し、以下「地域産業を担う、技術や知

識を身につけた人材の確保・育成」（42.3％）、「中小企業の新技術・新製品の開発支援」（32.4％）、

「ジュエリー、繊維、ワインなどの地場産業のブランド化や販売力の強化」（21.5％）、「技術力

向上を図るための産学官（産業界・大学など・行政）の連携強化」（20.3％）と続いている。 
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○ 性別で見ると、「男性」が「女性」より 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体１位

項目「将来性のある優良企業の誘致や県内企業の規模拡大の推進」（＋4.4 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体３位項

目「中小企業の新技術・新製品の開発支援」（＋4.8 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体６位項目「燃料電池や医療機

器といった成長産業分野への県内企業の参入に対する支援」（＋3.9 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体９位項目「新

規創業やベンチャー企業育成の支援」（＋7.2 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体 11位項目「将来の産業発展につなが

る科学技術の振興」（＋4.4 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、創業や新技術・新商品開発など新たな取り組みに関

する項目が多い。一方で、「女性」が「男性」を同様に上回っている項目としては、全体４位項

目「ジュエリー、繊維、ワインなどの地場産業のブランド化や販売力の強化」（＋5.6 ﾎﾟｲﾝﾄ）、

全体７位項目「伝統工芸品の後継者育成への支援など、伝統産業の振興」（＋6.1 ﾎﾟｲﾝﾄ）があ

り、伝統や地域性を重視する傾向が強いと考えられる。 

○ 年齢別で見ると、すべての年齢層で全体１位項目「将来性のある優良企業の誘致や県内企業

の規模拡大の推進」が最も高い回答率を示しており、年齢層が上がるにつれて回答率は概ね上

昇傾向にある。同様な傾向は全体６位項目「燃料電池や医療機器といった成長産業分野への県

内企業の参入に対する支援」でも見られるが、一方で、全体９位項目「新規創業やベンチャー

企業育成の支援」、全体 11 位項目「将来の産業発展につながる科学技術の振興」では年齢層が

下がるにつれて回答率は上昇傾向にある。 

なお、全体４位項目「ジュエリー、繊維、ワインなどの地場産業のブランド化や販売力の強

化」では、「18～19歳」「20代」の若年層で比較的高い回答率となっている。 

○ 職業別で見ると、ほぼすべての職業で、全体１位項目「将来性のある優良企業の誘致や県内

企業の規模拡大の推進」、全体２位項目「地域産業を担う、技術や知識を身につけた人材の確保・

育成」の回答率が高くなっており、回答傾向は近似している。 

ただし、「自由業」では全体３位項目「中小企業の新技術・新製品の開発支援」、「学生」では

全体４位項目「ジュエリー、繊維、ワインなどの地場産業のブランド化や販売力の強化」が比

較的高い回答率で属性２位項目となっている。 

○ 居住年数別で見ると、「１年未満」を除き、全体的に回答傾向は近似しており、全体１位項目

「将来性のある優良企業の誘致や県内企業の規模拡大の推進」、全体２位項目「地域産業を担う、

技術や知識を身につけた人材の確保・育成」への関心が高い。 

○ 県外居住経験別で見ると、「居住経験あり」が「居住経験なし」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回ってい

る項目としては、全体１位項目「将来性のある優良企業の誘致や県内企業の規模拡大の推進」

（＋4.4 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体２位項目「地域産業を担う、技術や知識を身につけた人材の確保・育成」

（＋4.2 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体９位項目「新規創業やベンチャー企業育成の支援」（＋3.3 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体

10位項目「中小企業の海外市場を含めた販路開拓への支援」（＋5.7 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、一方で「居

住経験なし」が「居住経験あり」を同様に上回っている項目としては、全体３位項目「中小企

業の新技術・新製品の開発支援」（＋4.8 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体 11位項目「将来の産業発展につながる科

学技術の振興」（＋4.0 ﾎﾟｲﾝﾄ）がある。 

○ 地域別で見ると、全体的に回答傾向は近似しており、全体１位項目「将来性のある優良企業

の誘致や県内企業の規模拡大の推進」、全体２位項目「地域産業を担う、技術や知識を身につけ

た人材の確保・育成」、全体３位項目「中小企業の新技術・新製品の開発支援」で、それぞれ３
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～５割の回答率を示している。なお、全体４位項目「ジュエリー、繊維、ワインなどの地場産

業のブランド化や販売力の強化」については「峡中」「峡東」の回答率が比較的高い一方、「峡

北」における全体７位項目「伝統工芸品の後継者育成への支援など、伝統産業の振興」、「峡南」

における全体９位項目「新規創業やベンチャー企業育成の支援」など、他の地域に比べて回答

率の低い項目もある。 

図表2-7-1 地域産業の振興に関し行政に求めること（属性別） 
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【過去との比較】 

今回の調査では、前回から選択肢の表現を変更している項目もあるため、単純に比較すること

は困難であるが、これを前提にして全体順位の変動を見ると、上位３位について回答率、順位と

もに大きな変動は見られなかった。ただし、５位「技術力向上を図るための産学官（産業界・大

学など・行政）の連携強化」や９位「新規創業やベンチャー企業育成の支援」など、着実に関心が

高まってきている項目がある一方、10 位「中小企業の海外市場を含めた販路開拓への支援」の様

に大きく回答率を減らした項目もある。 

なお、今回調査で新たに追加された「燃料電池や医療機器といった成長産業分野への県内企業

の参入に対する支援」は回答率 17.7％で６位となっている。 

図表2-7-2 地域産業の振興に関し行政に求めること（過去との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【まとめ】 

企業誘致や県内企業の規模拡大の推進が最も大きい割合を占めたことから、地域経済の活性化

や雇用の拡大に向けて、既存企業の誘致や規模拡大が最も有効な産業振興施策として県民が大き

な期待を寄せているとともに、産業を支える「ひと」の確保・育成や、県内に根ざす中小企業の

技術開発力の向上も重要な課題として認識されており、さらに地場産業や伝統産業といった山梨

特有の産業の振興についても、女性や若い年齢層を中心とした県民から推進すべき項目として関

心を集めている。 

順位 回答率 順位 回答率 順位 回答率

将来性のある優良企業の誘致や県内企業の規模拡大の推進　*1

地域産業を担う、技術や知識を身につけた人材の確保・育成　*2

中小企業の新技術・新製品の開発支援

ジュエリー、繊維、ワインなどの地場産業のブランド化や販売力

の強化　*3

技術力向上を図るための産学官（産業界・大学など・行政）の連

携強化　*4

燃料電池や医療機器といった成長産業分野への県内企業の参入に

対する支援　*5

伝統工芸品の後継者育成への支援など、伝統産業の振興　*6

事業活動に必要な資金が十分に調達できるしくみの充実

新規創業やベンチャー企業育成の支援

中小企業の海外市場を含めた販路開拓への支援　*6　*7

将来の産業発展につながる科学技術の振興

その他

（単位：％）

平成 年度平成 年度 平成 年度

（注）※順位の網掛けは前回の調査より順位が上がっているもの。回答率の太字は前回調査との差が 5.0ポイント以上 

あるもの。 

※1 平成 24年度調査では「将来性のある優良な企業の誘致の推進」となっていた。 

※2 平成 24年度調査では「産業の発展を支える、技術や知識を身につけた人材の確保・育成」となっていた。 

※3 平成 24年度調査では「ジュエリー、繊維、ワインなどの地場産業のブランド力やデザイン力の向上」と 

なっていた。 

※4 平成 24年度調査では「産学官（産業界・大学など・行政）の連携強化による、技術力や製品開発力の向上 

への支援」となっていた。 

※5 平成 29年度調査から新設された選択肢。 

※6 平成 24年度調査から新設された選択肢。 

※7 平成 24年度調査では「商品開発や海外市場を含めた販路開拓の支援など、中小企業の経営力の向上・強 

化」となっていた。 
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（２）農業の振興 

 
問８ 農業は、食料生産のほか、農村景観の形成、災害の防止など、生活にさまざまな恵みを

もたらしています。山梨の農業を今後さらに発展させていくため、あなたは行政に対し

どのようなことに力を入れてほしいと思いますか。次の中から３つまで選んでください。

（○は３つまで） 

 

 

 

【今回の調査結果】 

 
○ 性別で見ると、「男性」が「女性」よりも 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体５

位項目「農作物への鳥獣害の防止対策の強化」（＋3.2 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体６位項目「経営規模の拡大

や新たな技術の導入など、農業経営の効率化への支援」（＋3.9 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体８位項目「農道や

新たに農業に従事する人や企業の農業参入への
支援など、多様な担い手の確保・育成

耕作放棄地の再生・活用の支援

県産農産物のブランド力の強化と消費者への
など販売促進活動の推進

山梨独自の新たな品種の開発と、その普及・宣伝

農作物への鳥獣害の防止対策の強化

経営規模の拡大や新たな技術の導入など、
農業経営の効率化への支援

農産物の新たな販路の開拓や需要の拡大など、
販売戦略の強化

農道や農地の整備など、農業生産基盤の整備の推進

食品産業などとの連携による新たな農産加工品の
開発、名産品づくりへの支援

果実などの海外への輸出拡大に向けた支援

県産農産物の県内消費（地産地消）の拡大

その他

無回答

 農業の振興のために行政に求めることについては、「新たに農業に従事する人や企業の農業

参入への支援など、多様な担い手の確保・育成」（45.8％）が最も回答率が高く、以下「耕作放

棄地の再生・活用の支援」（38.1％）、「県産農産物のブランド力の強化と消費者へのＰＲなど販

売促進活動の推進」（36.7％）、「山梨独自の新たな品種の開発と、その普及・宣伝」（26.8％）

と続いている。 

 

（２）農業の振興 

 
問８ 農業は、食料生産のほか、農村景観の形成、災害の防止など、生活にさまざまな恵みを

もたらしています。山梨の農業を今後さらに発展させていくため、あなたは行政に対し

どのようなことに力を入れてほしいと思いますか。次の中から３つまで選んでください。

（○は３つまで） 

 

 

 

【今回の調査結果】 

 
○ 性別で見ると、「男性」が「女性」よりも 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体５

位項目「農作物への鳥獣害の防止対策の強化」（＋3.2 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体６位項目「経営規模の拡大

や新たな技術の導入など、農業経営の効率化への支援」（＋3.9 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体８位項目「農道や 

新たに農業に従事する人や企業の農業参入への
支援など、多様な担い手の確保・育成

耕作放棄地の再生・活用の支援

県産農産物のブランド力の強化と消費者への
など販売促進活動の推進

山梨独自の新たな品種の開発と、その普及・宣伝

農作物への鳥獣害の防止対策の強化

経営規模の拡大や新たな技術の導入など、
農業経営の効率化への支援

農産物の新たな販路の開拓や需要の拡大など、
販売戦略の強化

農道や農地の整備など、農業生産基盤の整備の推進

食品産業などとの連携による新たな農産加工品の
開発、名産品づくりへの支援

果実などの海外への輸出拡大に向けた支援

県産農産物の県内消費（地産地消）の拡大

その他

無回答

 農業の振興のために行政に求めることについては、「新たに農業に従事する人や企業の農業

参入への支援など、多様な担い手の確保・育成」（45.8％）が最も回答率が高く、以下「耕作放

棄地の再生・活用の支援」（38.1％）、「県産農産物のブランド力の強化と消費者へのＰＲなど販

売促進活動の推進」（36.7％）、「山梨独自の新たな品種の開発と、その普及・宣伝」（26.8％）

と続いている。 
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農地の整備など、農業生産基盤の整備の推進」（＋4.6 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体 10位項目「果実などの海外

への輸出拡大に向けた支援」（＋3.4 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、農業生産の技術や基盤整備に関する項目が

多い。一方、「女性」が「男性」を同様に上回っている項目としては、全体１位項目「新たに農

業に従事する人や企業の農業参入への支援など、多様な担い手の確保・育成」（＋3.7 ﾎﾟｲﾝﾄ）、

全体 11位項目「県産農産物の県内消費（地産地消）の拡大」（＋5.3 ﾎﾟｲﾝﾄ）と、担い手や働き

手への支援や消費に関する項目となっている。 

○ 年齢別で見ると、全体１位項目「新たに農業に従事する人や企業の農業参入への支援など、

多様な担い手の確保・育成」ではすべての年齢層で４～５割の回答率を占めているものの、そ

れ以外については、「50代」以上では全体２位項目「耕作放棄地の再生・活用の支援」が比較的

高い回答率となっている一方、「40 代」以下では全体３位項目「県産農産物のブランド力の強化

と消費者へのＰＲなど販売促進活動の推進」が比較的高くなっており、年齢層による回答傾向

に違いがある。なお、全体４位項目「山梨独自の新たな品種の開発と、その普及・宣伝」及び全

体 10位項目「果実などの海外への輸出拡大に向けた支援」では、年齢層が下がるにつれて回答

率は上昇傾向にある。 

○ 職業別で見ると、農業当事者である「農林水産業」では全体２位項目「耕作放棄地の再生・

活用の支援」の回答率が最も高く、同様に回答率の高い全体５位項目「農作物への鳥獣害の防

止対策の強化」と合わせて、農林水産業事業者が直面する課題として考えられる。 

それ以外の職業層では全体的に回答傾向が近似しており、全体１位項目「新たに農業に従事

する人や企業の農業参入への支援など、多様な担い手の確保・育成」、全体２位項目「耕作放棄

地の再生・活用の支援」、全体３位項目「県産農産物のブランド力の強化と消費者へのＰＲなど

販売促進活動の推進」に関心が寄せられている。 

○ 居住年数別で見ると、「１～５年未満」を除いたすべての年数層で、全体１位項目「新たに農

業に従事する人や企業の農業参入への支援など、多様な担い手の確保・育成」の回答率が最も

高いなど、全体的に回答傾向は近似している。 

○ 県外居住経験別で見ると、「居住経験あり」が「居住経験なし」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回ってい

る項目としては、全体２位項目「耕作放棄地の再生・活用の支援」（＋8.7 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体 10位項

目「果実などの海外への輸出拡大に向けた支援」（＋3.3 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、一方で「居住経験なし」

が「居住経験あり」を同様に上回っている項目としては、全体４位項目「山梨独自の新たな品

種の開発と、その普及・宣伝」（＋3.3 ﾎﾟｲﾝﾄ）がある。 

○ 地域別で見ると、すべての地域で全体１位項目「新たに農業に従事する人や企業の農業参入

への支援など、多様な担い手の確保・育成」の回答率が最も高くなっており、全体２位項目「耕

作放棄地の再生・活用の支援」、全体３位項目「県産農産物のブランド力の強化と消費者へのＰ

Ｒなど販売促進活動の推進」も合わせて、全体的に回答傾向は近似している。 

なお、全体４位項目「山梨独自の新たな品種の開発と、その普及・宣伝」において「峡南」の

回答率が比較的低い一方、全体５位項目「農作物への鳥獣害の防止対策の強化」では、「峡南」

「富士・東部」の回答率が他の地域より高くなっている。  
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図表2-8-1 農業の振興に関し行政に求めること（属性別） 
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【過去との比較】 
今回の調査では、前回から選択肢の表現を変更している項目もあるため、単純に比較すること

は困難であるが、これを前提にして全体順位の変動を見ると、前回調査と比べて、回答率、順位

ともに大きな変動は見られず、担い手の確保や耕作放棄地の解消は、前回から引き続き、大きな

関心を集めている項目となっている。 

なお、５位「農作物への鳥獣害の防止対策の強化」、９位「食品産業などとの連携による新たな

農産加工品の開発、名産品づくりへの支援」、10位「果実などの海外への輸出拡大に向けた支援」

については、前回、今回と着実に回答率、順位ともに上がってきていることから、農業従事者が

直面する課題として、重要視されつつあると考えられる。 

図表2-8-2 農業の振興に関し行政に求めること（過去との比較）

 

 

 

 

【まとめ】 

今後の本県農業の振興にあたっては、これまでの調査結果と同様に、個人・企業を問わず農業

への新規参入者の確保がまずは重要との認識が示されている。また、農産物のブランド力向上や

販路開拓、新品種の開発・普及など、農産物の付加価値を高め、農業を魅力的な産業として育て

ていく取り組みも重視されている。なお、耕作放棄地の再生や活用、農作物への鳥獣害対策など、

農業全体を取り巻く大きな課題に対しても継続的に回答率が上昇しており、より重要性が増して

きていると考えられる。 
 

（単位：％）

順位 回答率 順位 回答率 順位 回答率

新たに農業に従事する人や企業の農業参入への支援など、多

様な担い手の確保・育成

耕作放棄地の再生・活用の支援

県産農産物のブランド力の強化と消費者へのPRなど販売促進

活動の推進　*1

山梨独自の新たな品種の開発と、その普及・宣伝

農作物への鳥獣害の防止対策の強化

経営規模の拡大や新たな技術の導入など、農業経営の効率化

への支援　*2

農産物の新たな販路の開拓や需要の拡大など、販売戦略の強

化　*2

農道や農地の整備など、農業生産基盤の整備の推進　*2

食品産業などとの連携による新たな農産加工品の開発、名産

品づくりへの支援

果実などの海外への輸出拡大に向けた支援

県産農産物の県内消費（地産地消）の拡大

その他

平成 年度平成 年度 平成 年度

（注）※順位の網掛けは前回の調査より順位が上がっているもの。回答率の太字は前回調査との差が 5.0ポイント以上 

あるもの。 

※1 平成 24年度調査では「県産農産物のブランド力の強化と産地イメージ向上のための情報発信」となって 

いた。 

※2 平成 24年度調査から新設された選択肢。 
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（３）環境の保全（日常生活において心がけていること） 

 
問９ 環境を守るため、あなたは日常生活においてどのようなことを心がけていますか。次の

中から３つまで選んでください。（○は３つまで） 

 
 

 

【今回の調査結果】 

 

 

 

ごみの分別の徹底

節電や節水

買い物袋（マイバッグ）や自分専用の
箸（マイ箸）の持参などによるごみの減量化

省エネ家電など、エネルギー消費の少ない商品の購入

食べ残しの発生抑制などによる食品ロスの発生防止

アイドリングストップや、急発進・
急加速などを避けるエコドライブ

太陽光発電の導入など、クリーンエネルギーの活用

草木を植えるなどの緑化

リサイクル 再生 品の購入

緑のカーテンによる冷房利用の抑制

マイカー利用を控え、バス、電車、自転車の利用

環境美化などのボランティア活動や、環境に
関する学習機会の活用

電気使用量から二酸化炭素排出量を推計する
環境家計簿の利用

特に何もしていない

その他

無回答

 環境の保全に関する日常の心がけについては、「ごみの分別の徹底」（50.2％）の回答率が最

も高く、以下「節電や節水」（47.0％）、「買い物袋（マイバッグ）や自分専用の箸（マイ箸）の

持参などによるごみの減量化」（43.5％）、「省エネ家電など、エネルギー消費の少ない商品の購

入」（21.6％）、「食べ残しの発生抑制などによる食品ロスの発生防止」（18.7％）と続いている。 
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草木を植えるなどの緑化
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緑のカーテンによる冷房利用の抑制

マイカー利用を控え、バス、電車、自転車の利用

環境美化などのボランティア活動や、環境に
関する学習機会の活用

電気使用量から二酸化炭素排出量を推計する
環境家計簿の利用

特に何もしていない

その他

無回答

 環境の保全に関する日常の心がけについては、「ごみの分別の徹底」（50.2％）の回答率が最

も高く、以下「節電や節水」（47.0％）、「買い物袋（マイバッグ）や自分専用の箸（マイ箸）の

持参などによるごみの減量化」（43.5％）、「省エネ家電など、エネルギー消費の少ない商品の購

入」（21.6％）、「食べ残しの発生抑制などによる食品ロスの発生防止」（18.7％）と続いている。 
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○ 性別で見ると、「男性」が「女性」よりも 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体４

位項目「省エネ家電など、エネルギー消費の少ない商品の購入」（＋4.1 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体６位項目

「アイドリングストップや、急発進・急加速などを避けるエコドライブ」（＋5.4 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体

７位項目「太陽光発電の導入など、クリーンエネルギーの活用」（＋4.9 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、一方で

「女性」が「男性」を同様に上回っている項目としては、全体２位項目「節電や節水」（＋3.6

ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体３位項目「買い物袋（マイバッグ）や自分専用の箸（マイ箸）の持参などによるご

みの減量化」（＋24.2 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、特にマイバッグやマイ箸の持参に関しては「女性」の意

識が非常に高い結果となった。 

○ 年齢別で見ると、全体１位項目「ごみの分別の徹底」についてすべての年齢層で４割以上の

回答率となっており、年齢層が上がるにつれて回答率は上昇傾向にある。全体２位項目「節電

や節水」についても概ねすべての年齢層で４割以上の回答率を示しており、全体的に回答傾向

が近似している。 

なお、全体３位項目「買い物袋（マイバッグ）や自分専用の箸（マイ箸）の持参などによるご

みの減量化」については「30 代」から「50代」にかけて比較的回答率が高くなっていることか

ら、日常の買い物が比較的多いと考えられる年齢層では、ごみの減量意識がある程度定着して

いると考えられる。 

○ 職業別で見ると、ほぼすべての職業で、全体１位項目「ごみの分別の徹底」、全体２位項目「節

電や節水」の回答率が高く、全体的に回答傾向は近似している。なお、「学生」では全体２位項

目「節電や節水」、「主婦・主夫（パート）」「主婦・主夫（専業）」では全体３位項目「買い物袋

（マイバッグ）や自分専用の箸（マイ箸）の持参などによるごみの減量化」の回答率が５割を

超えており、特に強い関心が示されている。 

○ 居住年数別で見ると、全体的に回答傾向は近似しており、全体１位項目「ごみの分別の徹底」、

全体２位項目「節電や節水」、全体３位項目「買い物袋（マイバッグ）や自分専用の箸（マイ箸）

の持参などによるごみの減量化」において、すべて４割以上の回答率を示している。 

○ 県外居住経験別で見ると、「居住経験あり」が「居住経験なし」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回ってい

る項目としては、全体１位項目「ごみの分別の徹底」（＋4.6 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体５位項目「食べ残し

の発生抑制などによる食品ロスの発生防止」（＋3.1 ﾎﾟｲﾝﾄ）がある。一方、「居住経験なし」が

「居住経験あり」を同様に上回っている項目は無い。 

○ 地域別で見ると、すべての地域で全体１位項目「ごみの分別の徹底」、全体２位項目「節電や

節水」、全体３位項目「買い物袋（マイバッグ）や自分専用の箸（マイ箸）の持参などによるご

みの減量化」において４割以上の回答率を示しており、全体的に回答傾向は近似している。 

なお、「富士・東部」では、全体３位項目「買い物袋（マイバッグ）や自分専用の箸（マイ箸）

の持参などによるごみの減量化」の回答率が他の地域より高く、同率となった全体２位項目「節

電や節水」とともに属性１位項目となっている。 
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図表2-9-1 環境の保全（日常生活において心がけていること）（属性別） 
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【過去との比較】 
今回の調査では、前回から選択肢の表現を変更している項目もあるため、単純に比較すること

は困難であるが、これを前提にして全体順位の変動を見ると、前回１位「節電や節水」や前回２

位「買い物袋（マイバッグ）や自分専用の箸（マイ箸）の持参などによるごみの減量化」が回答率

の大幅な減少により順位を下げ、回答率を大きく伸ばした前回３位「ごみの分別の徹底」が１位

に上昇している。ただし、３位までは回答率４割以上を維持しており、県民の関心は高いままと

言える。また、今回調査より追加された「食べ残しの発生抑制などによる食品ロスの発生防止」

は回答率 18.7％で５位となり、一定の関心を集めていることが確認できる。なお、「特に何もして

いない」との回答率は 6.4％となり、前回から増加している点に注意が必要である。 

図表2-9-2 環境の保全（日常生活において心がけていること）（過去との比較） 

【まとめ】 

東日本大震災を契機として更に強く喚起された省エネやごみ減量に対する関心が定着し、その

後の関心事項がごみの分別やエコドライブ、食品ロス防止など、具体的な取り組みに推移してい

ると考えられる。県民満足度得点における「居住環境領域」（P42参照）の「自然環境」「大気汚染

等」「ごみ・生活排水」、「余暇領域」（P50参照）の「自然と親しむ機会」における満足度得点の高

さも含め、環境保全に関する県民意識は高いことから、今後も具体的な取り組みを推進すること

で更なる意識の向上に取り組むことが重要である。  

（単位：％）

順位 回答率 順位 回答率 順位 回答率

ごみの分別の徹底

節電や節水

買い物袋（マイバッグ）や自分専用の箸（マイ箸）の持参な

どによるごみの減量化　*1

省エネ家電など、エネルギー消費の少ない商品の購入

食べ残しの発生抑制などによる食品ロスの発生防止　*2

アイドリングストップや、急発進・急加速などを避けるエコ

ドライブ　*3

太陽光発電の導入など、クリーンエネルギーの活用

草木を植えるなどの緑化

リサイクル 再生 品の購入

緑のカーテンによる冷房利用の抑制　*4　*5

マイカー利用を控え、バス、電車、自転車の利用 *6

環境美化などのボランティア活動や、環境に関する学習機会

の活用

電気使用量から二酸化炭素排出量を推計する環境家計簿の利

用　*4　*7

特に何もしていない

その他

平成 年度平成 年度 平成 年度

（注）※順位の網掛けは前回の調査より順位が上がっているもの。回答率の太字は前回調査との差が 5.0ポイント以上 

あるもの。 

※1 平成 24年度調査では「買い物袋（マイバッグ）の持参など、ごみの減量化」となっていた。 

※2 平成 29年度調査から新設された選択肢。 

※3 平成 24年度調査では「駐停車中はエンジンを切ること」となっていた。 

※4 平成 24年度調査から新設された選択肢。 

※5 平成 24年度調査では「緑のカーテン（植物を利用した太陽熱の遮断）による冷房利用の抑制」となっていた。 

※6 平成 24年度調査では「マイカー利用を控え、バス、電車、自転車の利用に努めること」となっていた。 

※7 平成 24年度調査では「環境家計簿の利用」となっていた。 
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（４）環境の保全（行政に求めること） 
 

問１０ 環境を守るため、あなたは行政に対しどのようなことに力を入れてほしいと思います

か。次の中から３つまで選んでください。（○は３つまで） 

 
 
 
【今回の調査結果】 

 
○ 性別で見ると、「男性」が「女性」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体８位項

目「下水道整備や浄化槽の設置推進による生活排水対策」（＋3.2 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体９位項目「電線

の地中化や屋外広告物の適正化など、美しい景観づくり」（＋4.0 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体 11位項目「燃料

電池車の普及促進など、水素エネルギーの利活用の推進」（＋5.5 ﾎﾟｲﾝﾄ）がある。 

 

地球温暖化防止などに貢献する森林の
整備保全や、水資源の保護

節電やリサイクルの推進など、環境への負荷が
少ないエコライフの普及

太陽光、水力などのクリーンエネルギーの普及促進

廃棄物の不法投棄対策の強化

大気・土壌汚染、水質汚濁、騒音、悪臭など、
身近な生活環境悪化への対策

産業廃棄物や家庭ごみの処理対策

マイカー利用からバス、電車、自転車利用への
転換促進や、公共交通機関の充実

下水道整備や浄化槽の設置推進による生活排水対策

電線の地中化や屋外広告物の適正化など、
美しい景観づくり

企業が行う事業活動の省エネ化や低公害化への支援

燃料電池車の普及促進など、水素エネルギーの
利活用の推進

環境保護意識の啓発や、環境教育の推進

その他

無回答

 環境の保全に関して行政に求めることについては、「地球温暖化防止などに貢献する森林の

整備保全や、水資源の保護」（33.0%）が最も高い回答率となり、以下「節電やリサイクルの推

進など、環境への負荷が少ないエコライフの普及」（29.0%）、「太陽光、水力などのクリーンエ

ネルギーの普及促進」（27.4%）、「廃棄物の不法投棄対策の強化」（25.3%）と続いている。 

 

（４）環境の保全（行政に求めること） 
 

問１０ 環境を守るため、あなたは行政に対しどのようなことに力を入れてほしいと思います

か。次の中から３つまで選んでください。（○は３つまで） 

 
 
 
【今回の調査結果】 

 
○ 性別で見ると、「男性」が「女性」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体８位項

目「下水道整備や浄化槽の設置推進による生活排水対策」（＋3.2 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体９位項目「電線

の地中化や屋外広告物の適正化など、美しい景観づくり」（＋4.0 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体 11位項目「燃料

電池車の普及促進など、水素エネルギーの利活用の推進」（＋5.5 ﾎﾟｲﾝﾄ）がある。 

 

地球温暖化防止などに貢献する森林の
整備保全や、水資源の保護

節電やリサイクルの推進など、環境への負荷が
少ないエコライフの普及

太陽光、水力などのクリーンエネルギーの普及促進

廃棄物の不法投棄対策の強化

大気・土壌汚染、水質汚濁、騒音、悪臭など、
身近な生活環境悪化への対策

産業廃棄物や家庭ごみの処理対策

マイカー利用からバス、電車、自転車利用への
転換促進や、公共交通機関の充実

下水道整備や浄化槽の設置推進による生活排水対策

電線の地中化や屋外広告物の適正化など、
美しい景観づくり

企業が行う事業活動の省エネ化や低公害化への支援

燃料電池車の普及促進など、水素エネルギーの
利活用の推進

環境保護意識の啓発や、環境教育の推進

その他

無回答

 環境の保全に関して行政に求めることについては、「地球温暖化防止などに貢献する森林の

整備保全や、水資源の保護」（33.0%）が最も高い回答率となり、以下「節電やリサイクルの推

進など、環境への負荷が少ないエコライフの普及」（29.0%）、「太陽光、水力などのクリーンエ

ネルギーの普及促進」（27.4%）、「廃棄物の不法投棄対策の強化」（25.3%）と続いている。 
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一方で「女性」が「男性」を同様に上回っている項目としては、全体１位項目「地球温暖化防

止などに貢献する森林の整備保全や、水資源の保護」（＋5.1 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体２位項目「節電やリ

サイクルの推進など、環境への負荷が少ないエコライフの普及」（＋4.7 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、今ある

自然環境の保全につながる取り組みに関する項目となっている。 

○ 年齢別で見ると、「18～19歳」を除いたすべての年齢層で、全体１位項目「地球温暖化防止な

どに貢献する森林の整備保全や、水資源の保護」が３～４割と最も高い回答率を示している。 

また、全体３位項目「太陽光、水力などのクリーンエネルギーの普及促進」については、年

齢層が下がるにつれて回答率は上昇傾向にある一方、全体４位項目「廃棄物の不法投棄対策の

強化」や全体８位項目「下水道整備や浄化槽の設置推進による生活排水対策」では、逆に年齢

層が上がるにつれて回答率も上昇傾向にある。 

○ 職業別で見ると、多くの職業において全体１位項目「地球温暖化防止などに貢献する森林の

整備保全や、水資源の保護」、全体２位項目「節電やリサイクルの推進など、環境への負荷が少

ないエコライフの普及」で高い回答率を示しており、自然環境の保全に対して強い関心が寄せ

られている。 

なお、「農林水産業」では全体８位項目「下水道整備や浄化槽の設置推進による生活排水対策」

が全体１位項目と同率となり、水資源の保全に対する関心の高さが確認でき、「学生」では全体

３位項目「太陽光、水力などのクリーンエネルギーの普及促進」の回答率が高くなっている。 

○ 居住年数別で見ると、「10～20年未満」で全体３位項目「太陽光、水力などのクリーンエネル

ギーの普及促進」が属性１位項目となっているほかは、すべての年数層で全体１位項目「地球

温暖化防止などに貢献する森林の整備保全や、水資源の保護」が最も高い回答率を示している。 

○ 県外居住経験別で見ると、「居住経験あり」が「居住経験なし」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回ってい

る項目としては、全体６位項目「産業廃棄物や家庭ごみの処理対策」（＋3.8 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体７位

項目「マイカー利用からバス、電車、自転車利用への転換促進や、公共交通機関の充実」（＋4.4

ﾎﾟｲﾝﾄ）がある一方、「居住経験なし」が「居住経験あり」を同様に上回っている項目は無い。 

○ 地域別で見ると、ほぼすべての地域で全体１位項目「地球温暖化防止などに貢献する森林の

整備保全や、水資源の保護」、全体２位項目「節電やリサイクルの推進など、環境への負荷が少

ないエコライフの普及」に高い関心が寄せられている。なお、「峡北」で全体３位項目「太陽光、

水力などのクリーンエネルギーの普及促進」が他の地域と比較して回答率が低くなっているの

は、近年の太陽光パネルの設置に関する議論も影響していると考えられる。 
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図表2-10-1 環境の保全に関し行政に求めること（属性別） 
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【過去との比較】 
今回の調査では、前回から選択肢の表現を変更している項目もあるため、単純に比較すること

は困難であるが、これを前提にして全体順位の変動を見ると、前回１位「太陽光、水力などのク

リーンエネルギーの普及促進」は－17.6 ﾎﾟｲﾝﾄと大きく回答率を下げて３位となるなど、上位項

目における回答率の低下が見られる一方、５位以下は回答率が概ね上昇していることから、順位

の大きな変動はないものの、行政への要望が多様化していると考えられる。 

なお、今回調査から追加された「燃料電池車の普及促進など、水素エネルギーの利活用の推進」

は回答率 11.6％、11 位という結果となった。 

図表2-10-2 環境の保全に関し行政に求めること（過去との比較） 

 

 

 

 

【まとめ】 

東日本大震災を契機としたエネルギー問題への関心の高まりがある程度落ち着き、一方で太陽

光パネルの設置に関する議論などもあり、クリーンエネルギーの普及促進に対する県民の関心が

低下していると考えられる。 

一方、森林の整備保全や水資源の保護は引き続き高い回答率を維持しており、県民満足度得点

における「居住環境領域」の「自然環境」（P42参照）での高得点や、「山梨県のよいところ」（P62

参照）における「自然環境」への関心の高さなどからも、自然環境の保全・保護に関する取り組

みは今後も積極的に推進していく必要がある。 

（単位：％）

順位 回答率 順位 回答率 順位 回答率

地球温暖化防止などに貢献する森林の整備保全や、水資源の保護 *1

節電やリサイクルの推進など、環境への負荷が少ないエコライフの

普及　*2

太陽光、水力などのクリーンエネルギーの普及促進　*3

廃棄物の不法投棄対策の強化

大気・土壌汚染、水質汚濁、騒音、悪臭など、身近な生活環境悪化

への対策

産業廃棄物や家庭ごみの処理対策

マイカー利用からバス、電車、自転車利用への転換促進や、公共交

通機関の充実　*4 *5

下水道整備や浄化槽の設置推進による生活排水対策

電線の地中化や屋外広告物の適正化など、美しい景観づくり

企業が行う事業活動の省エネ化や低公害化への支援　*5

燃料電池車の普及促進など、水素エネルギーの利活用の推進　*6

環境保護意識の啓発や、環境教育の推進

その他

平成 年度平成 年度 平成 年度

（注）※順位の網掛けは前回の調査より順位が上がっているもの。回答率の太字は前回調査との差が 5.0ポイント以上 

あるもの。 

※1 平成 24年度調査では「地球温暖化防止などに役立つ森林の整備保全や、水資源の保護」となっていた。 

※2 平成 24年度調査では「節電やリサイクルの推進など、環境への負荷の少ない生活スタイルの普及」となっ

ていた。 

※3 平成 24年度調査では「太陽光などのクリーンエネルギーの普及促進」となっていた。 

※4 平成 24 年度調査では「マイカー利用からバス、電車、自転車利用への転換の促進や、公共交通機関の充

実」となっていた。 

※5 平成 24年度調査から新設された選択肢。 

※6 平成 29年度調査から新設された選択肢。 
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（５）観光の振興 

 
問１１ 観光の振興は、経済の活性化のほか、にぎわいや交流を通じて地域の活力向上や心の

豊かさにもつながります。山梨の観光を振興していくために、あなたはどのようなこと

が必要だと思いますか。次の中から３つまで選んでください。（○は３つまで） 

 
 
 
 
【今回の調査結果】 

 
○ 性別で見ると、「男性」が「女性」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体５位項

目「リニア中央新幹線を活用した広域的観光地づくりの推進」（＋8.4 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体９位項目「観

光キャンペーンの効果的な展開」（＋3.3 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体 12位項目「東アジアや東南アジア地域を

中心とした外国人観光客の誘致」（＋4.0 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、広域的な連携による取り組みに対する

恵まれた自然・景観や温泉、文化財など、
地域の資源をいかした観光地づくり

ワイン、ジュエリーなど県産品のブランド力を
いかした観光客誘致

観光地を結ぶバスネットワークなど、観光客が
利用しやすい公共交通の充実

農業体験や自然環境の学習など、参加・体験型
旅行商品の開発促進

リニア中央新幹線を活用した広域的観光地づくりの推進

観光客が利用する施設（遊歩道、トイレなど）の
整備・改修

インターネットやスマートフォンなどによる、
山梨県の魅力や観光情報の発信

映画やテレビ番組などの撮影の誘致

観光キャンペーンの効果的な展開

おもてなしの推進に向けた県民挙げての取り組み

公衆無線ＬＡＮの整備や通訳ガイドの養成などの
外国人観光客受入環境の整備

東アジアや東南アジア地域を中心とした
外国人観光客の誘致

その他

無回答

 観光の振興のために必要なことについては、「恵まれた自然・景観や温泉、文化財など、地域

の資源をいかした観光地づくり」（49.6％）が最も高い回答率を示し、以下「ワイン、ジュエリ

ーなど県産品のブランド力をいかした観光客誘致」及び「観光地を結ぶバスネットワークなど、

観光客が利用しやすい公共交通の充実」（ともに 27.6％）と続いている。 

（注）※「ワイン、ジュエリーなど県産品のブランド力をいかした観光客誘致」と「観光地を結ぶバスネットワークなど、 

観光客が利用しやすい公共交通の充実」は回答率が同率であるが、回答数は「ワイン、ジュエリーなど県産品の 
ブランド力をいかした観光客誘致」が上回っている。 
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○ 性別で見ると、「男性」が「女性」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体５位項

目「リニア中央新幹線を活用した広域的観光地づくりの推進」（＋8.4 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体９位項目「観

光キャンペーンの効果的な展開」（＋3.3 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体 12位項目「東アジアや東南アジア地域を

恵まれた自然・景観や温泉、文化財など、
地域の資源をいかした観光地づくり

ワイン、ジュエリーなど県産品のブランド力を
いかした観光客誘致

観光地を結ぶバスネットワークなど、観光客が
利用しやすい公共交通の充実

農業体験や自然環境の学習など、参加・体験型
旅行商品の開発促進

リニア中央新幹線を活用した広域的観光地づくりの推進

観光客が利用する施設（遊歩道、トイレなど）の
整備・改修

インターネットやスマートフォンなどによる、
山梨県の魅力や観光情報の発信

映画やテレビ番組などの撮影の誘致

観光キャンペーンの効果的な展開

おもてなしの推進に向けた県民挙げての取り組み

公衆無線ＬＡＮの整備や通訳ガイドの養成などの
外国人観光客受入環境の整備

東アジアや東南アジア地域を中心とした
外国人観光客の誘致

その他

無回答

 観光の振興のために必要なことについては、「恵まれた自然・景観や温泉、文化財など、地域

の資源をいかした観光地づくり」（49.6％）が最も高い回答率を示し、以下「ワイン、ジュエリ

ーなど県産品のブランド力をいかした観光客誘致」及び「観光地を結ぶバスネットワークなど、

観光客が利用しやすい公共交通の充実」（ともに 27.6％）と続いている。 

（注）※「ワイン、ジュエリーなど県産品のブランド力をいかした観光客誘致」と「観光地を結ぶバスネットワークなど、 

観光客が利用しやすい公共交通の充実」は回答率が同率であるが、回答数は「ワイン、ジュエリーなど県産品の 
ブランド力をいかした観光客誘致」が上回っている。 
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関心がやや強い傾向がある一方、「女性」が「男性」を同様に上回っている項目としては、全体

３位項目「観光地を結ぶバスネットワークなど、観光客が利用しやすい公共交通の充実」（＋4.7

ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体４位項目「農業体験や自然環境の学習など、参加・体験型旅行商品の開発促進」

（＋3.8 ﾎﾟｲﾝﾄ）など、観光客の満足度向上に向けた項目に関心を寄せていると考えられる。 

○ 年齢別で見ると、すべての年齢層で全体１位項目「恵まれた自然・景観や温泉、文化財など、

地域の資源をいかした観光地づくり」が４割以上と最も高い回答率を示しており、年齢層が上

がるにつれて回答率が上昇している。これは全体３位項目「観光地を結ぶバスネットワークな

ど、観光客が利用しやすい公共交通の充実」でも同様の回答傾向にあるが、一方で、全体８位

項目「映画やテレビ番組などの撮影の誘致」、全体 11 位項目「公衆無線ＬＡＮの整備や通訳ガ

イドの養成などの外国人観光客受入環境の整備」では、年齢層が下がるにつれて回答率は上昇

傾向にある。 

○ 職業別で見ると、すべての職業において全体１位項目「恵まれた自然・景観や温泉、文化財

など、地域の資源をいかした観光地づくり」が最も回答率が高い結果となった。一方、属性２

位項目にはばらつきが見られ、「会社、商店、工場勤務」における全体２位項目「ワイン、ジュ

エリーなど県産品のブランド力をいかした観光客誘致」、「農林水産業」における全体４位項目

「農業体験や自然環境の学習など、参加・体験型旅行商品の開発促進」など、職業との関係が

大きいと考えられる項目もある。 

○ 居住年数別で見ると、全体１位項目「恵まれた自然・景観や温泉、文化財など、地域の資源

をいかした観光地づくり」が「１～５年未満」を除いた年数層で４割以上と最も大きい回答率

を示している。「１～５年未満」では、全体３位項目「観光地を結ぶバスネットワークなど、観

光客が利用しやすい公共交通の充実」が「全体」と比較して大きく上回って属性１位項目とな

っている。 

○ 県外居住経験別で見ると、「居住経験あり」が「居住経験なし」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回ってい

る項目としては、全体３位項目「観光地を結ぶバスネットワークなど、観光客が利用しやすい

公共交通の充実」（＋5.1 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体 11位項目「公衆無線ＬＡＮの整備や通訳ガイドの養成な

どの外国人観光客受入環境の整備」（＋3.3 ﾎﾟｲﾝﾄ）と、観光客の受入環境のハード面に関する項

目がある一方、「居住経験なし」が「居住経験あり」を同様に上回る項目としては、全体２位項

目「ワイン、ジュエリーなど県産品のブランド力をいかした観光客誘致」（＋3.3 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体

10 位項目「おもてなしの推進に向けた県民挙げての取り組み」（＋3.7 ﾎﾟｲﾝﾄ）と、情報発信や

ソフト面での受入体制整備に関する項目となっている。 

○ 地域別で見ると、すべての地域で全体１位項目「恵まれた自然・景観や温泉、文化財など、

地域の資源をいかした観光地づくり」が最も高い回答率を示している。その他、地域における

特徴として、全体２位項目「ワイン、ジュエリーなど県産品のブランド力をいかした観光客誘

致」では「峡中」及び「峡東」で回答率が高く、「峡北」では全体４位項目「農業体験や自然環

境の学習など、参加・体験型旅行商品の開発促進」、「富士・東部」では全体６位項目「観光客が

利用する施設（遊歩道、トイレなど）の整備・改修」に対する回答率が高いなど、各地域の主要

な観光資源や地理的条件などが回答率に反映されていると考えられる。 

  

 

中心とした外国人観光客の誘致」（＋4.0 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、広域的な連携による取り組みに対する

関心がやや強い傾向がある一方、「女性」が「男性」を同様に上回っている項目としては、全体

３位項目「観光地を結ぶバスネットワークなど、観光客が利用しやすい公共交通の充実」（＋4.7

ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体４位項目「農業体験や自然環境の学習など、参加・体験型旅行商品の開発促進」

（＋3.8 ﾎﾟｲﾝﾄ）など、観光客の満足度向上に向けた項目に関心を寄せていると考えられる。 

○ 年齢別で見ると、すべての年齢層で全体１位項目「恵まれた自然・景観や温泉、文化財など、

地域の資源をいかした観光地づくり」が４割以上と最も高い回答率を示しており、年齢層が上

がるにつれて回答率が上昇している。これは全体３位項目「観光地を結ぶバスネットワークな

ど、観光客が利用しやすい公共交通の充実」でも同様の回答傾向にあるが、一方で、全体８位

項目「映画やテレビ番組などの撮影の誘致」、全体 11 位項目「公衆無線ＬＡＮの整備や通訳ガ

イドの養成などの外国人観光客受入環境の整備」では、年齢層が下がるにつれて回答率は上昇

傾向にある。 

○ 職業別で見ると、すべての職業において全体１位項目「恵まれた自然・景観や温泉、文化財

など、地域の資源をいかした観光地づくり」が最も回答率が高い結果となった。一方、属性２

位項目にはばらつきが見られ、「会社、商店、工場勤務」における全体２位項目「ワイン、ジュ

エリーなど県産品のブランド力をいかした観光客誘致」、「農林水産業」における全体４位項目

「農業体験や自然環境の学習など、参加・体験型旅行商品の開発促進」など、職業との関係が

大きいと考えられる項目もある。 

○ 居住年数別で見ると、全体１位項目「恵まれた自然・景観や温泉、文化財など、地域の資源

をいかした観光地づくり」が「１～５年未満」を除いた年数層で４割以上と最も大きい回答率

を示している。「１～５年未満」では、全体３位項目「観光地を結ぶバスネットワークなど、観

光客が利用しやすい公共交通の充実」が「全体」と比較して大きく上回って属性１位項目とな

っている。 

○ 県外居住経験別で見ると、「居住経験あり」が「居住経験なし」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回ってい

る項目としては、全体３位項目「観光地を結ぶバスネットワークなど、観光客が利用しやすい

公共交通の充実」（＋5.1 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体 11位項目「公衆無線ＬＡＮの整備や通訳ガイドの養成な

どの外国人観光客受入環境の整備」（＋3.3 ﾎﾟｲﾝﾄ）と、観光客の受入環境のハード面に関する項

目がある一方、「居住経験なし」が「居住経験あり」を同様に上回る項目としては、全体２位項

目「ワイン、ジュエリーなど県産品のブランド力をいかした観光客誘致」（＋3.3 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体

10 位項目「おもてなしの推進に向けた県民挙げての取り組み」（＋3.7 ﾎﾟｲﾝﾄ）と、情報発信や

ソフト面での受入体制整備に関する項目となっている。 

○ 地域別で見ると、すべての地域で全体１位項目「恵まれた自然・景観や温泉、文化財など、

地域の資源をいかした観光地づくり」が最も高い回答率を示している。その他、地域における

特徴として、全体２位項目「ワイン、ジュエリーなど県産品のブランド力をいかした観光客誘

致」では「峡中」及び「峡東」で回答率が高く、「峡北」では全体４位項目「農業体験や自然環

境の学習など、参加・体験型旅行商品の開発促進」、「富士・東部」では全体６位項目「観光客が

利用する施設（遊歩道、トイレなど）の整備・改修」に対する回答率が高いなど、各地域の主要

な観光資源や地理的条件などが回答率に反映されていると考えられる。  
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図表2-11-1 観光振興のために必要なこと（属性別） 
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【過去との比較】 

今回の調査では、前回から選択肢の表現を変更している項目もあるため、単純に比較すること

は困難であるが、これを前提にして全体順位の変動を見ると、１位「恵まれた自然・景観や温泉、

文化財など、地域の資源をいかした観光地づくり」及び９位「観光キャンペーンの効果的な展開」

の回答率が大きく低下した一方、７位「インターネットやスマートフォンなどによる、山梨県の

魅力や観光情報の発信」の回答率が大きく上昇している。なお、今回調査から追加された選択肢

のうち、「リニア中央新幹線を活用した広域的観光地づくりの推進」は 24.7％で５位、「公衆無線

ＬＡＮの整備や通訳ガイドの養成など外国人観光客受入環境の整備」は 8.8％で 11 位となった。 

図表2-11-2 観光振興のために必要なこと（過去との比較） 

 
 
 
 
 
 

 
【まとめ】 
 地域資源をいかした独自性のある観光地づくりの必要性が強く認識されるとともに、こうした

資源を利用しながら観光客の満足度を高める公共交通や観光施設などの利便性・快適性の向上、

参加・体験型旅行商品による観光メニューの充実などへの関心が高い。 

一方で、外国人観光客の誘客や受入環境の整備などに対する関心は比較的低く、訪日外国人観

光客の増加に対して重要視されるおもてなしの推進も含めて、県民全体に関心を広めていく取り

組みが重要である。  

（単位：％）

順位 回答率 順位 回答率 順位 回答率

恵まれた自然・景観や温泉、文化財など、地域の資源をいか

した観光地づくり

ワイン、ジュエリーなど県産品のブランド力をいかした観光

客誘致　*1

観光地を結ぶバスネットワークなど、観光客が利用しやすい

公共交通の充実

農業体験や自然環境の学習など、参加・体験型旅行商品の開

発促進

リニア中央新幹線を活用した広域的観光地づくりの推進　*2

観光客が利用する施設（遊歩道、トイレなど）の整備・改修

インターネットやスマートフォンなどによる、山梨県の魅力

や観光情報の発信　*3

映画やテレビ番組などの撮影の誘致

観光キャンペーンの効果的な展開

おもてなしの推進に向けた県民挙げての取り組み　*4

公衆無線ＬＡＮの整備や通訳ガイドの養成などの外国人観光

客受入環境の整備　*2

東アジアや東南アジア地域を中心とした外国人観光客の誘致

その他

平成 年度平成 年度 平成 年度

（注）※順位の網掛けは前回の調査より順位が上がっているもの。回答率の太字は前回調査との差が 5.0ポイント以上 

あるもの。 

※1 平成 24年度調査では「ワイン、ジュエリーなど特産物のブランド力をいかした観光客誘致」となってい 

た。 

※2 平成 29年度調査から新設された選択肢。 

※3 平成 24年度調査では「インターネット、携帯電話による観光情報提供の充実」となっていた。 

※4 平成 24年度調査では「おもてなしの向上に向けた県民挙げての取り組み」となっていた。 
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（６）国際交流 
 

問１２ 国際交流の推進や外国人との相互理解の促進のために、あなたは今後どのようなこ

とに力を入れていけばよいと思いますか。次の中から３つまで選んでください。（○

は３つまで） 

 
 
 
【今回の調査結果】 

 
○ 性別で見ると、「男性」が「女性」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体６位項

目「海外での観光プロモーションなど、外国人観光客の積極的な誘致の展開」（＋3.6 ﾎﾟｲﾝﾄ）、

全体７位項目「外国の都市とのさまざまな行政分野での連携促進」（＋3.4 ﾎﾟｲﾝﾄ）がある。一方

で、「女性」が「男性」を同様に上回っている項目は無い。 

 

 

国際的に活躍できる青少年の育成に向けた、
語学教育や留学機会の充実

海外の姉妹友好地域との文化・スポーツ
交流や経済交流の推進

国際理解のための教育、普及活動

外国人が暮らしやすい環境の整備
（外国語表示、情報提供など）

留学生や研修生などの受け入れ体制の充実

海外での観光プロモーションなど、外国人観光客の
積極的な誘致の展開

外国の都市とのさまざまな行政分野での連携促進

国際交流・協力活動を行う民間団体などへの支援

国際会議や国際見本市、物産展などの誘致推進

青年海外協力隊などへの参加促進

その他

無回答

国際交流の推進や外国人との相互理解のために力を入れるべきこととして、最も回答率が高

かったのは「国際的に活躍できる青少年の育成に向けた、語学教育や留学機会の充実」（39.1％）

で、以下「海外の姉妹友好地域との文化・スポーツ交流や経済交流の推進」（34.8％）、「国際

理解のための教育、普及活動」(33.8％)、「外国人が暮らしやすい環境の整備（外国語表示、

情報提供など）」（33.6％）、「留学生や研修生などの受け入れ体制の充実」（33.1％）と続いて

いる。 

 

（６）国際交流 
 

問１２ 国際交流の推進や外国人との相互理解の促進のために、あなたは今後どのようなこ

とに力を入れていけばよいと思いますか。次の中から３つまで選んでください。（○

は３つまで） 

 
 
 
【今回の調査結果】 

 
○ 性別で見ると、「男性」が「女性」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体６位項

目「海外での観光プロモーションなど、外国人観光客の積極的な誘致の展開」（＋3.6 ﾎﾟｲﾝﾄ）、

全体７位項目「外国の都市とのさまざまな行政分野での連携促進」（＋3.4 ﾎﾟｲﾝﾄ）がある。一方

で、「女性」が「男性」を同様に上回っている項目は無い。 

 

 

国際的に活躍できる青少年の育成に向けた、
語学教育や留学機会の充実

海外の姉妹友好地域との文化・スポーツ
交流や経済交流の推進

国際理解のための教育、普及活動

外国人が暮らしやすい環境の整備
（外国語表示、情報提供など）

留学生や研修生などの受け入れ体制の充実

海外での観光プロモーションなど、外国人観光客の
積極的な誘致の展開

外国の都市とのさまざまな行政分野での連携促進

国際交流・協力活動を行う民間団体などへの支援

国際会議や国際見本市、物産展などの誘致推進

青年海外協力隊などへの参加促進

その他

無回答

国際交流の推進や外国人との相互理解のために力を入れるべきこととして、最も回答率が高

かったのは「国際的に活躍できる青少年の育成に向けた、語学教育や留学機会の充実」（39.1％）

で、以下「海外の姉妹友好地域との文化・スポーツ交流や経済交流の推進」（34.8％）、「国際

理解のための教育、普及活動」(33.8％)、「外国人が暮らしやすい環境の整備（外国語表示、

情報提供など）」（33.6％）、「留学生や研修生などの受け入れ体制の充実」（33.1％）と続いて

いる。 
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○ 年齢別で見ると、全体１位項目「国際的に活躍できる青少年の育成に向けた、語学教育や留

学機会の充実」では年齢層が上がるにつれて回答率は上昇傾向にある一方、全体４位項目「外

国人が暮らしやすい環境の整備（外国語表示、情報提供など）」では、逆に年齢層が下がるにつ

れて回答率が高くなる傾向がある。 

○ 職業別で見ると、「会社、商店、工場勤務」及び「学生」を除く、多くの職業において全体１

位項目「国際的に活躍できる青少年の育成に向けた、語学教育や留学機会の充実」が最も高い

回答率を示すなど、全体的に回答傾向は近似している。 

なお、「学生」では全体４位項目「外国人が暮らしやすい環境の整備（外国語表示、情報提供

など）」、全体５位項目「留学生や研修生などの受け入れ体制の充実」の回答率が比較的高く、

外国人の受入に対して高い関心を示している。 

○ 居住年数別で見ると、居住年数によって回答傾向にばらつきが見られ、「１～５年未満」では

全体３位項目「国際理解のための教育、普及活動」で約５割の高い回答率を示す一方、全体２

位項目「海外の姉妹友好地域との文化・スポーツ交流や経済交流の推進」では「全体」を下回

っている。「10～20 年未満」では全体１位項目「国際的に活躍できる青少年の育成に向けた、語

学教育や留学機会の充実」が「全体」を下回っている一方、全体４位項目「外国人が暮らしや

すい環境の整備（外国語表示、情報提供など）」ではすべての年数層の中で最も回答率が高くな

っている。 

○ 県外居住経験別で見ると、「居住経験あり」が「居住経験なし」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回ってい

る項目としては、全体１位項目「国際的に活躍できる青少年の育成に向けた、語学教育や留学

機会の充実」（＋6.6 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体５位項目「留学生や研修生などの受け入れ体制の充実」（＋

4.1 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、一方で「居住経験なし」が「居住経験あり」を同様に上回っている項目と

しては、全体２位項目「海外の姉妹友好地域との文化・スポーツ交流や経済交流の推進」（＋5.0

ﾎﾟｲﾝﾄ）がある。 

○ 地域別で見ると、全体１位項目「国際的に活躍できる青少年の育成に向けた、語学教育や留

学機会の充実」が「峡北」を除くすべての地域で約４割の回答率を示して属性１位項目となっ

ているが、「峡北」では全体２位項目「海外の姉妹友好地域との文化・スポーツ交流や経済交流

の推進」及び全体３位項目「国際理解のための教育、普及活動」の２つが同率で属性１位項目

となっている。 
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図表 2-12-1 国際交流の推進や外国人との相互理解のために力を入れるべきこと（属性別） 
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【過去との比較】 
今回の調査では、前回から選択肢の表現を変更している項目もあるため、単純に比較すること

は困難であるが、これを前提にして全体順位の変動を見ると、上位３項目については割合・順位

とも大きな変動はなく、国際交流に関する要望項目はある程度定着している。 
ただし、全体に視野を広げると、６位項目までは回答率が概ね上がっている一方、７位項目以

下は回答率が下がっていく傾向が見られ、国際交流に関する要望項目が集約されつつあると考え

られる。 
 

図表2-12-2 国際交流の推進や外国人との相互理解のために力を入れるべきこと(過去との比較) 

 

 
 

 

【まとめ】 

地域の国際化に向けては、青少年向け海外研修や国際理解教育、留学生の受入促進などの人材

育成という分野での関心が県民に強く認識されている。なお、人材育成に対する認識において、

年齢層による違いが見受けられ、「20 代」以下では海外からの留学生や研修生を受け入れる機会 

・制度の充実を重視している一方、「30代」以上では、語学教育や国際理解、留学機会の充実な

ど、海外で知識・経験を積むための教育に強い関心が示されている。 

（単位：％）

順位 回答率 順位 回答率 順位 回答率

国際的に活躍できる青少年の育成に向けた、語学教育や留学機会の

充実　*1

海外の姉妹友好地域との文化・スポーツ交流や経済交流の推進

国際理解のための教育、普及活動

外国人が暮らしやすい環境の整備（外国語表示、情報提供など）

留学生や研修生などの受け入れ体制の充実

海外での観光プロモーションなど、外国人観光客の積極的な誘致の

展開

外国の都市とのさまざまな行政分野での連携促進

国際交流・協力活動を行う民間団体などへの支援

国際会議や国際見本市、物産展などの誘致推進

青年海外協力隊などへの参加促進

その他

平成 年度平成 年度 平成 年度

（注）※順位の網掛けは前回の調査より順位が上がっているもの。回答率の太字は前回調査との差が 5.0ポイント以上 

あるもの。 

※1 平成 24年度調査では「国際化に対応できる青少年の育成に向けた、海外研修や語学教育の充実」となって 

いた。 
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（７）交通政策 

 
【今回の調査結果】 
 
 
 
 
 
 
○ 性別で見ると、「男性」が「女性」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体１位項

目「中部横断自動車道の早期整備や中央自動車道の渋滞対策など、高速道路網の充実」（＋11.6

ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体４位項目「新山梨環状道路、西関東連絡道路など、県内交通の骨格となる道路網

の整備」（＋6.5 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体７位項目「リニア中央新幹線の開業効果を全県に波及させるため

の交通ネットワークの整備」（＋7.5 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、県全域を対象とした広域的な交通体系に関

してより強い関心を示している。一方、「女性」が「男性」を同様に上回っている項目としては、

全体２位項目「歩道の拡幅や段差の解消、自転車道、通学路の整備などによる交通の安全性確

保」（＋5.9 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体６位項目「日常生活を支えるバス路線の確保・維持」（＋5.9 ﾎﾟｲﾝﾄ）

で、より日常生活に密着した公共交通や道路の安全などに強い関心を寄せている。 

問１３ 地域の経済の活性化や安全で豊かな生活のために、どのような交通施策の充実が必

要だと思いますか。次の中から３つまで選んでください。（○は３つまで） 

 

中部横断自動車道の早期整備や中央自動車道の
渋滞対策など、高速道路網の充実

歩道の拡幅や段差の解消、自転車道、通学路の
整備などによる交通の安全性確保

生活に密着した市町村道の整備

新山梨環状道路、西関東連絡道路など、県内交通の
骨格となる道路網の整備

ＪＲ中央線の高速化・利便性向上による
東京圏などへのアクセス向上

日常生活を支えるバス路線の確保・維持

リニア中央新幹線の開業効果を全県に波及させるための
交通ネットワークの整備

地域間を結ぶ国道や県道の整備

交差点の改良やバスレーンの設置などによる渋滞の解消

パークアンドライドなど、車に依存しすぎない公共交通機関を
利用した交通体系の推進

その他

無回答

充実が必要と考える交通施策では、「中部横断自動車道の早期整備や中央自動車道の渋滞対策

など、高速道路網の充実」（41.2％）が最も回答率が高く、以下「歩道の拡幅や段差の解消、自

転車道、通学路の整備などによる交通の安全性確保」（37.8％）、「生活に密着した市町村道の整

備」（31.9％）と続いている。 
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で、より日常生活に密着した公共交通や道路の安全などに強い関心を寄せている。 

問１３ 地域の経済の活性化や安全で豊かな生活のために、どのような交通施策の充実が必

要だと思いますか。次の中から３つまで選んでください。（○は３つまで） 
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充実が必要と考える交通施策では、「中部横断自動車道の早期整備や中央自動車道の渋滞対策

など、高速道路網の充実」（41.2％）が最も回答率が高く、以下「歩道の拡幅や段差の解消、自

転車道、通学路の整備などによる交通の安全性確保」（37.8％）、「生活に密着した市町村道の整

備」（31.9％）と続いている。 
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○ 年齢別で見ると、全体１位項目「中部横断自動車道の早期整備や中央自動車道の渋滞対策な

ど、高速道路網の充実」に対しては、ほぼすべての年齢層で約４割を占めている。 

年齢層による回答傾向の違いについては、全体２位項目「歩道の拡幅や段差の解消、自転車

道、通学路の整備などによる交通の安全性確保」、全体６位項目「日常生活を支えるバス路線の

確保・維持」、全体８位項目「地域間を結ぶ国道や県道の整備」など、より身近な日常生活にお

ける移動手段を重視する項目については、年齢層が上がるにつれて回答率は上昇傾向にある一

方、全体５位項目「ＪＲ中央線の高速化・利便性向上による東京圏などへのアクセス向上」、全

体７位項目「リニア中央新幹線の開業効果を全県に普及させるための交通ネットワークの整備」

など、県外地域などとの広域的な交通手段を重視する項目については、年齢層が下がるにつれ

て回答率は上昇傾向にある。 

○ 職業別で見ると、全体１位項目「中部横断自動車道の早期整備や中央自動車道の渋滞対策な

ど、高速道路網の充実」における「農林水産業」「商工・サービス業」と「勤め人」、全体２位項

目「歩道の拡幅や段差の解消、自転車道、通学路の整備などによる交通の安全性確保」におけ

る「自由業」「主婦・主夫（パート・専業）」の回答率が比較的高い。 

なお、「学生」においては、年齢別における若年層の回答傾向と同様、全体５位項目「ＪＲ中

央線の高速化・利便性向上による東京圏などへのアクセス向上」など県外地域との交通アクセ

スの利便性に対する関心が強いことから、この項目は居住地や進学先の選定に大きな影響を与

えていると考えられる。 

○ 居住年数別で見ると、全体的な回答傾向は近似しており、全体１位項目「中部横断自動車道

の早期整備や中央自動車道の渋滞対策など、高速道路網の充実」に大きな関心が寄せられてい

る。また、全体３位項目「生活に密着した市町村道の整備」では、居住年数が長くなるにつれ

て回答率が増加傾向にある。 

○ 県外居住経験別で見ると、「居住経験あり」が「居住経験なし」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回った項

目としては、全体１位項目「中部横断自動車道の早期整備や中央自動車道の渋滞対策など、高

速道路網の充実」（＋4.4 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体６位項目「日常生活を支えるバス路線の確保・維持」（＋

3.4 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体 10位項目「パークアンドライドなど、車に依存しすぎない公共交通機関を利

用した交通体系の推進」（＋4.5 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、一方で「居住経験なし」が「居住経験あり」を

同様に上回った項目としては、全体３位項目「生活に密着した市町村道の整備」（＋10.4 ﾎﾟｲﾝﾄ）

がある。 

○ 地域別で見ると、「富士・東部」を除いたすべての地域で全体１位項目「中部横断自動車道の

早期整備や中央自動車道の渋滞対策など、高速道路網の充実」が最も高い回答率を示している。

「富士・東部」では全体３位項目「生活に密着した市町村道の整備」で唯一４割の回答率を示

し、属性１位項目となっている。 

なお、それ以外については、全体２位項目「歩道の拡幅や段差の解消、自転車道、通学路の

整備などによる交通の安全性確保」を除き、各地域間で回答率に差が見られる項目が多く、各

地域における交通事情が回答傾向に大きく影響していると考えられる。 
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図表2-13-1 充実が必要な交通施策（属性別） 
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峡東

峡南

富士・東部

居

住

年

数

別

県

外

地

域

別

全体

性

別

年

齢

別

職

業

別



 

106 

【過去との比較】 
今回の調査では、前回から選択肢の表現を変更している項目もあるため、単純に比較するこ

とは困難であるが、これを前提にして全体順位の変動を見ると、前回１位「歩道の拡幅や段差

の解消、自転車道、通学路の整備などによる交通の安全性確保」及び前回２位「生活に密着し

た市町村道の整備」がそれぞれ－7.8 ﾎﾟｲﾝﾄ、－2.5 ﾎﾟｲﾝﾄと回答率を減少させて、順位が下がっ

た一方、前回３位「中部横断自動車道の早期整備や中央自動車道の渋滞対策など、高速道路網

の充実」が 7.5 ﾎﾟｲﾝﾄ増加して、今回１位となった。 

図表2-13-2 充実が必要な交通施策（過去との比較） 

 

 

 

【まとめ】 

交通施策に関しては、属性による回答傾向の違いが確認でき、生活に身近な道路や交通手段の

安全・安心、利便性の向上を重視する層と、県内外を結ぶ広域的な交通体系の整備に重きをおく

層に分かれていると考えられる。 

県民満足度得点における「居住環境領域」の「公共交通機関」（P42参照）では、過去３回の調

査も含めて一貫してマイナスとなっており、また、問６「行政施策についての要望」（P74参照）

においても公共交通関連が１位となっていることからも、県民満足度の向上において、この分野

の満足度水準の改善はより重要性の高い取り組みと位置付けられる。 

  

（単位：％）

順位 回答率 順位 回答率 順位 回答率

中部横断自動車道の早期整備や中央自動車道の渋滞対策な

ど、高速道路網の充実　*1

生活に密着した市町村道の整備

新山梨環状道路、西関東連絡道路など、県内交通の骨格とな

る道路網の整備

ＪＲ中央線の高速化・利便性向上による東京圏などへのアク

セス向上

日常生活を支えるバス路線の確保・維持 *2

リニア中央新幹線の開業効果を全県に波及させるための交通

ネットワークの整備　*3

地域間を結ぶ国道や県道の整備

交差点の改良やバスレーンの設置などによる渋滞の解消 *4

パークアンドライドなど、車に依存しすぎない公共交通機関

を利用した交通体系の推進

その他

平成 年度 平成 年度 平成 年度

歩道の拡幅や段差の解消、自転車道、通学路の整備などによ

る交通の安全性確保

（注）※順位の網掛けは前回の調査より順位が上がっているもの。回答率の太字は前回調査との差が 5.0ポイント以上 

あるもの。 

※1 平成 24年度調査では「中部横断自動車道の早期整備や中央自動車道の拡幅整備など、高速道路網の充実」

となっていた。 

※2 平成 24年度調査では「県民の日常生活を支えるバス路線の確保・維持」となっていた。 

※3 平成 24年度調査では「リニア中央新幹線の開通を見通した交通体系の検討」となっていた。 

※4 平成 24年度調査から新設された選択肢。 
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（８）地域福祉 

 
 
【今回の調査結果】 

 
 
 
 

問１４ 高齢者や障害者をはじめ誰もが安心して暮らせる地域福祉の推進に向けて、あなた

は行政に対しどのようなことに力を入れてほしいと思いますか。次の中から３つまで

選んでください。（○は３つまで） 

 

高齢者や障害者が快適に暮らせるまちづくり

高齢者の介護を地域全体で支えるための、
生活支援サービス提供体制の充実

高齢者や障害者の多様なニーズに応じた
福祉施設の整備

介護保険制度の充実（介護サービスの質の向上など）

質の高い福祉サービスが提供できるような
福祉人材の養成・確保

認知症に対する理解促進や予防プログラムの普及など、
認知症患者への総合的な支援体制づくり

高齢者や障害者などの社会参加活動の促進

障害者の就労への支援

障害や障害者に関する正しい理解の促進や、
福祉教育の推進

障害者の日常生活を支援する障害福祉サービスの充実

自殺予防への意識を高めることや、地域が自殺防止に
取り組む体制の整備・充実

その他

無回答

 高齢者や障害者をはじめ誰もが安心して暮らせる地域福祉の推進に関し、行政に求めること

については、「高齢者や障害者が快適に暮らせるまちづくり」（35.2％）が最も回答率が高く、

以下「高齢者の介護を地域全体で支えるための、生活支援サービス提供体制の充実」（33.7％）、

「高齢者や障害者の多様なニーズに応じた福祉施設の整備」（31.3％）、「介護保険制度の充実

（介護サービスの質の向上など）」（28.8％）、「質の高い福祉サービスが提供できるような福祉

人材の養成・確保」（28.3％）と続いている。 
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認知症に対する理解促進や予防プログラムの普及など、
認知症患者への総合的な支援体制づくり

高齢者や障害者などの社会参加活動の促進

障害者の就労への支援

障害や障害者に関する正しい理解の促進や、
福祉教育の推進

障害者の日常生活を支援する障害福祉サービスの充実

自殺予防への意識を高めることや、地域が自殺防止に
取り組む体制の整備・充実

その他

無回答

 高齢者や障害者をはじめ誰もが安心して暮らせる地域福祉の推進に関し、行政に求めること

については、「高齢者や障害者が快適に暮らせるまちづくり」（35.2％）が最も回答率が高く、

以下「高齢者の介護を地域全体で支えるための、生活支援サービス提供体制の充実」（33.7％）、

「高齢者や障害者の多様なニーズに応じた福祉施設の整備」（31.3％）、「介護保険制度の充実

（介護サービスの質の向上など）」（28.8％）、「質の高い福祉サービスが提供できるような福祉

人材の養成・確保」（28.3％）と続いている。 
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○ 性別で見ると、「男性」が「女性」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体５位項

目「質の高い福祉サービスが提供できるような福祉人材の養成・確保」（＋3.6 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、

一方で、「女性」が「男性」を同様に上回っている項目としては、全体２位項目「高齢者の介護

を地域全体で支えるための、生活支援サービス提供体制の充実」（＋4.6 ﾎﾟｲﾝﾄ）がある。 

○ 年齢別で見ると、全体１位項目「高齢者や障害者が快適に暮らせるまちづくり」は「20 代」

「30代」で約３割、「60代」で約４割、高齢者福祉の当事者世代と考えられる「70歳以上」で

は５割弱を占めている。なお、「18～19歳」「40代」では全体２位項目「高齢者の介護を地域全

体で支えるための、生活支援サービス提供体制の充実」、「50代」では全体３位項目「高齢者や

障害者の多様なニーズに応じた福祉施設の整備」がそれぞれの属性１位項目となっており、す

べての年齢層において高齢者や障害者といった様々な配慮が必要な方々に対するユニバーサル

社会の構築に大きな関心を寄せていると考えられる。 

○ 職業別で見ると、「官公庁、公共企業体勤務」「学生」を除いたすべての職業において、全体

１位項目「高齢者や障害者が快適に暮らせるまちづくり」で３割以上の回答率となっている。 

また、「官公庁、公共企業体勤務」及び「学生」では、全体２位項目「高齢者の介護を地域全

体で支えるための、生活支援サービス提供体制の充実」に対する関心の方が高く、それぞれの

属性１位項目となっている。 

なお、「主婦・主夫（専業・パート）」では全体１位項目から全体４位項目まで、「全体」と比

較して総じて回答率が高い結果となっており、介護に関する関心が強い職業層であると考えら

れる。 

○ 居住年数別で見ると、全体１位項目「高齢者や障害者が快適に暮らせるまちづくり」は「５

～10年未満」を底として、居住年数が長くなるにつれて回答率が上昇している。全体２位項目

「高齢者の介護を地域全体で支えるための、生活支援サービス提供体制の充実」についてもほ

ぼ同様である一方、全体５位項目「質の高い福祉サービスが提供できるような福祉人材の養成・

確保」では「５～10年未満」をピークとして居住年数が長くなるにつれて回答率が低下してい

る。 

○ 県外居住経験別で見ると、「居住経験あり」が「居住経験なし」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回ってい

る項目は無く、一方で「居住経験なし」が「居住経験あり」を同様に上回っている項目として

は、全体１位項目「高齢者や障害者が快適に暮らせるまちづくり」（＋3.4 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体７位項

目「高齢者や障害者などの社会参加活動の促進」（＋3.1 ﾎﾟｲﾝﾄ）がある。 

○ 地域別で見ると、全体１位項目「高齢者や障害者が快適に暮らせるまちづくり」ではすべて

の地域において３割以上の回答率を示しているものの、「峡南」では全体６位項目「認知症に対

する理解促進や予防プログラムの普及など、認知症患者への総合的な支援体制づくり」が、「富

士・東部」では全体２位項目「高齢者の介護を地域全体で支えるための、生活支援サービス提

供体制の充実」が「全体」を上回って属性１位項目となるなど、地域による回答傾向の違いも

確認できる。 
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図表2-14-1 地域福祉の推進に関し行政に求めること（属性別） 
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【過去との比較】 
今回の調査では、前回から選択肢の表現を変更している項目もあるため、単純に比較すること

は困難であるが、これを前提にして全体順位の変動を見ると、大きな順位変動は無いものの、回

答率に着目すると、１位から３位で低下している一方、４位以下では概ね上昇していることなど

から、地域福祉に対する要望項目が分散傾向にあることが分かる。 

 

図表2-14-2 地域福祉の推進に関し行政に求めること（過去との比較） 

 
 
 
 
 
 
 
 

【まとめ】 
高齢化による介護負担の増大に伴い、地域全体で高齢者を支える「介護の社会化」への関心が

強まっているほか、増え続ける認知症高齢者とその家族に対する支援を充実させていくことも重

要課題と認識されている。一方で、ユニバーサルデザインの考え方が浸透しつつあり、誰もが快

適に暮らせるまちづくりだけでなく、社会参加活動の促進、就労支援、障害理解の促進への関心

も高まっており、地域福祉に対する県民の関心・ニーズが多様化していると考えられる。 

なお、深刻な社会問題として認識されつつある「自殺対策」については、県民の関心に低下が

見られることから、その意識を高める取り組みが必要である。 
  

（単位：％）

順位 回答率 順位 回答率 順位 回答率

高齢者や障害者が快適に暮らせるまちづくり

高齢者の介護を地域全体で支えるための、生活支援サービス

提供体制の充実   *1

高齢者や障害者の多様なニーズに応じた福祉施設の整備

介護保険制度の充実（介護サービスの質の向上など）

質の高い福祉サービスが提供できるような福祉人材の養成・

確保

認知症に対する理解促進や予防プログラムの普及など、認知

症患者への総合的な支援体制づくり   *1　*2

高齢者や障害者などの社会参加活動の促進 *3

障害者の就労への支援

障害や障害者に関する正しい理解の促進や、福祉教育の推進

障害者の日常生活を支援する障害福祉サービスの充実

自殺予防への意識を高めることや、地域が自殺防止に取り組

む体制の整備・充実   *1

その他

平成 年度平成 年度 平成 年度

（注）※順位の網掛けは前回の調査より順位が上がっているもの。回答率の太字は前回調査との差が 5.0ポイント以上 

あるもの。 

※1 平成 24年度調査から新設された選択肢。 

※2 平成 24年度調査では「認知症に対する理解促進や介護技術向上など、認知症高齢者への総合的な支援体制

づくり」となっていた。 

※3 平成 24年度調査では「高齢者や障害者の社会参加活動の促進」となっていた。 
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（９）保健医療 
 
問１５ 日ごろからの健康づくりや、病気やけがなどの時に必要な医療を受けられる環境

づくりのために、あなたは行政に対しどのようなことに力を入れてほしいと思いま

すか。次の中から３つまで選んでください。（○は３つまで） 
 

 
 
 
 
【今回の調査結果】 
 
 
 
 
 
 
 
○ 性別で見ると、「男性」が「女性」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体１位項

目「休日や夜間など緊急時の救急医療体制の整備」（＋3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体２位項目「がんなど主

要な病気に対する診療体制の整備」（＋3.6 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体 10位項目「看護師や助産師など看護職

員の確保・定着」（＋4.4 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、医療体制の整備により大きな関心が寄せられている一

休日や夜間など緊急時の救急医療体制の整備

がんなど主要な病気に対する診療体制の整備

住み慣れた居宅などで必要な医療サービスが
受けられる在宅医療の充実

地震などの災害時に、すみやかに必要な医療が
提供される体制の充実

医療の提供体制が特に弱い地域に対する、
医療機能の強化に向けた支援

産科医や小児科医など医師の確保・定着

生活習慣病など、予防が可能な病気に関する
正しい知識の普及啓発

出産前後の女性が身近で安心して健診や医療が
受けられる体制の充実

健康づくりに関する正しい知識の普及啓発や、
活動への支援

看護師や助産師など看護職員の確保・定着

その他

無回答

健康づくりや医療体制の整備に関し行政に求めることについては、「休日や夜間など緊急時

の救急医療体制の整備」（58.9％）が最も回答率が高く、以下「がんなど主要な病気に対する

診療体制の整備」（31.0％）、「住み慣れた居宅などで必要な医療サービスが受けられる在宅医

療の充実」（30.7％）、「地震などの災害時に、すみやかに必要な医療が提供される体制の充実」

（30.3％）と続いている。 
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づくりのために、あなたは行政に対しどのようなことに力を入れてほしいと思いま

すか。次の中から３つまで選んでください。（○は３つまで） 
 

 
 
 
 
【今回の調査結果】 
 
 
 
 
 
 
 
○ 性別で見ると、「男性」が「女性」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体１位項

目「休日や夜間など緊急時の救急医療体制の整備」（＋3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体２位項目「がんなど主

要な病気に対する診療体制の整備」（＋3.6 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体 10位項目「看護師や助産師など看護職

員の確保・定着」（＋4.4 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、医療体制の整備により大きな関心が寄せられている一 

休日や夜間など緊急時の救急医療体制の整備

がんなど主要な病気に対する診療体制の整備

住み慣れた居宅などで必要な医療サービスが
受けられる在宅医療の充実

地震などの災害時に、すみやかに必要な医療が
提供される体制の充実

医療の提供体制が特に弱い地域に対する、
医療機能の強化に向けた支援

産科医や小児科医など医師の確保・定着

生活習慣病など、予防が可能な病気に関する
正しい知識の普及啓発
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健康づくりに関する正しい知識の普及啓発や、
活動への支援

看護師や助産師など看護職員の確保・定着

その他

無回答

健康づくりや医療体制の整備に関し行政に求めることについては、「休日や夜間など緊急時

の救急医療体制の整備」（58.9％）が最も回答率が高く、以下「がんなど主要な病気に対する

診療体制の整備」（31.0％）、「住み慣れた居宅などで必要な医療サービスが受けられる在宅医

療の充実」（30.7％）、「地震などの災害時に、すみやかに必要な医療が提供される体制の充実」

（30.3％）と続いている。 
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方、「女性」が「男性」を同様に上回っている項目としては、全体６位項目「産科医や小児科医

など医師の確保・定着」（＋5.4 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体８位項目「出産前後の女性が身近で安心して健診

や医療が受けられる体制の充実」（＋4.0 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、出産や子育てに関する分野への関心が

高くなっている。 

○ 年齢別で見ると、すべての年齢層において、全体１位項目「休日や夜間など緊急時の救急医

療体制の整備」が最も高い回答率を示している。また、全体３位項目「住み慣れた居宅などで

必要な医療サービスが受けられる在宅医療の充実」では「50代」以上の回答率が３～５割と高

くなっており、年齢層の特徴も確認できる結果となっている。 

なお、全体７位項目「生活習慣病など、予防が可能な病気に関する正しい知識の普及啓発」

では「20代」から「50代」の関心が１割台と比較的低くなっている。 

○ 職業別で見ると、すべての職業において全体１位項目「休日や夜間など緊急時の救急医療体

制の整備」が最も高い回答率を示している。ただし、属性２位項目ではばらつきが見られ、「商

工・サービス業」「会社、商店、工場勤務」「学生」では全体２位項目「がんなど主要な病気に対

する診療体制の整備」、「農林水産業」「自由業」「官公庁、公共企業体勤務」「主婦・主夫（専業）」

などでは全体３位項目「住み慣れた居宅などで必要な医療サービスが受けられる在宅医療の充

実」となっている。 

なお、「自由業」では全体７位項目「生活習慣病など、予防が可能な病気に関する正しい知識

の普及啓発」に対する関心が比較的低い一方、「学生」は全体８位項目「出産前後の女性が身近

で安心して健診や医療が受けられる体制の充実」への回答率が比較的高い結果となっている。 

○ 居住年数別で見ると、「１年未満」を除くすべての年数層において全体１位項目「休日や夜間

など緊急時の救急医療体制の整備」が最も高い回答率を示している。なお、「20年以上」では全

体３位項目「住み慣れた居宅などで必要な医療サービスが受けられる在宅医療の充実」が属性

２位項目となっており、居住年数が長くなるにつれて回答率は上昇傾向にある。 

○ 県外居住経験別で見ると、「居住経験あり」が「居住経験なし」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回ってい

る項目としては、全体３位項目「住み慣れた居宅などで必要な医療サービスが受けられる在宅

医療の充実」（＋3.1 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体５位項目「医療の提供体制が特に弱い地域に対する、医療機

能の強化に向けた支援」（＋3.2 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、一方で「居住経験なし」が「居住経験あり」を

同様に上回っている項目としては、全体２位項目「がんなど主要な病気に対する診療体制の整

備」（＋5.0 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体７位項目「生活習慣病など、予防が可能な病気に関する正しい知識の

普及啓発」（＋3.1 ﾎﾟｲﾝﾄ）がある。 

○ 地域別で見ると、すべての地域で全体１位項目「休日や夜間など緊急時の救急医療体制の整

備」が最も高い回答率を示しているが、属性２位項目では地域でばらつきが見られ、「峡中」「峡

南」「峡東」では全体４位項目「地震などの災害時に、すみやかに必要な医療が提供される体制

の充実」、「峡北」では全体３位項目「住み慣れた居宅などで必要な医療サービスが受けられる

在宅医療の充実」、「富士・東部」では全体２位項目「がんなど主要な病気に対する診療体制の

整備」がそれぞれ属性２位項目となっている。 
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図表2-15-1 健康づくりや医療体制の整備に関し行政に求めること（属性別） 
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【過去との比較】 
今回の調査では、前回から選択肢の表現を変更している項目もあるため、単純に比較すること

は困難であるが、これを前提にして全体順位の変動を見ると、前回１位の「休日や夜間など緊急

時の救急医療体制の整備」は順位に変動はないが、回答率は 5.9 ﾎﾟｲﾝﾄ減少している。また、前回

５位「がんなど主要な病気に対する診療体制の整備」、前回４位「住み慣れた居宅などで必要な医

療サービスが受けられる在宅医療の充実」では回答率が増加し、それぞれ２位、３位と順位を上

げている一方、前回２位「地震などの災害時に、すみやかに必要な医療が提供される体制の充実」、

前回３位「産科医や小児科医など医師の確保・定着」については回答率が低下し、順位を下げて

いる。 

図表2-15-2 健康づくりや医療体制の整備に関し行政に求めること（過去との比較） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

【まとめ】 
前回から順位や回答率の変動はあるものの、災害時などの救急医療体制やがんなど主要な病気

に対する診療体制など、健康的な生活を支える医療体制の整備に対して、強い関心が寄せられて

いることが明らかとなった。 

一方で、出産や子育てに関する項目では回答率の低下が見られており、行政や大学などによる

医師確保などの積極的な取り組みの成果が表れてきた可能性が考えられるものの、「女性」や「18

～19 歳」「30 代」といった若年層の回答率が比較的高いことを考慮すると、特定の対象者以外の

関心が低下している可能性も考えられることから、いかにして県民全体の関心事として定着させ

ていくかが重要である。  

（単位：％）

順位 回答率 順位 回答率 順位 回答率

休日や夜間など緊急時の救急医療体制の整備　*1

がんなど主要な病気に対する診療体制の整備

住み慣れた居宅などで必要な医療サービスが受けられる在宅医療

の充実　*2

地震などの災害時に、すみやかに必要な医療が提供される体制の

充実　*3

医療の提供体制が特に弱い地域に対する、医療機能の強化に向け

た支援

産科医や小児科医など医師の確保・定着

生活習慣病など、予防が可能な病気に関する正しい知識の普及啓

発　*4

出産前後の女性が身近で安心して健診や医療が受けられる体制の

充実

健康づくりに関する正しい知識の普及啓発や、活動への支援　*5

看護師や助産師など看護職員の確保・定着　*6

その他

平成 年度平成 年度 平成 年度

（注）※順位の網掛けは前回の調査より順位が上がっているもの。回答率の太字は前回調査との差が 5.0ポイント以上あるもの。 

※1 平成 24年度調査では「休日や夜間など主要な病気に対する診療体制の充実」となっていた。 

※2 平成 24年度調査では「住み慣れた居宅などで必要な医療サービスが受けられる在宅医療の推進」となっていた。 

※3 平成 24年度調査では「地震などの災害時に、すみやかに必要な医療が提供される体制の強化」となっていた。 

※4 平成 24年度調査では「生活習慣病や子宮頸がんなど、早い時期からの予防が可能な病気に関する啓発や予防の支援」

となっていた。 

※5 平成 24年度調査では「病気や健康づくりに関する正しい知識の普及啓発や、活動への支援」となっていた。 

※6 平成 24年度調査では「看護師や助産師など看護職員の養成・確保」となっていた。 
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（１０）子育て支援 
 
問１６ 安心して子育てができる環境づくりのために、あなたは行政に対しどのようなこ

とに力を入れてほしいと思いますか。次の中から３つまで選んでください。（○は３

つまで） 

 

 
 
【今回の調査結果】 

 
○ 性別で見ると、「男性」が「女性」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体 10位項

目「児童虐待の防止と早期対応の推進」（＋3.5 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、一方で「女性」が「男性」を同

様に上回っている項目としては、全体７位項目「子育てについての相談やカウンセリングが受

働く親が放課後などに安心して子どもを預けられる
場の確保（放課後児童クラブなど）

ワーク・ライフ・バランスの推進など子育てしやすい
職場環境づくりの支援

子育てに伴う経済的負担の軽減

延長保育や病児保育、休日・夜間保育など、
保育サービスの充実

休日・夜間の急な子どもの病気やけがに対処できる
救急医療や電話相談などの体制の充実

子どもを犯罪や交通事故から守る、安全確保の取り組み

子育てについての相談やカウンセリングが
受けやすい体制の充実

心の問題を抱えた子どもやその家族への相談支援、
心の健康を支える体制の充実

子育てに役立つ情報提供の充実

児童虐待の防止と早期対応の推進

子育て中の親に対する職業訓練や就職支援の充実

育児や家事を男女が協力して行うような意識の啓発

その他

無回答

 安心して子育てができる環境づくりのため行政に求めることについては、「働く親が放課後

などに安心して子どもを預けられる場の確保（放課後児童クラブなど）」（40.0％）が最も回答

率が高く、以下「ワーク・ライフ・バランスの推進など子育てしやすい職場環境づくりの支援」

（30.8％）、「子育てに伴う経済的負担の軽減」（29.4％）、「延長保育や病児保育、休日・夜間保

育など、保育サービスの充実」（28.4％）と続いている。 

 

（１０）子育て支援 
 
問１６ 安心して子育てができる環境づくりのために、あなたは行政に対しどのようなこ

とに力を入れてほしいと思いますか。次の中から３つまで選んでください。（○は３

つまで） 

 

 
 
【今回の調査結果】 

 
○ 性別で見ると、「男性」が「女性」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体 10位項

目「児童虐待の防止と早期対応の推進」（＋3.5 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、一方で「女性」が「男性」を同

様に上回っている項目としては、全体７位項目「子育てについての相談やカウンセリングが受 

働く親が放課後などに安心して子どもを預けられる
場の確保（放課後児童クラブなど）

ワーク・ライフ・バランスの推進など子育てしやすい
職場環境づくりの支援

子育てに伴う経済的負担の軽減

延長保育や病児保育、休日・夜間保育など、
保育サービスの充実

休日・夜間の急な子どもの病気やけがに対処できる
救急医療や電話相談などの体制の充実

子どもを犯罪や交通事故から守る、安全確保の取り組み

子育てについての相談やカウンセリングが
受けやすい体制の充実

心の問題を抱えた子どもやその家族への相談支援、
心の健康を支える体制の充実

子育てに役立つ情報提供の充実

児童虐待の防止と早期対応の推進

子育て中の親に対する職業訓練や就職支援の充実

育児や家事を男女が協力して行うような意識の啓発

その他

無回答

 安心して子育てができる環境づくりのため行政に求めることについては、「働く親が放課後

などに安心して子どもを預けられる場の確保（放課後児童クラブなど）」（40.0％）が最も回答

率が高く、以下「ワーク・ライフ・バランスの推進など子育てしやすい職場環境づくりの支援」

（30.8％）、「子育てに伴う経済的負担の軽減」（29.4％）、「延長保育や病児保育、休日・夜間保

育など、保育サービスの充実」（28.4％）と続いている。 
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けやすい体制の充実」（＋4.0 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体 12位項目「育児や家事を男女が協力して行うような

意識の啓発」（＋3.5 ﾎﾟｲﾝﾄ）がある。 

○ 年齢別で見ると、「40代」を境目に回答傾向の違いを確認でき、全体１位項目「働く親が放課

後などに安心して子どもを預けられる場の確保（放課後児童クラブなど）」は年齢層が上がるに

つれて回答率も概ね上昇し、「40代」以上で属性１位項目となっている一方、全体２位項目「ワ

ーク・ライフ・バランスの推進など子育てしやすい職場環境づくりの支援」では、年齢層が下

がるにつれて回答率が上昇し、「30 代」以下の年齢層で属性１位項目となっている。また、「50

代」「60代」では全体４位項目「延長保育や病児保育、休日・夜間保育など、保育サービスの充

実」の回答率が高くなっている。 

○ 職業別で見ると、多くの職業で全体１位項目「働く親が放課後などに安心して子どもを預け

られる場の確保（放課後児童クラブなど）」が最も回答率が高いなかで、「官公庁、公共企業体

勤務」及び「学生」では全体２位項目「ワーク・ライフ・バランスの推進など子育てしやすい職

場環境づくりの支援」が属性１位項目となっており、特に「学生」の関心が非常に強い結果と

なった。 

また、「農林水産業」及び「自由業」では、全体２位項目「ワーク・ライフ・バランスの推進

など子育てしやすい職場環境づくりの支援」の回答率が比較的低い一方、全体４位項目「延長

保育や病児保育、休日・夜間保育など、保育サービスの充実」がそれぞれの属性１位項目、属

性２位項目となっており、生活環境と職場の区別が付きにくい職業の特徴が表れていると考え

られる。 

なお、全体３位項目「子育てに伴う経済的負担の軽減」について、「自由業」「学生」「主婦・

主夫（専業）」を除いたすべての職業で約３割の回答率を示しており、幅広い層から経済的負担

の軽減に強い関心が寄せられていることが分かる。 

○ 居住年数別で見ると、「10～20年未満」を除いたすべての年数層で全体１位項目「働く親が放

課後などに安心して子どもを預けられる場の確保（放課後児童クラブなど）」が最も高い回答率

を示している。 

○ 県外居住経験別で見ると、「居住経験あり」が「居住経験なし」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回ってい

る項目としては、全体２位項目「ワーク・ライフ・バランスの推進など子育てしやすい職場環

境づくりの支援」（＋3.9 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体４位項目「延長保育や病児保育、休日・夜間保育など、

保育サービスの充実」（＋3.2 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、一方で「居住経験なし」が「居住経験あり」を同

様に上回っている項目としては、全体５位項目「休日・夜間の急な子どもの病気やけがに対処

できる救急医療や電話相談などの体制の充実」（＋3.6 ﾎﾟｲﾝﾄ）がある。 

○ 地域別で見ると、「峡東」を除いたすべての地域で全体１位項目「働く親が放課後などに安心

して子どもを預けられる場の確保（放課後児童クラブなど）」が最も高い回答率を示している。

「峡東」では全体３位項目「子育てに伴う経済的負担の軽減」が「全体」を上回って属性１位

項目となっている。なお、属性２位項目については地域によってばらつきがある。 
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図表 2-16-1 安心して子育てができる環境づくりに関し行政に求めること（属性別） 

 

 
  

（単位：％）

働

く

親

が

放

課

後

な

ど

に

安

心

し

て

子

ど

も

を

預

け

ら

れ

る

場

の

確

保
（

放

課

後

児

童

ク

ラ

ブ

な

ど
）

ワ
ー

ク

・

ラ

イ

フ

・

バ

ラ

ン

ス

の

推

進

な

ど

子

育

て

し

や

す

い

職

場

環

境

づ

く

り

の

支

援

子

育

て

に

伴

う

経

済

的

負

担

の

軽

減

延

長

保

育

や

病

児

保

育
、

休

日

・

夜

間

保

育

な

ど
、

保

育

サ
ー

ビ

ス

の

充

実

休

日

・

夜

間

の

急

な

子

ど

も

の

病

気

や

け

が

に

対

処

で

き

る

救

急

医

療

や

電

話

相

談

な

ど

の

体

制

の

充

実

子

ど

も

を

犯

罪

や

交

通

事

故

か

ら

守

る
、

安

全

確

保

の

取

り

組

み

子

育

て

に

つ

い

て

の

相

談

や

カ

ウ

ン

セ

リ

ン

グ

が

受

け

や

す

い

体

制

の

充

実

心

の

問

題

を

抱

え

た

子

ど

も

や

そ

の

家

族

へ

の

相

談

支

援
、

心

の

健

康

を

支

え

る

体

制

の

充

実

子

育

て

に

役

立

つ

情

報

提

供

の

充

実

児

童

虐

待

の

防

止

と

早

期

対

応

の

推

進

子

育

て

中

の

親

に

対

す

る

職

業

訓

練

や

就

職

支

援

の

充

実

育

児

や

家

事

を

男

女

が

協

力

し

て

行

う

よ

う

な

意

識

の

啓

発

そ

の

他

無

回

答

男性

女性

１８～１９歳 －

２０～２９歳

３０～３９歳 －

４０～４９歳

５０～５９歳 －

６０～６９歳

７０歳以上

自営業・家族従業者　（計）

　　農林水産業 －

　　商工・サービス業

　　自由業 －

勤め人　（計）

　　会社、商店、工場勤務

　　官公庁、公共企業体勤務

その他　（計）

　　学生 －

　　主婦・主夫（パート） －

　　主婦・主夫（専業）

　　その他

１年未満 － － － － － － －

１～５年未満 － －

５～１０年未満 －

１０～２０年未満

２０年以上

居住経験あり

居住経験なし

峡中

峡北 －

峡東

峡南

富士・東部

居

住

年

数

別

県

外

地

域

別

全体

性

別

年

齢

別

職

業

別



 

118 

【過去との比較】 
今回の調査では、前回から選択肢の表現を変更している項目もあるため、単純に比較すること

は困難であるが、これを前提にして全体順位の変動を見ると、前回１位「働く親が放課後などに

安心して子どもを預けられる場の確保（放課後児童クラブなど）」は今回も順位が変わらず、前回

２位の「休日・夜間の急な子どもの病気やけがに対処できる救急医療や電話相談などの体制の充

実」が 4.6 ﾎﾟｲﾝﾄ回答率を下げ、順位も５位に低下した以外は、大きな変化はない。 

なお、今回調査から追加された「ワーク・ライフ・バランスの推進など子育てしやすい職場環

境づくりの支援」は約３割の回答率で２位となり、働き方への関心の高さが確認できる結果とな

った。 

 

図表2-16-2 安心して子育てができる環境づくりに関し行政に求めること（過去との比較） 

 

 

【まとめ】 
働く親をサポートするための子どもの預かり場所の確保や保育サービスの充実については、す

べての県民が高い関心を示している。特に、子育てに直面する層では、これらのほか、小児救急

医療体制や経済的支援などと共に、ワーク・ライフ・バランスなどの働き方に対して高い関心が

示されており、また、高齢者など子育てを側面的に支援することが期待される層では、子どもを

預けられる場の確保に加え、相談支援に対する関心も高く、地域・社会全体で子育てをサポート

しようとする意識の高さを示す結果となった。  

（単位：％）

順位 回答率 順位 回答率 順位 回答率

働く親が放課後などに安心して子どもを預けられる場の確保

（放課後児童クラブなど）

ワーク・ライフ・バランスの推進など子育てしやすい職場環

境づくりの支援　*1

子育てに伴う経済的負担の軽減

延長保育や病児保育、休日・夜間保育など、保育サービスの

充実　*2

休日・夜間の急な子どもの病気やけがに対処できる救急医療

や電話相談などの体制の充実　*3　*4

子どもを犯罪や交通事故から守る、安全確保の取り組み

子育てについての相談やカウンセリングが受けやすい体制の

充実　*3

心の問題を抱えた子どもやその家族への相談支援、心の健康

を支える体制の充実　*3

子育てに役立つ情報提供の充実　*3

児童虐待の防止と早期対応の推進

子育て中の親に対する職業訓練や就職支援の充実　*3

育児や家事を男女が協力して行うような意識の啓発

その他

平成 年度 平成 年度 平成 年度

（注）※順位の網掛けは前回の調査より順位が上がっているもの。回答率の太字は前回調査との差が 5.0ポイント以上 

あるもの。 

※1 平成 29年度調査から新設された選択肢。 

※2 平成 24年度調査では「延長保育や休日・夜間保育など、保育サービスの充実」となっていた。 

※3 平成 24年度調査から新設された選択肢。 

※4 平成 24 年度調査では「休日・夜間の急な子どもの病気に対処できる救急医療や電話相談などの体制の整

備・充実」となっていた。 
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（１１）防災・災害対策 

 
問１７ 東日本大震災や記録的な大雪を教訓に、地域の防災力の強化や災害に強い県土づくり

を進めていくことが重要な課題となっています。県民の安全を守るために、あなたは行

政に対しどのようなことに力を入れてほしいと思いますか。次の中から３つまで選んで

ください。（○は３つまで） 

 
 
 
【今回の調査結果】 

 

○ 性別で見ると、「男性」が「女性」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体４位項

目「洪水や山地崩壊、土砂災害などによる被害を防止する施設の整備」（＋5.8 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体７

位項目「消防団や水防団活動の活性化や自主防災組織の育成など、地域での組織的な災害対応

力の強化」（＋4.0 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体９位項目「消防本部の広域化による防災組織・体制の強化、災

災害など緊急時に備えた食料、飲料水、
医薬品などの備蓄や確保

災害や避難に関する情報を、県民にすみやかに
提供するシステムの整備

消防防災ヘリコプターの運航体制の確保や近隣自治体との
応援体制の連携強化など、広域的な防災体制の充実

洪水や山地崩壊、土砂災害などによる
被害を防止する施設の整備

学校、病院などの公共施設や住宅の耐震化の促進

避難・救助活動や物資援助に役立つ、災害に強い
道づくりや橋の耐震化の推進

消防団や水防団活動の活性化や自主防災組織の育成など、
地域での組織的な災害対応力の強化

地域防災リーダーの養成や、防災に関する学習機会の
提供など、地域防災力の強化への支援

消防本部の広域化による防災組織・体制の
強化、災害時対応力の強化

地震災害時に避難地や物資の集積地として機能する、
都市公園の防災拠点化の推進

その他

無回答

災害から県民の安全を守るため行政に求めることについては、「災害など緊急時に備えた食

料、飲料水、医薬品などの備蓄や確保」（43.3％）が最も回答率が高く、以下「災害や避難に関

する情報を県民にすみやかに提供するシステムの整備」（41.1％）、「消防防災ヘリコプターの

運航体制の確保や近隣自治体との応援体制の連携強化など、広域的な防災体制の充実」

（29.0％）、「洪水や山地崩壊、土砂災害などによる被害を防止する施設の整備」（26.9％）と続

いている。 

 

（１１）防災・災害対策 

 
問１７ 東日本大震災や記録的な大雪を教訓に、地域の防災力の強化や災害に強い県土づくり

を進めていくことが重要な課題となっています。県民の安全を守るために、あなたは行

政に対しどのようなことに力を入れてほしいと思いますか。次の中から３つまで選んで

ください。（○は３つまで） 

 
 
 
【今回の調査結果】 

 

○ 性別で見ると、「男性」が「女性」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体４位項

目「洪水や山地崩壊、土砂災害などによる被害を防止する施設の整備」（＋5.8 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体７

位項目「消防団や水防団活動の活性化や自主防災組織の育成など、地域での組織的な災害対応

力の強化」（＋4.0 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体９位項目「消防本部の広域化による防災組織・体制の強化、災 

災害など緊急時に備えた食料、飲料水、
医薬品などの備蓄や確保

災害や避難に関する情報を、県民にすみやかに
提供するシステムの整備

消防防災ヘリコプターの運航体制の確保や近隣自治体との
応援体制の連携強化など、広域的な防災体制の充実

洪水や山地崩壊、土砂災害などによる
被害を防止する施設の整備

学校、病院などの公共施設や住宅の耐震化の促進

避難・救助活動や物資援助に役立つ、災害に強い
道づくりや橋の耐震化の推進

消防団や水防団活動の活性化や自主防災組織の育成など、
地域での組織的な災害対応力の強化

地域防災リーダーの養成や、防災に関する学習機会の
提供など、地域防災力の強化への支援

消防本部の広域化による防災組織・体制の
強化、災害時対応力の強化

地震災害時に避難地や物資の集積地として機能する、
都市公園の防災拠点化の推進

その他

無回答

災害から県民の安全を守るため行政に求めることについては、「災害など緊急時に備えた食

料、飲料水、医薬品などの備蓄や確保」（43.3％）が最も回答率が高く、以下「災害や避難に関

する情報を県民にすみやかに提供するシステムの整備」（41.1％）、「消防防災ヘリコプターの

運航体制の確保や近隣自治体との応援体制の連携強化など、広域的な防災体制の充実」

（29.0％）、「洪水や山地崩壊、土砂災害などによる被害を防止する施設の整備」（26.9％）と続

いている。 
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害時対応力の強化」（＋4.1 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、一方で「女性」が「男性」を同様に上回っている項

目としては、全体１位項目「災害など緊急時に備えた食料、飲料水、医薬品などの備蓄や確保」

（＋3.7 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体５位項目「学校、病院などの公共施設や住宅の耐震化の促進」（＋4.0 ﾎﾟｲ

ﾝﾄ）と、より日常生活に関係の深い項目となっている。 

○ 年齢別で見ると、「50代」を境として回答傾向に違いがあり、より若い世代では全体１位項目

「災害など緊急時に備えた食料、飲料水、医薬品などの備蓄や確保」が高い回答率を示してい

る一方、より高齢世代では全体２位項目「災害や避難に関する情報を県民にすみやかに提供す

るシステムの整備」に強い関心が示されている。地域活動に着目した全体７位項目「消防団や

水防団活動の活性化や自主防災組織の育成など、地域での組織的な災害対応力の強化」や全体

８位項目「地域防災リーダーの養成や、防災に関する学習機会の提供など、地域防災力の強化

への支援」では、「30代」「40代」を底として年齢層が上がるにつれて回答率は上昇傾向にある。 

○ 職業別で見ると、全体的な回答傾向は近似しているものの、全体７位項目「消防団や水防団

活動の活性化や自主防災組織の育成など、地域での組織的な災害対応力の強化」及び全体８位

項目「地域防災リーダーの養成や、防災に関する学習機会の提供など、地域防災力の強化への

支援」において、「農林水産業」と「商工・サービス業」が「全体」と比べて比較的回答率が高

く、それぞれ職業間における１位と２位になっている。 

○ 居住年数別で見ると、「５～10年未満」を除き、全体的に回答傾向は近似している。「５～10

年未満」では、全体２位項目「災害や避難に関する情報を県民にすみやかに提供するシステム

の整備」が属性１位項目となっており、全体１位項目「災害など緊急時に備えた食料、飲料水、

医薬品などの備蓄や確保」は「全体」を大きく下回っている。 

○ 県外居住経験別で見ると、「居住経験あり」が「居住経験なし」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回った項

目としては、全体６位項目「避難・救助活動や物資援助に役立つ、災害に強い道づくりや橋の

耐震化の推進」（＋3.2 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体 10位項目「地震災害時に避難地や物資の集積地として機能

する、都市公園の防災拠点化の推進」（＋3.9 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、一方で「居住経験なし」が「居住

経験あり」を同様に上回った項目は無い。 

○ 地域別で見ると、全体１位項目「災害など緊急時に備えた食料、飲料水、医薬品などの備蓄

や確保」は「峡南」を除くすべての地域で最も回答率が高い結果となった。「峡南」では、全体

２位項目「災害や避難に関する情報を、県民にすみやかに提供するシステムの整備」が属性１

位項目となっているが、全体１位項目との開きは小さく、地域の特徴というほどの違いではな

い。 
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図表2-17-1 災害から県民の安全を守ることに関し行政に求めること（属性別） 
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【過去との比較】 
今回の調査では、前回から選択肢の表現を変更している項目もあるため、単純に比較すること

は困難であるが、これを前提にして全体順位の変動を見ると、前回９位「洪水や山地崩壊、土砂

災害などによる被害を防止する施設の整備」が回答率を大きく上げて今回４位となったほかは、

大きな順位の変動は見られなかった。 
 

図表2-17-2 災害から県民の安全を守ることに関し行政に求めること（過去との比較）

 

   
 
 
 
【まとめ】 

日本社会に未曾有の被害をもたらした東日本大震災から６年以上が経過したものの、震災以降

も日本全国で頻発する土砂災害などのニュースに接する機会も多く、現在においても防災施設整

備や食料等の生活必需品の備蓄、災害情報の迅速な把握に対して、県民が非常に強い関心を寄せ

続けていることが確認できる。 
その一方で、消防団や地域防災リーダーの養成など、住民主体で防災活動に取り組む意識が低

下しているが、災害から県民の安全を守るためには、自助・共助・公助の連携が重要であり、地

域を主体とした取り組みをより一層定着させていくことが重要である。 

（単位：％）

順位 回答率 順位 回答率 順位 回答率

災害など緊急時に備えた食料、飲料水、医薬品などの備蓄や

確保

災害や避難に関する情報を、県民にすみやかに提供するシス

テムの整備 *1

消防防災ヘリコプターの運航体制の確保や近隣自治体との応

援体制の連携強化など、広域的な防災体制の充実

洪水や山地崩壊、土砂災害などによる被害を防止する施設の

整備

学校、病院などの公共施設や住宅の耐震化の促進

避難・救助活動や物資援助に役立つ、災害に強い道づくりや

橋の耐震化の推進

消防団や水防団活動の活性化や自主防災組織の育成など、地

域での組織的な災害対応力の強化 *2

地域防災リーダーの養成や、防災に関する学習機会の提供な

ど、地域防災力の強化への支援

消防本部の広域化による防災組織・体制の強化、災害時対応

力の強化　*3

地震災害時に避難地や物資の集積地として機能する、都市公

園の防災拠点化の推進

その他

平成 年度 平成 年度 平成 年度

（注）※順位の網掛けは前回の調査より順位が上がっているもの。回答率の太字は前回調査との差が 5.0ポイント以上 

あるもの。また、本設問は平成 24年度から追加されたものであるため、平成 20年度はデータがなし。 

※1 平成 24年度調査では「災害に関する情報をすみやかに提供するシステムの整備」となっていた。 

※2 平成 24年度調査では「身近な消防団活動の活性化や自主防災組織の育成など、地域での組織的な災害対応力

の強化」となっていた。 

※3 平成 24年度調査では「消防本部の広域化による防災組織・体制の強化、災害時対応力の充実」となっていた。 
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（１２）安全・快適な社会づくり 

 
問１８ 快適で安全に暮らせる社会づくりのために、あなたは行政に対しどのようなことに力

を入れてほしいと思いますか。次の中から３つまで選んでください。（〇は３つまで） 

 

 

 

 

 

【今回の調査結果】 

 

 

防犯カメラ、防犯灯の設置などによる犯罪の未然防止

高齢者、障害者をはじめ誰もが利用しやすい施設や
通路、駐車場などの整備の推進

交通事故や飲酒運転防止のための、運転者や歩行者への
意識啓発など、交通安全対策の充実

自主防犯団体の支援や住民の防犯意識の啓発など、
地域ぐるみの防犯活動の推進

電話詐欺など高齢者が被害に遭う危険性の高い犯罪の防止

暴力追放運動の支援や県民・事業者への暴力団排除意識の
啓発など、暴力団排除活動の推進

食品の安全性を確保する監視・検査体制の充実

新型インフルエンザなど、重大な感染症の拡大防止対策の
強化や感染症医療体制の充実

インターネット上の犯罪から県民を守るためのパトロール体制
強化など、サイバー犯罪対策の推進

インターネット上でのモラルやマナーの向上（人に迷惑をかける
書き込みや電子メールの防止など）に関する普及啓発

犯罪被害者への支援対策の充実

商品・サービスに関する取引の適正化や相談体制の充実

その他

無回答

 安全・快適な社会づくりのため行政に求めることについて、最も回答率が高かったのは「防

犯カメラ、防犯灯の設置などによる犯罪の未然防止」（54.5％）であり、以下「高齢者、障害者

をはじめ誰もが利用しやすい施設や通路、駐車場などの整備の推進」（37.5％）、「交通事故や飲

酒運転防止のための、運転者や歩行者への意識啓発など、交通安全対策の充実」（27.2％）、「自

主防犯団体の支援や住民の防犯意識の啓発など、地域ぐるみの防犯活動の推進」（26.7％）と続

いている。 

（注）※「食品の安全性を確保する監視・検査体制の充実」と「新型インフルエンザなど、重大な感染症の拡大防止対策の強 

化や感染症医療体制の充実」は回答率が同率で回答数も同数となった。 

 

（１２）安全・快適な社会づくり 

 
問１８ 快適で安全に暮らせる社会づくりのために、あなたは行政に対しどのようなことに力

を入れてほしいと思いますか。次の中から３つまで選んでください。（〇は３つまで） 

 

 

 

 

【今回の調査結果】 

 

 

 

防犯カメラ、防犯灯の設置などによる犯罪の未然防止

高齢者、障害者をはじめ誰もが利用しやすい施設や
通路、駐車場などの整備の推進

交通事故や飲酒運転防止のための、運転者や歩行者への
意識啓発など、交通安全対策の充実

自主防犯団体の支援や住民の防犯意識の啓発など、
地域ぐるみの防犯活動の推進

電話詐欺など高齢者が被害に遭う危険性の高い犯罪の防止

暴力追放運動の支援や県民・事業者への暴力団排除意識の
啓発など、暴力団排除活動の推進

食品の安全性を確保する監視・検査体制の充実

新型インフルエンザなど、重大な感染症の拡大防止対策の
強化や感染症医療体制の充実

インターネット上の犯罪から県民を守るためのパトロール体制
強化など、サイバー犯罪対策の推進

インターネット上でのモラルやマナーの向上（人に迷惑をかける
書き込みや電子メールの防止など）に関する普及啓発

犯罪被害者への支援対策の充実

商品・サービスに関する取引の適正化や相談体制の充実

その他

無回答

 安全・快適な社会づくりのため行政に求めることについて、最も回答率が高かったのは「防

犯カメラ、防犯灯の設置などによる犯罪の未然防止」（54.5％）であり、以下「高齢者、障害者

をはじめ誰もが利用しやすい施設や通路、駐車場などの整備の推進」（37.5％）、「交通事故や飲

酒運転防止のための、運転者や歩行者への意識啓発など、交通安全対策の充実」（27.2％）、「自

主防犯団体の支援や住民の防犯意識の啓発など、地域ぐるみの防犯活動の推進」（26.7％）と続

いている。 

（注）※「食品の安全性を確保する監視・検査体制の充実」と「新型インフルエンザなど、重大な感染症の拡大防止対策の強 

化や感染症医療体制の充実」は回答率が同率で回答数も同数となった。 
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○ 性別で見ると、「男性」が「女性」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体３位項

目「交通事故や飲酒運転防止のための、運転者や歩行者への意識啓発など、交通安全対策の充

実」（＋3.9 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体６位項目「暴力追放運動の支援や県民・事業者への暴力団排除意識の

啓発など、暴力団排除活動の推進」（＋4.8 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体 11位項目「犯罪被害者への支援対策の

充実」（＋3.9 ﾎﾟｲﾝﾄ）がある。一方で「女性」が「男性」を同様に上回っている項目としては、

全体７位項目「食品の安全性を確保する監視・検査体制の充実」（＋3.8 ﾎﾟｲﾝﾄ）がある。 

○ 年齢別で見ると、全体１位項目「防犯カメラ、防犯灯の設置などによる犯罪の未然防止」は

概ねすべての年齢層で５～６割の回答率となっており、全体２位項目「高齢者、障害者をはじ

め誰もが利用しやすい施設や通路、駐車場などの整備の推進」においても多くの年齢層で３割

以上、とりわけ「60代」以上では４割以上の回答率が示されている。なお、全体４位項目「自

主防犯団体の支援や住民の防犯意識の啓発など、地域ぐるみの防犯活動の推進」では、年齢層

が上がるにつれて回答率は上昇傾向にある。 

○ 職業別で見ると、全体１位項目「防犯カメラ、防犯灯の設置などによる犯罪の未然防止」は

すべての職業で最も回答率が高く、全体２位項目「高齢者、障害者をはじめ誰もが利用しやす

い施設や通路、駐車場などの整備の推進」も「自由業」を除くすべての職業で属性２位項目と

なるなど全体的に回答傾向は近似している。 

なお、「自由業」では全体４位項目「自主防犯団体の支援や住民の防犯意識の啓発など、地域

ぐるみの防犯活動の推進」が属性２位項目となっている。この項目は「農林水産業」「主婦・主

夫（専業）」でも「全体」を上回る回答率となっており、職業における地域社会との関係の大き

さが表れていると考えられる。 

○ 居住年数別で見ると、全体１位項目「防犯カメラ、防犯灯の設置などによる犯罪の未然防止」

は居住年数が長くなるにつれて回答率が上昇している一方、全体３位項目「交通事故や飲酒運

転防止のための、運転者や歩行者への意識啓発など、交通安全対策の充実」は居住年数が短い

ほど回答率は上昇傾向にある。 

○ 県外居住経験別で見ると、「居住経験あり」が「居住経験なし」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回ってい

る項目は無い一方、「居住経験なし」が「居住経験あり」を同様に上回っている項目としては、

全体１位項目「防犯カメラ、防犯灯の設置などによる犯罪の未然防止」（＋5.1 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体５

位項目「電話詐欺など高齢者が被害に遭う危険性の高い犯罪の防止」（＋5.8 ﾎﾟｲﾝﾄ）がある。 

○ 地域別で見ると、全体１位項目「防犯カメラ、防犯灯の設置などによる犯罪の未然防止」に

ついては「峡北」を除いた地域で属性１位項目となっているなど、全体的な回答傾向は近似し

ている。 

「峡北」は全体２位項目「高齢者、障害者をはじめ誰もが利用しやすい施設や通路、駐車場

などの整備の推進」が属性１位項目となっている一方、全体５位項目「電話詐欺など高齢者が

被害に遭う危険性の高い犯罪の防止」、全体８位項目「新型インフルエンザなど、重大な感染症

の拡大防止対策の強化や感染症医療体制の充実」で「全体」を下回っており、他の地域と回答

傾向に違いが確認できる。 
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図表2-18-1 安全・快適な社会づくりに関し行政に求めること（属性別） 
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【過去との比較】 
今回の調査では、前回から選択肢の表現を変更している項目もあるため、単純に比較すること

は困難であるが、これを前提にして全体順位の変動を見ると、前回１位「防犯カメラ、防犯灯の

設置などによる犯罪の未然防止」は回答率が上昇して１位を維持している一方、前回４位「暴力

追放運動の支援や県民・事業者への暴力団排除意識の啓発など、暴力団排除活動の推進」が回答

率を下げて今回６位と下がったほかは大きな変動は見られない。なお、今回調査より追加された

「電話詐欺など高齢者が被害に遭う危険性の高い犯罪の防止」は 24.4％で５位となり、県民が大

きな関心を寄せている結果となった。 

 
図表2-18-2 安全・快適な社会づくりに関し行政に求めること（過去との比較）

 

 

 
 
 
 
【まとめ】 

安全・快適な社会づくりには、犯罪や交通事故、感染症や食品などの安全に加え、インターネ

ットを介した誹謗・中傷やいじめ、犯罪的行為などのさまざまな課題が存在しているため、本問

も多様な選択肢を含むこととなったが、今回から追加された電話詐欺等の犯罪防止も含め、犯罪

行為や交通事故の防止を重要視する傾向が明らかとなった。 
なお、インターネットに関するモラルの低下やサイバー犯罪への対応については、前回同様、

関心の低い状況が続いており、今後の社会環境の変化に対応するために、関心を高めていく取り

組みが重要である。  

（単位：％）

順位 回答率 順位 回答率 順位 回答率

防犯カメラ、防犯灯の設置などによる犯罪の未然防止　*1

高齢者、障害者をはじめ誰もが利用しやすい施設や通路、駐車

場などの整備の推進

交通事故や飲酒運転防止のための、運転者や歩行者への意識啓

発など、交通安全対策の充実　*2

自主防犯団体の支援や住民の防犯意識の啓発など、地域ぐるみ

の防犯活動の推進

電話詐欺など高齢者が被害に遭う危険性の高い犯罪の防止　*3

暴力追放運動の支援や県民・事業者への暴力団排除意識の啓発

など、暴力団排除活動の推進

食品の安全性を確保する監視・検査体制の充実

新型インフルエンザなど、重大な感染症の拡大防止対策の強化

や感染症医療体制の充実　*4

インターネット上の犯罪から県民を守るためのパトロール体制

強化など、サイバー犯罪対策の推進

インターネット上でのモラルやマナーの向上（人に迷惑をかけ

る書き込みや電子メールの防止など）に関する普及啓発

犯罪被害者への支援対策の充実

商品・サービスに関する取引の適正化や相談体制の充実

その他

平成 年度 平成 年度 平成 年度

（注）※順位の網掛けは前回の調査より順位が上がっているもの。回答率の太字は前回調査との差が 5.0ポイント以上

あるもの。また、本設問は平成 24年度から追加されたものであるため、平成 20年度はデータがなし。 

※「食品の安全性を確保する監視・検査体制の充実」と「新型インフルエンザなど、重大な感染症の拡大防止対

策の強化や感染症医療体制の充実」は回答率が同率で回答数も同数となった。 

※1 平成 24年度調査では「防犯カメラ、防犯灯の設置など環境整備による犯罪の未然防止」となっていた。 

※2 平成 24年度調査では「交通事故防止のための、運転者や歩行者への意識啓発など、交通安全対策の充実」

となっていた。 

※3 平成 29年度調査から新設された選択肢。 

※4 平成 24年度調査では「新型インフルエンザなど、重大な感染症の拡大防止対策の強化」となっていた。 
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（１３）学校教育 
 
問１９ 学校教育に関して、あなたは行政に対しどのようなことに力を入れてほしいと思

いますか。 次の中から３つまで選んでください。（○は３つまで） 

 
 
 
【今回の調査結果】 
 
 
 
 
 
 
 

基礎的な知識・技能や学ぶ意欲、思考力・判断力
・表現力などを身につける教育の充実

教職員の資質・指導力の向上

奉仕・自然・農業体験など、自ら考え、判断し、他者と協働して
行動できる資質や能力を育む体験活動の充実

きめ細かな指導が可能となる少人数教育の充実

国際的に活躍できる人材を育てる語学教育などの充実

社会的・職業的自立に向け、必要な能力や態度を育む
キャリア教育・職業教育の充実

子どもの体力向上への取り組みの推進

子どもの心の問題に対応するための専門員の配置など、
支援体制の強化

大学など、高等教育機関の充実

学校への冷房設備導入や校庭の芝生化など、
快適な教育環境の整備推進

魅力と活力ある高校づくりの推進
（中高一貫教育、専攻科の設置など）

地域が学校教育を応援する体制づくりなど、
学校・家庭・地域の連携強化

郷土のことを知り、大切に思う心を育むための、
郷土教育（歴史、環境、自然、景観）の充実

障害のある子どもなど、特別なニーズに対応する教育の充実

食育（食に関する正しい知識や行動を
身につけるための教育）の推進

その他

無回答

 学校教育に関し行政に求めることについて最も回答率が高かったのは、「基礎的な知識・技能

や学ぶ意欲、思考力・判断力・表現力などを身につける教育の充実」（41.8％）であり、以下「教

職員の資質・指導力の向上」（39.8％）、「奉仕・自然・農業体験など、自ら考え、判断し、他者

と協働して行動できる資質や能力を育む体験活動の充実」（22.2％）、「きめ細かな指導が可能と

なる少人数教育の充実」（20.4％）と続いている。 
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奉仕・自然・農業体験など、自ら考え、判断し、他者と協働して
行動できる資質や能力を育む体験活動の充実

きめ細かな指導が可能となる少人数教育の充実

国際的に活躍できる人材を育てる語学教育などの充実

社会的・職業的自立に向け、必要な能力や態度を育む
キャリア教育・職業教育の充実

子どもの体力向上への取り組みの推進

子どもの心の問題に対応するための専門員の配置など、
支援体制の強化

大学など、高等教育機関の充実

学校への冷房設備導入や校庭の芝生化など、
快適な教育環境の整備推進

魅力と活力ある高校づくりの推進
（中高一貫教育、専攻科の設置など）

地域が学校教育を応援する体制づくりなど、
学校・家庭・地域の連携強化

郷土のことを知り、大切に思う心を育むための、
郷土教育（歴史、環境、自然、景観）の充実

障害のある子どもなど、特別なニーズに対応する教育の充実

食育（食に関する正しい知識や行動を
身につけるための教育）の推進

その他

無回答

 学校教育に関し行政に求めることについて最も回答率が高かったのは、「基礎的な知識・技

能や学ぶ意欲、思考力・判断力・表現力などを身につける教育の充実」（41.8％）であり、以下

「教職員の資質・指導力の向上」（39.8％）、「奉仕・自然・農業体験など、自ら考え、判断し、

他者と協働して行動できる資質や能力を育む体験活動の充実」（22.2％）、「きめ細かな指導が

可能となる少人数教育の充実」（20.4％）と続いている。 
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○ 性別で見ると、「男性」が「女性」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体１位項

目「基礎的な知識・技能や学ぶ意欲、思考力・判断力・表現力などを身につける教育の充実」

（＋8.1 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体２位項目「教職員の資質・指導力の向上」（＋4.1 ﾎﾟｲﾝﾄ）と、知識習得を

重視する項目が多いのに対し、「女性」が「男性」を同様に上回っている項目としては、全体４

位項目「きめ細かな指導が可能となる少人数教育の充実」（＋3.2 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体８位項目「子ど

もの心の問題に対応するための専門員の配置など、支援体制の強化」（＋4.3 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体 14位

項目「障害のある子どもなど、特別なニーズに対応する教育の充実」（＋3.2 ﾎﾟｲﾝﾄ）と、心の育

成に着目した項目が多くなった。 

○ 年齢別で見ると、全体１位項目「基礎的な知識・技能や学ぶ意欲、思考力・判断力・表現力

などを身につける教育の充実」では、子どもや孫の教育問題に直面するケースが多いと考えら

れる「30代」以上で４割以上の回答率を示しており、全体２位項目「教職員の資質・指導力

の向上」、全体３位項目「奉仕・自然・農業体験など、自ら考え、判断し、他者と協働して行

動できる資質や能力を育む体験活動の充実」も含めて、教育の内容に関する項目では年齢層が

上がるにつれて回答率は上昇傾向にある。また、全体 12位項目「地域が学校教育を応援する

体制づくりなど、学校・家庭・地域の連携強化」及び全体 13位項目「郷土のことを知り、大

切に思う心を育むための、郷土教育（歴史、環境、自然、景観）の充実」など、地域と連携し

た教育の進め方についても同様である。 

一方、全体９位項目「大学など、高等教育機関の充実」や全体 10位項目「学校への冷房設

備導入や校庭の芝生化など、快適な教育環境の整備推進」、全体 11位項目「魅力と活力ある高

校づくりの推進（中高一貫教育、専攻科の設置など）」などの教育環境に関する項目について

は年齢層が下がるにつれて回答率は上昇傾向にある。 

○ 職業別で見ると、全体１位項目「基礎的な知識・技能や学ぶ意欲、思考力・判断力・表現力な

どを身につける教育の充実」が「商工・サービス業」「会社、商店、工場勤務」「官公庁、公共企

業体勤務」「主婦・主夫（専業）」で属性１位項目となっている一方、「農林水産業」「自由業」

「学生」「主婦・主夫（パート）」では全体２位項目「教職員の資質・指導力の向上」が属性１位

項目となっているなど、職業により回答傾向に違いを確認できる。 

○ 居住年数別で見ると、全体１位項目「基礎的な知識・技能や学ぶ意欲、思考力・判断力・表現

力などを身につける教育の充実」について、居住年数が長くなるにつれて回答率は上昇傾向に

ある。 

○ 県外居住経験別で見ると、「居住経験あり」が「居住経験なし」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回ってい

る項目としては、全体３位項目「奉仕・自然・農業体験など、自ら考え、判断し、他者と協働し

て行動できる資質や能力を育む体験活動の充実」（＋6.6 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、一方で「居住経験な

し」が「居住経験あり」を同様に上回っている項目は無い。 

○ 地域別で見ると、「峡北」を除くすべての地域で全体的に回答傾向は近似している。「峡北」

では全体２位項目「教職員の資質・指導力の向上」が属性１位項目となっているほか、冷涼な

気候や豊富な自然環境が身近にあるという環境もあり、全体 10位項目「学校への冷房設備導入

や校庭の芝生化など、快適な教育環境の整備推進」で「全体」を下回っている。 
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図表2-19-1 学校教育に関し行政に求めること（属性別） 
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【過去との比較】 
今回の調査では、前回から選択肢の表現を変更している項目もあるため、単純に比較すること

は困難であるが、これを前提にして全体順位の変動を見ると、前回１位「教職員の資質・指導力

の向上」、前回２位「基礎的な知識・技能や学ぶ意欲、思考力・判断力・表現力などを身につけ

る教育の充実」ともに回答率を大きく下げて順位が入れ替わっているほか、前回３位「子どもの

心の問題に対応するための専門員の配置など、支援体制の強化」も大きく回答率を下げ、８位と

なった。 

なお、今回調査で追加された「子どもの体力向上への取り組みの推進」は回答率 17.4％で７

位となり、県民から大きな関心が寄せられていることが明らかとなった。 

 

図表2-19-2 学校教育に関し行政に求めること（過去との比較） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

（単位：％）

順位 回答率 順位 回答率 順位 回答率

基礎的な知識・技能や学ぶ意欲、思考力・判断力・表現力な

どを身につける教育の充実

教職員の資質・指導力の向上

奉仕・自然・農業体験など、自ら考え、判断し、他者と協働

して行動できる資質や能力を育む体験活動の充実   *1

きめ細かな指導が可能となる少人数教育の充実   *2

国際的に活躍できる人材を育てる語学教育などの充実  *3

*4

社会的・職業的自立に向け、必要な能力や態度を育むキャリ

ア教育・職業教育の充実  *3 *5

子どもの体力向上への取り組みの推進   *6

子どもの心の問題に対応するための専門員の配置など、支援

体制の強化

大学など、高等教育機関の充実

学校への冷房設備導入や校庭の芝生化など、快適な教育環境

の整備推進　*3

魅力と活力ある高校づくりの推進（中高一貫教育、専攻科の

設置など）   *7

地域が学校教育を応援する体制づくりなど、学校・家庭・地

域の連携強化   *8

郷土のことを知り、大切に思う心を育むための、郷土教育

（歴史、環境、自然、景観）の充実

障害のある子どもなど、特別なニーズに対応する教育の充実

食育（食に関する正しい知識や行動を身につけるための教

育）の推進　*3

その他

平成 年度 平成 年度 平成 年度

（注）※順位の網掛けは前回の調査より順位が上がっているもの。回答率の太字は前回調査との差が 5.0ポイント以上 

あるもの。 

※1 平成 24年度調査では「奉仕・自然・農業体験など、自ら考え、判断し行動できる資質や能力を育む体験活 

動の充実」となっていた。 

※2 平成 24年度調査では「少人数学級による教育指導の充実」となっていた。 

※3 平成 24年度調査から新設された選択肢。 

   ※4 平成 24年度調査では「国際化社会に対応できる人材を育てる語学教育の推進」となっていた。 

   ※5 平成 24年度調査では「社会的・職業的自立に向け必要な能力や態度を育むキャリア教育の充実」となっ 

ていた。 

   ※6 平成 29年度調査から新設された選択肢。 

   ※7 平成 24年度調査では「魅力ある高校づくりの推進（中高一貫教育、学科の改編など）」となっていた。 

※8 平成 24年度調査では「地域が学校を応援する体制づくりなど、学校・家庭・地域の連携強化」となってい 

た。 
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【まとめ】 

全体的に、基礎的な知識に加えて、学習意欲や思考力・判断力・表現力など、基本的な学力を

身につけさせる教育内容の充実を望む意見は多く、また教育の質の向上のための、教育現場にお

いて指導的立場にある教職員の能力・意欲の向上や教育環境の充実に対する関心も高いことが明

らかとなった。 
なお、前述のとおり、「教育・文化領域」における県民満足度（P48参照）では、「幼稚園・保育

所」「小中高の教育」では満足度得点がプラスとなっている一方で、「高等教育の機会」「家庭教育」

ではマイナスとなるなど、当事者や保護者がおかれた教育環境によって満足度に差が表れている

ことから、その対象者に合わせた、きめ細やかな取り組みが重要である。 
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（１４）文化・スポーツ・生涯学習 
 
問２０ 芸術文化活動やスポーツ・レクリエーション活動、生涯学習について、あなたは

行政に対しどのようなことに力を入れてほしいと思いますか。次の中から３つまで

選んでください。（○は３つまで） 

 
 
 
 
【今回の調査結果】 

 
○ 性別で見ると、「男性」が「女性」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体３位項

目「県内スポーツ選手の競技力の向上や、素質あるジュニア選手（児童生徒など）の育成強化」

（＋4.6 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体５位項目「スポーツ指導者の養成と、スポーツ少年団の育成・強化への支

援」（＋4.3 ﾎﾟｲﾝﾄ）とスポーツ関連である一方、「女性」が「男性」を同様に上回っている項目

としては、全体１位項目「公立施設（文化ホール、図書館、美術館、博物館など）における芸術

文化に触れる機会の充実」（＋4.9 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体７位項目「芸術文化活動やスポーツ・レクリエ

ーション活動、生涯学習に関連する情報提供」（＋5.4 ﾎﾟｲﾝﾄ）と、芸術文化関連となっている。 

公立施設（文化ホール、図書館、美術館、博物館など）における
芸術文化に触れる機会の充実

身近な地域でスポーツやレクリエーションをする機会の提供

県内スポーツ選手の競技力の向上や、素質ある
ジュニア選手（児童生徒など）の育成強化

文化財の保存・活用

スポーツ指導者の養成と、スポーツ少年団の育成・強化への支援

郷土の歴史や文化を自ら学べる機会（講演会、
講座、学級、教室など）の充実

芸術文化活動やスポーツ・レクリエーション活動、
生涯学習に関連する情報提供

県内各地の文化施設のネットワーク化

社会教育を推進する団体の取り組みへの支援

その他

無回答

 芸術文化活動やスポーツ・レクリエーション活動、生涯学習に関し行政に求めることについ

ては、「公立施設（文化ホール、図書館、美術館、博物館など）における芸術文化に触れる機

会の充実」（48.9％）が最も回答率が高く、以下「身近な地域でスポーツやレクリエーション

をする機会の提供」（38.1％）、「県内スポーツ選手の競技力の向上や、素質あるジュニア選手

（児童生徒など）の育成強化」（29.3％）、「文化財の保存・活用」（28.1％）と続いている。 

 

（１４）文化・スポーツ・生涯学習 
 
問２０ 芸術文化活動やスポーツ・レクリエーション活動、生涯学習について、あなたは

行政に対しどのようなことに力を入れてほしいと思いますか。次の中から３つまで

選んでください。（○は３つまで） 

 
 
 
 
【今回の調査結果】 

 
○ 性別で見ると、「男性」が「女性」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体３位項

目「県内スポーツ選手の競技力の向上や、素質あるジュニア選手（児童生徒など）の育成強化」

（＋4.6 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体５位項目「スポーツ指導者の養成と、スポーツ少年団の育成・強化への支

援」（＋4.3 ﾎﾟｲﾝﾄ）とスポーツ関連である一方、「女性」が「男性」を同様に上回っている項目

としては、全体１位項目「公立施設（文化ホール、図書館、美術館、博物館など）における芸術

文化に触れる機会の充実」（＋4.9 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体７位項目「芸術文化活動やスポーツ・レクリエ

ーション活動、生涯学習に関連する情報提供」（＋5.4 ﾎﾟｲﾝﾄ）と、芸術文化関連となっている。 

公立施設（文化ホール、図書館、美術館、博物館など）における
芸術文化に触れる機会の充実

身近な地域でスポーツやレクリエーションをする機会の提供

県内スポーツ選手の競技力の向上や、素質ある
ジュニア選手（児童生徒など）の育成強化

文化財の保存・活用

スポーツ指導者の養成と、スポーツ少年団の育成・強化への支援

郷土の歴史や文化を自ら学べる機会（講演会、
講座、学級、教室など）の充実

芸術文化活動やスポーツ・レクリエーション活動、
生涯学習に関連する情報提供

県内各地の文化施設のネットワーク化

社会教育を推進する団体の取り組みへの支援

その他

無回答

 芸術文化活動やスポーツ・レクリエーション活動、生涯学習に関し行政に求めることについ

ては、「公立施設（文化ホール、図書館、美術館、博物館など）における芸術文化に触れる機

会の充実」（48.9％）が最も回答率が高く、以下「身近な地域でスポーツやレクリエーション

をする機会の提供」（38.1％）、「県内スポーツ選手の競技力の向上や、素質あるジュニア選手

（児童生徒など）の育成強化」（29.3％）、「文化財の保存・活用」（28.1％）と続いている。 
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○ 年齢別で見ると、「18～19歳」では全体４位項目「文化財の保存・活用」が属性１位項目とな

っているのを除き、全体的に回答傾向は近似している。「40代」以下では全体３位項目「県内ス

ポーツ選手の競技力の向上や、素質あるジュニア選手（児童生徒など）の育成強化」で３割を

上回っており、２割台である「50代」以上との間に違いが確認できる。 

なお、全体６位項目「郷土の歴史や文化を自ら学べる機会（講演会、講座、学級、教室など）

の充実」と全体７位項目「芸術文化活動やスポーツ・レクリエーション活動、生涯学習に関連

する情報提供」では年齢層が上がるにつれて回答率が上昇傾向にある。 

○ 職業別で見ると、全体１位項目「公立施設（文化ホール、図書館、美術館、博物館など）にお

ける芸術文化に触れる機会の充実」はすべての職業層において属性１位項目となっている。「自

由業」及び「学生」を除くすべての職業では全体２位項目「身近な地域でスポーツやレクリエ

ーションをする機会の提供」が属性２位項目となっているなか、「自由業」では全体４位項目「文

化財の保存・活用」が「全体」を大きく上回り、属性２位項目となっている。 

○ 居住年数別で見ると、「１年未満」を除き、すべての年数層で全体１位項目「公立施設（文化

ホール、図書館、美術館、博物館など）における芸術文化に触れる機会の充実」が属性１位項

目となっているが、「１～５年未満」では全体４位項目「文化財の保存・活用」も「全体」を大

きく上回り同率で属性１位項目となっている。また、「10～20年未満」では全体３位項目「県内

スポーツ選手の競技力の向上や、素質あるジュニア選手（児童生徒など）の育成強化」で「全

体」を上回り属性２位項目となっている。 

なお、「１年未満」を除くと、全体４位項目「文化財の保存・活用」、全体６位項目「郷土の歴

史や文化を自ら学べる機会（講演会、講座、学級、教室など）の充実」、全体７位項目「芸術文

化活動やスポーツ・レクリエーション活動、生涯学習に関連する情報提供」、全体８位項目「県

内各地の文化施設のネットワーク化」では、「５～10年未満」を底として、居住年数が短く、ま

たは長くなるにつれて回答率は上昇傾向にある。 

○ 県外居住経験別で見ると、「居住経験あり」が「居住経験なし」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回ってい

る項目としては、全体７位項目「芸術文化活動やスポーツ・レクリエーション活動、生涯学習

に関連する情報提供」（＋3.1 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体８位項目「県内各地の文化施設のネットワーク化」

（＋5.4 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、逆に「居住経験なし」が「居住経験あり」を同様に上回っている項目

としては、全体４位項目「文化財の保存・活用」（＋3.2 ﾎﾟｲﾝﾄ）がある。 

○ 地域別で見ると、すべての地域における属性１位項目と属性２位項目は「全体」と共通して

いるものの、全体３位項目「県内スポーツ選手の競技力の向上や、素質あるジュニア選手（児

童生徒など）の育成強化」が属性３位項目となった地域は「峡中」「峡北」「峡東」であり、「峡

南」では全体５位項目「スポーツ指導者の養成と、スポーツ少年団の育成・強化への支援」、「富

士・東部」では全体４位項目「文化財の保存・活用」がそれぞれ属性３位項目となっている。特

に「富士・東部」においては、富士山の世界文化遺産の構成資産が多数存在しているという地

域特性が文化財に対する関心の高さに繋がっていると考えられる。 
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図表2-20-1 文化・スポーツ・生涯学習に関し行政に求めること（属性別） 
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【過去との比較】 
今回の調査では、前回から選択肢の表現を変更している項目もあるため、単純に比較すること

は困難であるが、これを前提にして全体順位の変動を見ると、前回に続いて「公立施設（文化ホ

ール、図書館、美術館、博物館など）芸術文化に触れる機会の充実」が最も高い回答率を示し、以

下、２位、３位においても前回から順位の変動はなかった。なお、「文化財の保存・活用」が６位

から４位に上昇しており、特に観光面における文化財活用への関心の高まりなどが影響している

と考えられる。 
 

図表2-20-2 文化・スポーツ・生涯学習に関し行政に求めること（過去との比較） 

 
 
 
 
 

 
 
【まとめ】 

「公立施設（文化ホール、図書館、美術館、博物館など）における芸術文化に触れる機会の充

実」及び「身近な地域でスポーツやレクリエーションをする機会の提供」が前回に続いて上位に

並んだことから、イベントや講習会への参加機会の充実に対する希望が多いと考えられる。 

ただし、スポーツ振興に重点を置く層、郷土史や郷土の文化に関する生涯学習の機会を求める

層など、属性による特徴も確認できることから、その関心層に適した施策を展開することが効果

的・効率的と考えられる。 

（単位：％）

順位 回答率 順位 回答率 順位 回答率

公立施設（文化ホール、図書館、美術館、博物館など）にお

ける芸術文化に触れる機会の充実

身近な地域でスポーツやレクリエーションをする機会の提供

*1

県内スポーツ選手の競技力の向上や、素質あるジュニア選手

（児童生徒など）の育成強化   *2　*3

文化財の保存・活用

スポーツ指導者の養成と、スポーツ少年団の育成・強化への

支援

郷土の歴史や文化を自ら学べる機会（講演会、講座、学級、

教室など）の充実

芸術文化活動やスポーツ・レクリエーション活動、生涯学習

に関連する情報提供

県内各地の文化施設のネットワーク化

社会教育を推進する団体の取り組みへの支援

その他

平成 年度 平成 年度 平成 年度

（注）※順位の網掛けは前回の調査より順位が上がっているもの。回答率の太字は前回調査との差が 5.0ポイント以上 

あるもの。 

※1 平成 24年度調査では「スポーツやレクリエーションをする機会の提供」となっていた。 

※2 平成 24年度調査では「県内スポーツ選手の競技力の向上や、素質あるジュニア選手（児童生徒など）の発 

掘・育成強化」となっていた。 

   ※3 平成 24年度調査から新設された選択肢。 
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（１５）移住・定住の促進 
 
問２１ 地域社会の活力維持のためには、人口の減少傾向に歯止めをかけ、山梨に住む人々の

増加・定着を図る必要があります。定住促進のために、あなたは今後どのようなことに

力を入れてほしいと思いますか。次の中から３つまで選んでください。（○は３つまで） 

 
 
 
 
【今回の調査結果】 
 
 
 
 
 

 

働く場の確保

医療サービス・子育て支援・地域福祉の充実

山梨に住みながら近隣の都県に通勤・通学ができるような、
道路や公共交通機関の利便性向上

女性が生き生きと暮らせる環境づくり

生活を支える身近なバス路線など、
日常の移動手段の利便性向上

農・林業の担い手の確保・育成

自然環境や景観の維持・形成

リニア中央新幹線を活用した新たなライフスタイルの
提案や、移住者の受入環境の整備

サテライトオフィス（情報通信機器を用いて山梨にいながら
県外企業に勤務できる形態）などの体制整備支援

教育環境の充実

情報提供の充実（県内企業の就職情報、
移住に関する情報の提供など）

結婚活動（婚活）への支援

芸術文化・スポーツ・レクリエーションや娯楽・レジャーの充実

防犯・防災対策の充実

外国人労働者の受け入れの推進

その他

無回答

 移住・定住の促進のため今後力を入れてほしいことについては、「働く場の確保」（71.5％）

が最も高い回答率を示し、以下「医療サービス・子育て支援・地域福祉の充実」（37.1％）、「山

梨に住みながら近隣の都県に通勤・通学ができるような、道路や公共交通機関の利便性向上」

（25.9％）、「女性が生き生きと暮らせる環境づくり」（18.0％）と続いている。 

（注）※「生活を支える身近なバス路線など、日常の移動手段の利便性向上」と「農・林業の担い手の確保・育成」は回答率 
が同率であるが、回答数は「生活を支える身近なバス路線など、日常の移動手段の利便性向上」が上回っている。 
 

 

 

（１５）移住・定住の促進 
 
問２１ 地域社会の活力維持のためには、人口の減少傾向に歯止めをかけ、山梨に住む人々の

増加・定着を図る必要があります。定住促進のために、あなたは今後どのようなことに

力を入れてほしいと思いますか。次の中から３つまで選んでください。（○は３つまで） 

 
 
 
 
【今回の調査結果】 
 
 
 
 
 

 

働く場の確保

医療サービス・子育て支援・地域福祉の充実

山梨に住みながら近隣の都県に通勤・通学ができるような、
道路や公共交通機関の利便性向上

女性が生き生きと暮らせる環境づくり

生活を支える身近なバス路線など、
日常の移動手段の利便性向上

農・林業の担い手の確保・育成

自然環境や景観の維持・形成

リニア中央新幹線を活用した新たなライフスタイルの
提案や、移住者の受入環境の整備

サテライトオフィス（情報通信機器を用いて山梨にいながら
県外企業に勤務できる形態）などの体制整備支援

教育環境の充実

情報提供の充実（県内企業の就職情報、
移住に関する情報の提供など）

結婚活動（婚活）への支援

芸術文化・スポーツ・レクリエーションや娯楽・レジャーの充実

防犯・防災対策の充実

外国人労働者の受け入れの推進

その他

無回答

 移住・定住の促進のため今後力を入れてほしいことについては、「働く場の確保」（71.5％）

が最も高い回答率を示し、以下「医療サービス・子育て支援・地域福祉の充実」（37.1％）、「山

梨に住みながら近隣の都県に通勤・通学ができるような、道路や公共交通機関の利便性向上」

（25.9％）、「女性が生き生きと暮らせる環境づくり」（18.0％）と続いている。 

（注）※「生活を支える身近なバス路線など、日常の移動手段の利便性向上」と「農・林業の担い手の確保・育成」は回答率 
が同率であるが、回答数は「生活を支える身近なバス路線など、日常の移動手段の利便性向上」が上回っている。 
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○ 性別で見ると、「男性」が「女性」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体１位項

目「働く場の確保」（＋3.1 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体６位項目「農・林業の担い手の確保・育成」（＋5.6 ﾎﾟ

ｲﾝﾄ）、全体７位項目「自然環境や景観の維持・形成」（＋5.3 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体８位項目「リニア中

央新幹線を活用した新たなライフスタイルの提案や移住者の受入環境の整備」（＋8.1 ﾎﾟｲﾝﾄ）、

全体 12位項目「結婚活動（婚活）への支援」（＋3.2 ﾎﾟｲﾝﾄ）がある一方、「女性」が「男性」を

同様に上回った項目としては、全体２位項目「医療サービス・子育て支援・地域福祉の充実」

（＋6.6 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体４位項目「女性が生き生きと暮らせる環境づくり」（＋13.3 ﾎﾟｲﾝﾄ）があ

る。 

○ 年齢別で見ると、全体１位項目「働く場の確保」は「18～19歳」と「50 代」で８割を超える

など、すべての年齢層で６割以上の回答率となっており、全体的に県民の関心が高い項目とな

った。また、全体２位項目「医療サービス・子育て支援・地域福祉の充実」では「30代」以上

で比較的回答率が高い一方、全体３位項目「山梨に住みながら近隣の都県に通勤・通学ができ

るような、道路や公共交通機関の利便性向上」は「20代」以下の回答率が高くなっているなど、

年齢層に応じたライフスタイルとの強い関係が表れていると考えられる。 

○ 職業別で見ると、職業的関心をそのまま表していると考えられる項目があり、全体６位項目

「農・林業の担い手の確保・育成」では「農林水産業」が「全体」を大きく上回っているほか、

「自由業」「官公庁、公共企業体勤務」「学生」では、全体１位項目「働く場の確保」において比

較的強い関心が示されている。 

なお、「学生」では、全体３位項目「山梨に住みながら近隣の都県に通勤・通学ができるよう

な、道路や公共交通機関の利便性向上」、全体８位項目「リニア中央新幹線を活用した新たなラ

イフスタイルの提案や移住者の受入環境の整備」で「全体」を上回っており、仮に県外へ就職・

進学しても通勤・通学が可能であれば山梨に住み続けたいという学生のニーズやリニア中央新

幹線への期待の大きさがうかがえる。 

○ 居住年数別で見ると、「１年未満」を除いたすべての年数層において全体１位項目「働く場の

確保」が６～７割を占めており、働き先の確保が最も重視されている。 

○ 県外居住経験別で見ると、全体的に回答傾向が近似しており、「居住経験あり」が「居住経験

なし」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体 15 位項目「外国人労働者の受け入れ

の推進」（＋3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、逆に「居住経験なし」が「居住経験あり」を同様に上回ってい

る項目としては、全体２位項目「医療サービス・子育て支援・地域福祉の充実」（＋5.6 ﾎﾟｲﾝﾄ）、

全体４位項目「女性が生き生きと暮らせる環境づくり」（＋4.7 ﾎﾟｲﾝﾄ）がある。 

○ 地域別で見ると、すべての地域で全体１位項目「働く場の確保」、全体２位項目「医療サービ

ス・子育て支援・地域福祉の充実」が属性１位項目、属性２位項目となっており、全体的な回

答傾向は近似している。なお、「峡中」の全体５位項目「生活を支える身近なバス路線など、日

常の移動手段の利便性向上」、「峡北」の全体７位項目「自然環境や景観の維持・形成」、「峡東」

の全体６位項目「農・林業の担い手の確保・育成」などが、他の地域よりも回答率が高くなっ

ており、その地域の特性を示していると考えられる。 

○ なお、参考として、定住意識（「住みたい意向」及び「住みたくない意向」。問２参照）ごとに

集計し、回答傾向を見たところ、「住みたくない意向」の層では、特に全体３位項目「山梨に住
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みながら近隣の都県に通勤・通学ができるような、道路や公共交通機関の利便性向上」、全体５

位項目「生活を支える身近なバス路線など、日常の移動手段の利便性向上」の２項目において、

「住みたい意向」の層の回答率を大きく上回った。 

図表2-21-1 移住・定住の促進に関し行政に求めること（属性別） 
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【過去との比較】 
今回の調査では、前回から選択肢の表現を変更している項目もあるため、単純に比較すること

は困難であるが、これを前提にして全体順位の変動を見ると、前回上位項目では大きな変動は見

られずに、今回も「働く場の確保」が７割以上の回答率を占めて１位となっている。 

なお、今回調査で追加された項目「女性が生き生きと暮らせる環境づくり」は 18.0％で４位、

「リニア中央新幹線を活用した新たなライフスタイルの提案や移住者の受入環境の整備」は

12.7％で８位となり、県民の関心の高さを確認できる結果となった。 

図表2-21-2 移住・定住の促進に関し行政に求めること（過去との比較） 

 
 
 

 
 
【まとめ】 
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に関する施策が移住・定住の促進において最も重要であると県民が認識しており、その上で、地

域福祉や公共交通網整備などの生活基盤の強化に関心を抱いている点は前回同様となった。 
なお、前述した本調査の問６「行政の施策についての要望」（P74参照）においても、公共交通

機関や地域福祉、雇用安定化、子育て支援などが上位に位置付けられており、これらの項目は移

住・定住に限らず、本県の重要分野であるとの認識が定着していると考えられる。 
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生活を支える身近なバス路線など、日常の移動手段の利便性
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農・林業の担い手の確保・育成

自然環境や景観の維持・形成

リニア中央新幹線を活用した新たなライフスタイルの提案や

移住者の受入環境の整備　*1

サテライトオフィス（情報通信機器を用いて山梨にいながら

県外企業に勤務できる形態）などの体制整備支援

教育環境の充実
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平成 年度 平成 年度 平成 年度

（注）※順位の網掛けは前回の調査より順位が上がっているもの。回答率の太字は前回調査との差が 5.0ポイント以上 

あるもの。また、本設問は平成 24年度から追加されたものであるため、平成 20年度はデータがなし。 

   ※1 平成 29年度調査から新設された選択肢。 
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４ 公共施設整備についての要望 

 
問２２ あなたのお住まいの地域で、ぜひ整備してもらいたい公共施設は何ですか。次の中か

ら３つまで選んでください。（○は３つまで） 

 
 
 
 
【今回の調査結果】 

 
○ 性別で見ると、「男性」が「女性」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回っている項目としては、全体２位項

目「日常生活でよく利用する道路」（＋4.0 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体６位項目「災害対策施設（河川改修や

土砂災害対策工事など）」（＋4.5 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体８位項目「スポーツ施設（体育館、運動場など）」

（＋3.2 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、逆に「女性」が「男性」を同様に上回っている項目としては、全体１

位項目「公共交通機関（バスや鉄道など）」（＋4.1 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体４位項目「公園、広場、遊歩道、

遊園地など」（＋5.1 ﾎﾟｲﾝﾄ）がある。 
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と続いている。 
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○ 年齢別で見ると、全体３位項目「高齢者福祉施設」、全体５位項目「高度医療施設（総合病院

など）」、全体７位項目「地域医療施設（診療所など）」といった医療・福祉関係施設に関しては、

年齢層が上がるにつれて回答率は上昇傾向にあり、特に「高齢者福祉施設」では「70 歳以上」

で約５割を示している。 

一方、「30代」を中心に、全体４位項目「公園、広場、遊歩道、遊園地など」、全体９位項目

「駐車場や駐輪場」、全体 10 位項目「児童福祉施設（保育所、児童館など）」などで、「50 代」

以上の年齢層より高い回答率を示しており、主に子育てに関係する項目への関心が高いと考え

られる。 

○ 職業別で見ると、全体１位項目「公共交通機関（バスや鉄道など）」が属性１位項目となって

いる職業は「自由業」「官公庁、公営企業体勤務」「学生」「主婦・主夫（パート）」であり、「農

林水産業」「商工・サービス業」「会社、商店、工場勤務」「主婦・主夫（専業）」では、全体２位

項目「日常生活でよく利用する道路」の回答率が最も高いなど、職業によって回答傾向にばら

つきが確認できる。 

また、「農林水産業」において、全体２位項目「日常生活でよく利用する道路」、全体３位項

目「高齢者福祉施設」、全体６位項目「災害対策施設（河川改修や土砂災害対策工事など）」、全

体 12位項目「下水道」で「全体」より回答率が高くなっており、自然環境の変化や農業従事者

の高齢化などに対する関心が高い。また、「主婦・主夫（専業）」でも全体３位項目「高齢者福祉

施設」、全体７位項目「地域医療施設（診療所など）」などで「全体」を上回っており、介護など

の高齢者福祉に比較的関心が強い職業層であると考えられる。 

○ 居住年数別で見ると、全体５位項目「高度医療施設（総合病院など）」、全体６位項目「災害

対策施設（河川改修や土砂災害対策工事など）」、全体７位項目「地域医療施設（診療所など）」

において、居住年数が長くなるにつれて回答率は上昇傾向にある。 

○ 県外居住経験別で見ると、「居住経験あり」が「居住経験なし」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回ってい

る項目は、全体１位項目「公共交通機関（バスや鉄道など）」（＋6.4 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体 12位項目「下

水道」（＋3.7 ﾎﾟｲﾝﾄ）であり、一方で「居住経験なし」が「居住経験あり」を同様に上回ってい

る項目は、全体２位項目「日常生活でよく利用する道路」（＋5.1 ﾎﾟｲﾝﾄ）、全体４位項目「公園、

広場、遊歩道、遊園地など」（＋4.5 ﾎﾟｲﾝﾄ）となっている。 

○ 地域別で見ると、全体１位項目「公共交通機関（バスや鉄道など）」は「峡中」「峡東」「峡南」

において属性１位項目となっているものの、「峡北」「富士・東部」では全体２位項目「日常生

活でよく利用する道路」が属性１位項目となり、交通関係では共通しているものの、地域にお

ける違いが確認できる。 

なお、「峡北」では全体１位項目「公共交通機関（バスや鉄道など）」、全体３位項目「高齢者

福祉施設」、全体５位項目「高度医療施設（総合病院など）」が同回答率で属性２位項目となっ

ているほか、「峡南」では全体６位項目「災害対策施設（河川改修や土砂災害対策工事など）」

が唯一３割を超えた回答率となり、比較的頻度の多い土砂崩落などの災害対策に対する強い関

心が示されている。 
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図表2-22-1 整備を希望する公共施設（属性別） 
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館
、

博

物

館
、

文

化

ホ
ー

ル

な

ど
）

下

水

道

高

等

教

育

機

関
（

大

学
、

短

大

な

ど
）

障

害

者

福

祉

施

設

公

営

住

宅

そ

の

他

無

回

答

男性

女性

１８～１９歳 － － －

２０～２９歳

３０～３９歳 －

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

自営業・家族従業者　（計）

　　農林水産業 － －

　　商工・サービス業

　　自由業 － －

勤め人　（計）

　　会社、商店、工場勤務

　　官公庁、公共企業体勤務

その他　（計）

　　学生 －

　　主婦・主夫（パート） －

　　主婦・主夫（専業）

　　その他

１年未満 － － － － － － － － － －

１～５年未満 － － －

５～１０年未満 －

１０～２０年未満

２０年以上

居住経験あり

居住経験なし

峡中

峡北 －

峡東

峡南

富士・東部

居

住

年

数

別

県

外

地

域

別

全体

性

別

年

齢

別

職

業

別
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【過去との比較】 
今回の調査では、前回から選択肢の表現を変更している項目もあるため、単純に比較すること

は困難であるが、これを前提にして全体順位の変動を見ると、前回１位の「日常生活でよく利用

する道路」は回答率が減少して今回２位となったものの、今回１位の「公共交通機関（バスや鉄

道など）」との差は 0.1 ﾎﾟｲﾝﾄに過ぎず、ニーズは依然として高いことが確認できる。今回１位「公

共交通機関（バスや鉄道など）」は、前回から回答率を大幅に上昇させ（＋10.7 ﾎﾟｲﾝﾄ）、「日常生

活でよく利用する道路」とともに４割近い回答率となっており、県民の多くが交通関係に大きな

関心を寄せていることが分かる。 

 

図表 2-22-2 整備を希望する公共施設（過去との比較） 

 
 
 

 
【まとめ】 

地域生活に身近な公共施設として、道路や公共交通網の整備に対するニーズが依然として高い

ことが確認できる。特に全体１位項目「公共交通機関（バスや鉄道など）」は、県民満足度得点に

おける「居住環境領域」の「公共交通機関」（P42参照）が過去調査を含めて一貫してマイナスと

なっていることなどからも、県民が強い要望を抱いていることが改めて確認できる結果となった。 

（単位：％）

順位 回答率 順位 回答率 順位 回答率

公共交通機関（バスや鉄道など）

日常生活でよく利用する道路

高齢者福祉施設

公園、広場、遊歩道、遊園地など   *1

高度医療施設（総合病院など）

災害対策施設（河川改修や土砂災害対策工事など）

地域医療施設（診療所など）

スポーツ施設（体育館、運動場など）

駐車場や駐輪場

児童福祉施設（保育所、児童館など）

文化施設（図書館、美術館、博物館、文化ホールなど）

下水道

高等教育機関（大学、短大など）

障害者福祉施設

公営住宅

その他

平成 年度平成 年度 平成 年度

（注）※順位の網掛けは前回の調査より順位が上がっているもの。回答率の太字は前回調査との差が 5.0ポイント以上 

あるもの。 

※1 平成 24年度調査では「公園、広場、遊園地など」となっていた。 
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５ 期待する山梨県の将来像 

 
問２３ あなたが期待する山梨県の将来像をことばで表すと、次のうちどれになりますか。あ

なたのイメージに近いものを次の中から３つまで選んでください。（○は３つまで） 

 
 
【今回の調査結果】 

 

○ 性別で見ると、「男性」が「女性」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回った項目としては、全体１位項目「自

然」（＋3.8 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、逆に「女性」が「男性」を同様に上回った項目は無かった。 

○ 年齢別で見ると、全体１位項目「自然」ではすべての年齢層で６割以上の回答率を占め、特

に「60 代」「70 歳以上」では７割を超えている。全体５位項目「健康」、全体７位項目「調和」

では、年齢層が上がるにつれて回答率が概ね上昇している一方、全体３位項目「快適」、全体 10

位項目「にぎやか」では、年齢層が若い世代の回答率が比較的高くなっている。 

○ 職業別で見ると、全体１位項目「自然」ではすべての職業で約７割の回答率となっている。

なお、「農林水産業」で全体４位項目「安全」が属性３位項目、「会社、商店、工場勤務」で全体

３位項目「快適」が属性２位項目となっており、厳しい自然環境における安全性や、通勤環境

や職場環境における快適性など、職業との関係性が表れていると考えられる。 

自 然

やすらぎ

快 適

安 全

健 康

伝 統

調 和

開 発

個 性

にぎやか

交 流

田 園

先 進

国 際

洗 練

中 心

その他

無回答

山梨県に期待する将来像のイメージとしては、「自然」（69.2％）が突出しており、２番目の

「やすらぎ」（40.4％）を大きく引き離している。以下「快適」（33.4％）、「安全」（32.4％）、

「健康」（23.4％）と続いている。 

 

５ 期待する山梨県の将来像 

 
問２３ あなたが期待する山梨県の将来像をことばで表すと、次のうちどれになりますか。あ

なたのイメージに近いものを次の中から３つまで選んでください。（○は３つまで） 

 
 
【今回の調査結果】 

 

○ 性別で見ると、「男性」が「女性」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回った項目としては、全体１位項目「自

然」（＋3.8 ﾎﾟｲﾝﾄ）があり、逆に「女性」が「男性」を同様に上回った項目は無かった。 

○ 年齢別で見ると、全体１位項目「自然」ではすべての年齢層で６割以上の回答率を占め、特

に「60 代」「70 歳以上」では７割を超えている。全体５位項目「健康」、全体７位項目「調和」

では、年齢層が上がるにつれて回答率が概ね上昇している一方、全体３位項目「快適」、全体 10

位項目「にぎやか」では、年齢層が若い世代の回答率が比較的高くなっている。 

○ 職業別で見ると、全体１位項目「自然」ではすべての職業で約７割の回答率となっている。

なお、「農林水産業」で全体４位項目「安全」が属性３位項目、「会社、商店、工場勤務」で全体

３位項目「快適」が属性２位項目となっており、厳しい自然環境における安全性や、通勤環境

や職場環境における快適性など、職業との関係性が表れていると考えられる。

自 然

やすらぎ

快 適

安 全

健 康

伝 統

調 和

開 発

個 性

にぎやか

交 流

田 園

先 進

国 際

洗 練

中 心

その他

無回答

山梨県に期待する将来像のイメージとしては、「自然」（69.2％）が突出しており、２番目の

「やすらぎ」（40.4％）を大きく引き離している。以下「快適」（33.4％）、「安全」（32.4％）、

「健康」（23.4％）と続いている。 
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○ 居住年数別で見ると、「1年未満」を除いたすべての年数層で全体１位項目「自然」が最も高

い回答率となっているが、各属性２位項目に着目すると、「10～20年未満」「20年以上」では全

体２位項目「やすらぎ」、「１～５年未満」「５年～10年未満」では全体３位項目「快適」と居住

年数 10年を境に回答傾向が異なっている。 

○ 県外居住経験別で見ると、「居住経験あり」が「居住経験なし」を 3.0 ﾎﾟｲﾝﾄ以上上回った項

目は、全体１位項目「自然」（＋6.6 ﾎﾟｲﾝﾄ）であり、「居住経験なし」が「居住経験あり」を同

様に上回った項目は、全体２位項目「やすらぎ」（＋4.5 ﾎﾟｲﾝﾄ）である。 

○ 地域別で見ると、いずれの地域においても全体１位項目「自然」が約７割の回答率を示し、

全体２位項目「やすらぎ」、全体３位項目「快適」が３～４割と続く結果となった。なお、「峡

南」では全体５位項目「健康」及び全体６位項目「伝統」、「峡北」では全体 12 位項目「田園」

が、比較的高い回答率を示している。 

図表2-23-1 期待する山梨県の将来像（属性別） 

 

（単位：％）

自

　

然

や

す

ら

ぎ

快

　

適

安

　

全

健

　

康

伝

　

統

調

　

和

開

　

発

個

　

性

に

ぎ

や

か

交

　

流

田

　

園

先

　

進

国

　

際

洗

　

練

中

　

心

そ

の

他

無

回

答

男性

女性

１８～１９歳 － － －

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳 －

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上 －

自営業・家族従業者　（計）

　　農林水産業 － － － －

　　商工・サービス業

　　自由業 － －

勤め人　（計）

　　会社、商店、工場勤務

　　官公庁、公共企業体勤務 －

その他　（計）

　　学生 － －

　　主婦・主夫（パート） －

　　主婦・主夫（専業） －

　　その他 －

１年未満 － － － － － － － － － － － －

１～５年未満 － － － －

５～１０年未満 － －

１０～２０年未満 －

２０年以上

居住経験あり

居住経験なし

峡中

峡北 －

峡東 －

峡南

富士・東部

居

住

年

数

別

県

外

地

域

別

全体

性

別

年

齢

別

職

業

別
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【過去との比較】 
 前回調査と比較すると、多少の順位変動はあるものの、「安全」に関してのみ 5.1 ﾎﾟｲﾝﾄ低下し

たほかは、回答率が大きく変化した項目は確認できなかった。 

図表2-23-2 期待する山梨県の将来像（過去との比較） 

 

 
【まとめ】 

１位の「自然」は過去２回の調査を含めて一貫して７割程度の県民から選択されている。本調

査の問３「山梨県のよいところ」（P62参照）において自然環境に恵まれている点が圧倒的多数で

選ばれたことからも、本県の強みとして認知されたうえで、代表的な地域資源として将来にわた

り維持・保全していくべき、との意向が強く表れていると考えられる。 

なお、「その他」を除く本問の 16 項目のうち、回答率が２桁に達したのは半分の８項目のみで

あり、かつ上位項目への回答の集中が見られることから、本県のあるべき将来像について、豊か

な「自然」がもたらす「やすらぎ」や「快適さ」、それに伴う「安全」や「健康」などといった、

県民の間に強い共通性を有するイメージが定着しており、大都市圏に近接しながらも、都会とは

一線を画した地域の理想像に対する期待が表れている。 

とはいえ、「開発」「にぎやか」「交流」「先進」といった項目でも回答率の上昇が見られ、地域活

力の維持・向上に対する期待の大きさにも留意することが必要である。 

 

（単位：％）

順位 回答率 順位 回答率 順位 回答率

自 然

やすらぎ

快 適

安 全

健 康

伝 統

調 和

開 発

個 性

にぎやか

交 流

田 園

先 進

国 際

洗 練

中 心

その他

平成20年度 平成29年度平成24年度

（注）※順位の網掛けは前回の調査より順位が上がっているもの。回答率の太字は 
前回調査との差が 5.0ポイント以上あるもの。 
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山 梨 県 民 意 識 調 査 票          平成２９年７月 

 

                                          山梨県 
インターネット回答用番号 

調 査 員 名 点 検 者 名 
年 度 地 番 地点番号 

２ ９ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山梨県が実施する「県民意識調査」でうかがいました。この調査は、暮らしに  

ついてのお考えをお聞きして、今後の山梨県の施策に反映することが目的です。  

調査結果はコンピュータによって統計的に処理するため、個別のご回答内容が  

公表されることはありません。また、他の目的に利用することはありません。  

お忙しいところ恐縮ですが、よろしくお願いいたします。  

 

 

 

・この調査は個人を対象にしていますので、                様ご自身に記入をお願いいたし 

ます。  

※ご本人が何らかの理由で記入できないときは、ご本人のお考えを、ご家族の方が代わって 

ご記入ください。 

 

・ご記入は、黒の鉛筆か、黒のボールペンでお願いします。 

 

・ご回答は、選択項目が用意されている質問では、あてはまる項目についている太字の数字（１，

２など）を○で囲んでください。 

また、「その他（       ）」にあてはまる場合は、太字の数字を○で囲むとともに、その内容を

（    ）内にご記入ください。 

 
・この調査は「やまなし申請・予約ポータルサイト『やまなしくらしねっと』」にて、インターネッ
ト回答することもできます。その詳しい手続き等については、同封の案内をご確認ください。 

 

・調査票の内容や、記入方法などについてご不明の点やご質問がありましたら、お手数ですが、 

下記までご連絡いただきますようお願い申し上げます。 

 

【お問合せ先】 

   調査の趣旨について： 
         山梨県 総合政策部 政策企画課（担当：田辺、大久保、山本） 
                〒400－8501 甲府市丸の内１－６－１ 
                電話 055－223－1553（直通） 
   調査票の記入について： 
         公益財団法人 山梨総合研究所（担当：森屋、三枝、大多和） 
                〒400－0031 甲府市丸の内１－８－１１ 竹原ビル 
                電話 055－221－1020 

◎ インターネット回答をされる場合は、 月  日（ ）までにお願いします。それ以降はインターネッ
ト回答ページが表示されなくなります。 
◎ インターネット回答された方以外につきましては、ご回答いただきました調査票を、 
     月     日に、私                がいただきにうかがいます。なにとぞ、それまでにご記入くださ
いますようお願いいたします。 

ご記入にあたってのお願い 

○秘  



 

2 

問１ あなたは、お住まいや周辺の環境・日々の暮らしの中で、次のような項目１つ１つについて、どの程度満足

していますか。 

お答えは、「満足している」、「どちらかといえば満足している」、「どちらともいえない」、「どちらかといえば

不満である」、「不満である」の５つから選んでください。（○はそれぞれ１つ） 

(あなたにあてはまらない場合は、「わからない」を選んでください。) 

 

〈健 康〉 

(1) (2) (3) (4) (5) (6) 

満
足
し
て
い
る 

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
満
足 

し
て
い
る 

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い 

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
不
満 

で
あ
る 

不
満
で
あ
る 

わ
か
ら
な
い 

(１) 日ごろ病気になったときにかかる病院や医院の医療について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(２) 休日や夜間などの救急医療について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(３) 市役所、町村役場が行う生活習慣病検診や医療相談について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(４) あなたの健康を守るための環境全般について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

〈安 全〉 

(５) 毎日の生活の中での交通の安全性について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(６) あなたがお住まいの地域での防犯体制や防火活動について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(７) 
地震や大雨による浸水・がけくずれなど自然災害からの安全

性について 
１ ２ ３ ４ ５ ６ 

(８) あなたの生活全般の安全性について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

〈居住環境〉 

(９) 山や川などの自然環境について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(10) 大気汚染や水質汚濁、騒音、振動、悪臭などの状況について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(11) 公園、広場、遊び場などについて １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(12) あなたの地域でのごみや生活排水の処理について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(13) 現在お住まいの住宅の敷地や建物の広さについて １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(14) バス、鉄道など公共交通の利便性について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(15) あなたの地域の道路の整備状況について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(16) 日常の買い物の利便性について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(17) あなたの居住環境全般について １ ２ ３ ４ ５ ６ 
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〈労 働〉 
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(18) 自分の望む仕事に就職、転職する機会や職業紹介について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(19) 労働時間や休日、福利厚生、仕事の安全衛生などについて １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(20) 今の仕事のやりがいについて １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(21) あなたの今のお仕事全般について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

〈所得・消費〉 

(22) あなたのご家庭の所得について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(23) あなたのご家庭の資産(預貯金、株式、不動産など)について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(24) 商品（サービス）の種類や豊富さについて １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(25) 最近の物価について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(26) あなたのご家庭の暮らしむき全般について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

〈教育・文化〉 

(27) 幼稚園、保育所などの施設について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(28) 小・中学校、高等学校などの教育について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(29) 県内で大学、短期大学、専門学校などの教育を受ける機会について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(30) しつけなどの各家庭の教育について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(31) 
趣味の会、教養講座などの文化活動に参加したり、すぐれた芸

術文化に接したりする機会について 
１ ２ ３ ４ ５ ６ 

(32) 図書館、文化ホール、美術館、博物館などの施設について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(33) 史跡、文化財、郷土芸能、まつりなどの保存や伝承について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(34) あなたや家族が日ごろ接している教育や文化全般について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

〈余 暇〉 

(35) あなたが自由にできる時間について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(36) 
スポーツ、レクリエーションなどのための身近な施設やそれ

らの利用のしやすさについて 
１ ２ ３ ４ ５ ６ 

(37) 県内の映画館、劇場、遊園地などでの娯楽・レジャーについて １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(38) 催し物・イベントなどの余暇情報を得る機会について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(39) ハイキングなど自然と親しむ機会について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(40) あなたの休日や余暇の過ごし方全般について １ ２ ３ ４ ５ ６ 
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〈福祉・連帯〉 
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(41) 近所づきあいや地域で行われる行事への住民の参加について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(42) お年寄り、子ども、障害者などに対する国や県の施策について １ ２ ３ ４ ５ ６ 

(43) 
あなたがお住まいの地域での人のつながりや福祉サービス全

般について 
１ ２ ３ ４ ５ ６ 

〈生活全般〉 

(44) あなたの生活全般について １ ２ ３ ４ ５ ６ 
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【定住意識】 

問２ あなたは、山梨県にこれからも住み続けたいと思いますか。次の中から１つだけ選んでください。 

（○は１つ） 

 

１ ２ ３ ４ ５ 

ぜひ住みたい どちらかといえば 

住みたい 

どちらとも 

いえない 

どちらかといえば 

住みたくない 

ぜひ県外へ移りたい 

 

【山梨県のよいところ・よくないところ】 

問３ あなたは、山梨県に住んで、本県のどのような点がよいと思いますか。次の中から３つまで選んでくださ

い。（○は３つまで） 

 

１ 自然環境に恵まれている ８ 文化や教育が進んでいる 

２ 通勤・通学に便利 ９ 物価が安い 

３ 買い物に便利 10 自然災害が少ない 

４ 人情味がある 11 大気汚染や水質汚濁などが少ない 

５ すばらしい伝統や文化が残っている 12 東京に近くて便利 

６ 将来発展する可能性がある 13 行政の対応が早い 

７ 福祉や医療が充実している 14 その他（               ） 

 

問４ あなたは、山梨県のどのような点がよくないと思いますか。次の中から３つまで選んでください。 

（○は３つまで） 

 

１ 通勤・通学に不便 ７ 文化や教育のレベルが低い 

２ 買い物に不便 ８ 物価が高い 

３ 人情味が薄い ９ 自然災害が多い 

４ 好ましくない風習が残っている 10 道路・公園・下水道の整備が遅れている 

５ 魅力ある雇用の場が少ない 11 市街地に活気がない 

６ 福祉や医療が遅れている 12 行政の対応が遅い 

  13 その他（               ） 

 

【豊かさ】 

問５ あなたにとって「豊かさ」とは何ですか。あなたのイメージに近いものを次の中から３つまで選んでくださ

い。（○は３つまで） 

 

１ 収入や資産が多い ７ 文化・学習機会の充実 

２ 衣食の充実 ８ 働くよろこび 

３ 快適な居住環境 ９ 社会奉仕（ボランティア）活動による生きがい 

４ 恵まれた自然 10 恵まれた人間関係 

５ 時間的なゆとり 11 心身の健康 

６ 生活が便利 12 その他（                ） 
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【行政の施策についての要望】 

問６ あなたが行政に対しもっとも力を入れてほしいと思う施策はどのようなことですか。次の中から３つまで

選んでください。（〇は３つまで） 

 

１ 地域産業の振興 

２ 雇用の安定に向けた人材の育成や企業等のニーズに応じた就業の支援 

３ 農業や農村の振興 

４ 商業の振興や商店街・市街地の活性化 

５ 省エネ・再生可能エネルギーの推進など、持続可能な社会への転換 

６ 健全な森づくりと、それを支える林業の振興 

７ 自然環境の保護や、美しい景観の形成 

８ 山梨の魅力をいかした観光の振興や、県産品の普及・宣伝 

９ 人やものの交流を支える道路の整備 

10 バス・鉄道などの公共交通機関の充実と利便性の向上 

11 特色や活気のあるまちなみづくり 

12 高齢者、障害者をはじめ誰もが安心して生活できる地域福祉の推進 

13 適切な医療が受けられる体制の充実や、健康づくりへの支援 

14 子育てしやすい環境づくりや、育児への支援 

15 地震、風水害、土砂災害などから生命や財産を守る防災・災害対策 

16 防犯や交通安全、感染症予防、消費者被害の防止など、安全で快適な社会づくりの推進 

17 学校教育の充実や、健全な青少年の育成 

18 芸術文化・スポーツの振興や、生涯学習機会の支援 

19 県内への移住・定住の促進 

20 行財政改革や県政情報の発信など、効率的・効果的な行政運営の推進 

21 その他（                           ） 

 

 

 
【地域産業の振興】 

問７ 経済の活力を高め、豊かな県民生活を維持するためには、競争力のある地域産業の振興が必要とされてい

ます。山梨の産業の成長・発展のため、あなたは行政に対しどのようなことに力を入れてほしいと思います

か。次の中から３つまで選んでください。（○は３つまで） 

 

１ 中小企業の新技術・新製品の開発支援 

２ 中小企業の海外市場を含めた販路開拓への支援 

３ 燃料電池や医療機器といった成長産業分野への県内企業の参入に対する支援 

４ 新規創業やベンチャー企業育成の支援 

５ 技術力向上を図るための産学官（産業界・大学など・行政）の連携強化 

６ 将来性のある優良企業の誘致や県内企業の規模拡大の推進 

７ 将来の産業発展につながる科学技術の振興 

８ 地域産業を担う、技術や知識を身につけた人材の確保・育成 

９ 事業活動に必要な資金が十分に調達できるしくみの充実 

10 ジュエリー、繊維、ワインなどの地場産業のブランド化や販売力の強化 

11 伝統工芸品の後継者育成への支援など、伝統産業の振興 

12 その他（                           ） 
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【農業の振興】 

問８ 農業は、食料生産のほか、農村景観の形成、災害の防止など、生活にさまざまな恵みをもたらしています。

山梨の農業を今後さらに発展させていくため、あなたは行政に対しどのようなことに力を入れてほしいと思

いますか。次の中から３つまで選んでください。（○は３つまで） 

 

１ 山梨独自の新たな品種の開発と、その普及・宣伝 

２ 県産農産物のブランド力の強化と消費者への PRなど販売促進活動の推進 

３ 農道や農地の整備など、農業生産基盤の整備の推進 

４ 経営規模の拡大や新たな技術の導入など、農業経営の効率化への支援 

５ 農産物の新たな販路の開拓や需要の拡大など、販売戦略の強化 

６ 果実などの海外への輸出拡大に向けた支援 

７ 食品産業などとの連携による新たな農産加工品の開発、名産品づくりへの支援 

８ 新たに農業に従事する人や企業の農業参入への支援など、多様な担い手の確保・育成 

９ 県産農産物の県内消費（地産地消）の拡大 

10 耕作放棄地の再生・活用の支援 

11 農作物への鳥獣害の防止対策の強化 

12 その他（                           ） 

 
【環境の保全】 

問９ 環境を守るため、あなたは日常生活においてどのようなことを心がけていますか。次の中から３つまで選ん

でください。（○は３つまで） 

 

１ 太陽光発電の導入など、クリーンエネルギーの活用 

２ 省エネ家電など、エネルギー消費の少ない商品の購入 

３ 節電や節水 

４ ごみの分別の徹底 

５ リサイクル(再生)品の購入 

６ 買い物袋（マイバッグ）や自分専用の箸（マイ箸）の持参などによるごみの減量化 

７ 食べ残しの発生抑制などによる食品ロスの発生防止 

８ マイカー利用を控え、バス、電車、自転車の利用 

９ アイドリングストップや、急発進・急加速などを避けるエコドライブ 

10 電気使用量から二酸化炭素排出量を推計する環境家計簿の利用 

11 緑のカーテンによる冷房利用の抑制 

12 草木を植えるなどの緑化 

13 環境美化などのボランティア活動や、環境に関する学習機会の活用 

14 特に何もしていない 

15 その他（                           ） 

 

問１０ 環境を守るため、あなたは行政に対しどのようなことに力を入れてほしいと思いますか。次の中から３つ

まで選んでください。（○は３つまで） 

 

１ 太陽光、水力などのクリーンエネルギーの普及促進 

２ 燃料電池車の普及促進など、水素エネルギーの利活用の推進 

３ 節電やリサイクルの推進など、環境への負荷が少ないエコライフの普及 

４ 企業が行う事業活動の省エネ化や低公害化への支援 

５ マイカー利用からバス、電車、自転車利用への転換促進や、公共交通機関の充実 

６ 産業廃棄物や家庭ごみの処理対策 

７ 地球温暖化防止などに貢献する森林の整備保全や、水資源の保護 

８ 電線の地中化や屋外広告物の適正化など、美しい景観づくり 

９ 下水道整備や浄化槽の設置推進による生活排水対策 

10 大気・土壌汚染、水質汚濁、騒音、悪臭など、身近な生活環境悪化への対策 

11 廃棄物の不法投棄対策の強化 

12 環境保護意識の啓発や、環境教育の推進 

13 その他（                           ） 
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【観光の振興】 

問１１ 観光の振興は、経済の活性化のほか、にぎわいや交流を通じて地域の活力向上や心の豊かさにもつながり

ます。山梨の観光を振興していくために、あなたはどのようなことが必要だと思いますか。次の中から３つ

まで選んでください。（○は３つまで） 
 

１ ワイン、ジュエリーなど県産品のブランド力をいかした観光客誘致 

２ 映画やテレビ番組などの撮影の誘致 

３ 観光キャンペーンの効果的な展開 

４ おもてなしの推進に向けた県民挙げての取り組み 

５ 農業体験や自然環境の学習など、参加・体験型旅行商品の開発促進 

６ 恵まれた自然・景観や温泉、文化財など、地域の資源をいかした観光地づくり 

７ 観光客が利用する施設（遊歩道、トイレなど）の整備・改修 

８ インターネットやスマートフォンなどによる、山梨県の魅力や観光情報の発信 

９ 東アジアや東南アジア地域を中心とした外国人観光客の誘致 

10 公衆無線ＬＡＮの整備や通訳ガイドの養成などの外国人観光客受入環境の整備 

11 リニア中央新幹線を活用した広域的観光地づくりの推進 

12 観光地を結ぶバスネットワークなど、観光客が利用しやすい公共交通の充実 

13 その他（                           ） 

 
 

【国際交流】 

問１２ 国際交流の推進や外国人との相互理解の促進のために、あなたは今後どのようなことに力を入れていけ

ばよいと思いますか。次の中から３つまで選んでください。（〇は３つまで） 

 

１ 海外の姉妹友好地域との文化・スポーツ交流や経済交流の推進 

２ 外国の都市とのさまざまな行政分野での連携促進 

３ 外国人が暮らしやすい環境の整備（外国語表示、情報提供など） 

４ 国際理解のための教育、普及活動 

５ 国際会議や国際見本市、物産展などの誘致推進 

６ 海外での観光プロモーションなど、外国人観光客の積極的な誘致の展開 

７ 国際的に活躍できる青少年の育成に向けた、語学教育や留学機会の充実 

８ 青年海外協力隊などへの参加促進 

９ 留学生や研修生などの受け入れ体制の充実 

10 国際交流・協力活動を行う民間団体などへの支援 

11 その他（                           ） 
 
 
【交通政策】 

問１３ 地域の経済の活性化や安全で豊かな生活のために、どのような交通施策の充実が必要だと思いますか。次

の中から３つまで選んでください。（〇は３つまで） 

 

１ 中部横断自動車道の早期整備や中央自動車道の渋滞対策など、高速道路網の充実 

２ 新山梨環状道路、西関東連絡道路など、県内交通の骨格となる道路網の整備 

３ 地域間を結ぶ国道や県道の整備 

４ 生活に密着した市町村道の整備 

５ リニア中央新幹線の開業効果を全県に波及させるための交通ネットワークの整備 

６ ＪＲ中央線の高速化・利便性向上による東京圏などへのアクセス向上 

７ 日常生活を支えるバス路線の確保・維持 

８ パークアンドライドなど、車に依存しすぎない公共交通機関を利用した交通体系の推進 

９ 交差点の改良やバスレーンの設置などによる渋滞の解消 

10 歩道の拡幅や段差の解消、自転車道、通学路の整備などによる交通の安全性確保 

11 その他（                           ） 
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【地域福祉】 
問１４ 高齢者や障害者をはじめ誰もが安心して暮らせる地域福祉の推進に向けて、あなたは行政に対しどのよ

うなことに力を入れてほしいと思いますか。次の中から３つまで選んでください。（○は３つまで） 
 

１ 高齢者や障害者などの社会参加活動の促進 

２ 認知症に対する理解促進や予防プログラムの普及など、認知症患者への総合的な支援体制づくり 

３ 高齢者の介護を地域全体で支えるための、生活支援サービス提供体制の充実 

４ 高齢者や障害者の多様なニーズに応じた福祉施設の整備 

５ 障害者の就労への支援 

６ 高齢者や障害者が快適に暮らせるまちづくり 

７ 介護保険制度の充実（介護サービスの質の向上など） 

８ 質の高い福祉サービスが提供できるような福祉人材の養成・確保 

９ 障害者の日常生活を支援する障害福祉サービスの充実 

10 障害や障害者に関する正しい理解の促進や、福祉教育の推進 

11 自殺予防への意識を高めることや、地域が自殺防止に取り組む体制の整備・充実 

12 その他（                             ） 
 
 
【保健医療】 
問１５ 日ごろからの健康づくりや、病気やけがなどの時に必要な医療を受けられる環境づくりのために、あなた

は行政に対しどのようなことに力を入れてほしいと思いますか。次の中から３つまで選んでください。 
（○は３つまで） 

 

１ 休日や夜間など緊急時の救急医療体制の整備 

２ 地震などの災害時に、すみやかに必要な医療が提供される体制の充実 

３ 生活習慣病など、予防が可能な病気に関する正しい知識の普及啓発 

４ がんなど主要な病気に対する診療体制の整備 

５ 出産前後の女性が身近で安心して健診や医療が受けられる体制の充実 

６ 健康づくりに関する正しい知識の普及啓発や、活動への支援 

７ 住み慣れた居宅などで必要な医療サービスが受けられる在宅医療の充実 

８ 医療の提供体制が特に弱い地域に対する、医療機能の強化に向けた支援 

９ 産科医や小児科医など医師の確保・定着 

10 看護師や助産師など看護職員の確保・定着 

11 その他（                             ） 
 
 
【子育て支援】 
問１６ 安心して子育てができる環境づくりのために、あなたは行政に対しどのようなことに力を入れてほしい

と思いますか。次の中から３つまで選んでください。（○は３つまで） 
 

１ 子育てに役立つ情報提供の充実 

２ 子育てについての相談やカウンセリングが受けやすい体制の充実 

３ ワーク・ライフ・バランスの推進など子育てしやすい職場環境づくりの支援 

４ 働く親が放課後などに安心して子どもを預けられる場の確保（放課後児童クラブなど） 

５ 子育て中の親に対する職業訓練や就職支援の充実 

６ 延長保育や病児保育、休日・夜間保育など、保育サービスの充実 

７ 児童虐待の防止と早期対応の推進 

８ 心の問題を抱えた子どもやその家族への相談支援、心の健康を支える体制の充実 

９ 休日・夜間の急な子どもの病気やけがに対処できる救急医療や電話相談などの体制の充実 

10 子どもを犯罪や交通事故から守る、安全確保の取り組み 

11 育児や家事を男女が協力して行うような意識の啓発 

12 子育てに伴う経済的負担の軽減 

13 その他（                           ） 
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【防災・災害対策】 

問１７ 東日本大震災や記録的な大雪を教訓に、地域の防災力の強化や災害に強い県土づくりを進めていくこと

が重要な課題となっています。県民の安全を守るために、あなたは行政に対しどのようなことに力を入れて

ほしいと思いますか。次の中から３つまで選んでください。（○は３つまで） 

 

１ 地域防災リーダーの養成や、防災に関する学習機会の提供など、地域防災力の強化への支援 

２ 消防団や水防団活動の活性化や自主防災組織の育成など、地域での組織的な災害対応力の強化 

３ 消防防災ヘリコプターの運航体制の確保や近隣自治体との応援体制の連携強化など、広域的な防災

体制の充実 

４ 消防本部の広域化による防災組織・体制の強化、災害時対応力の強化 

５ 災害や避難に関する情報を、県民にすみやかに提供するシステムの整備 

６ 学校、病院などの公共施設や住宅の耐震化の促進 

７ 洪水や山地崩壊、土砂災害などによる被害を防止する施設の整備 

８ 避難・救助活動や物資援助に役立つ、災害に強い道づくりや橋の耐震化の推進 

９ 災害など緊急時に備えた食料、飲料水、医薬品などの備蓄や確保 

10 地震災害時に避難地や物資の集積地として機能する、都市公園の防災拠点化の推進 

11 その他（                           ） 

 
 
 

 
【安全・快適な社会づくり】 

問１８ 快適で安全に暮らせる社会づくりのために、あなたは行政に対しどのようなことに力を入れてほしいと

思いますか。次の中から３つまで選んでください。（○は３つまで） 

  

１ 自主防犯団体の支援や住民の防犯意識の啓発など、地域ぐるみの防犯活動の推進 

２ 防犯カメラ、防犯灯の設置などによる犯罪の未然防止 

３ 犯罪被害者への支援対策の充実 

４ 暴力追放運動の支援や県民・事業者への暴力団排除意識の啓発など、暴力団排除活動の推進 

５ 交通事故や飲酒運転防止のための、運転者や歩行者への意識啓発など、交通安全対策の充実 

６ 電話詐欺など高齢者が被害に遭う危険性の高い犯罪の防止 

７ 高齢者、障害者をはじめ誰もが利用しやすい施設や通路、駐車場などの整備の推進 

８ 食品の安全性を確保する監視・検査体制の充実 

９ 商品・サービスに関する取引の適正化や相談体制の充実 

10 新型インフルエンザなど、重大な感染症の拡大防止対策の強化や感染症医療体制の充実 

11 インターネット上の犯罪から県民を守るためのパトロール体制強化など、サイバー犯罪対策の推進 

12 インターネット上でのモラルやマナーの向上（人に迷惑をかける書き込みや電子メールの防止な

ど）に関する普及啓発 

13 その他（                           ） 
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【学校教育】 

問１９ 学校教育に関して、あなたは行政に対しどのようなことに力を入れてほしいと思いますか。次の中から３

つまで選んでください。（○は３つまで） 

 

１ きめ細かな指導が可能となる少人数教育の充実 

２ 基礎的な知識・技能や学ぶ意欲、思考力・判断力・表現力などを身につける教育の充実 

３ 教職員の資質・指導力の向上 

４ 国際的に活躍できる人材を育てる語学教育などの充実 

５ 魅力と活力ある高校づくりの推進（中高一貫教育、専攻科の設置など） 

６ 障害のある子どもなど、特別なニーズに対応する教育の充実 

７ 子どもの体力向上への取り組みの推進 

８ 食育（食に関する正しい知識や行動を身につけるための教育）の推進 

９ 社会的・職業的自立に向け、必要な能力や態度を育むキャリア教育・職業教育の充実 

10 子どもの心の問題に対応するための専門員の配置など、支援体制の強化 

11 奉仕・自然・農業体験など、自ら考え、判断し、他者と協働して行動できる資質や能力を育む体験活

動の充実 

12 学校への冷房設備導入や校庭の芝生化など、快適な教育環境の整備推進 

13 大学など、高等教育機関の充実 

14 地域が学校教育を応援する体制づくりなど、学校・家庭・地域の連携強化 

15 郷土のことを知り、大切に思う心を育むための、郷土教育（歴史、環境、自然、景観）の充実 

16 その他（                           ） 

 

 

【文化・スポーツ・生涯学習】 

問２０ 芸術文化活動やスポーツ・レクリエーション活動、生涯学習について、あなたは行政に対しどのようなこ

とに力を入れてほしいと思いますか。次の中から３つまで選んでください。（○は３つまで） 

 

１ 文化財の保存・活用 

２ 公立施設（文化ホール、図書館、美術館、博物館など）における芸術文化に触れる機会の充実 

３ 県内各地の文化施設のネットワーク化 

４ 身近な地域でスポーツやレクリエーションをする機会の提供 

５ 県内スポーツ選手の競技力の向上や、素質あるジュニア選手（児童生徒など）の育成強化 

６ スポーツ指導者の養成と、スポーツ少年団の育成・強化への支援 

７ 郷土の歴史や文化を自ら学べる機会（講演会、講座、学級、教室など）の充実 

８ 社会教育を推進する団体の取り組みへの支援 

９ 芸術文化活動やスポーツ・レクリエーション活動、生涯学習に関連する情報提供 

10 その他（                           ） 
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【移住・定住の促進】 

問２１ 地域社会の活力維持のためには、人口の減少傾向に歯止めをかけ、山梨に住む人々の増加・定着を図る必

要があります。定住促進のために、あなたは今後どのようなことに力を入れてほしいと思いますか。次の中

から３つまで選んでください。（〇は３つまで） 

 

１ 働く場の確保 

２ 農・林業の担い手の確保・育成 

３ 情報提供の充実（県内企業の就職情報、移住に関する情報の提供など） 

４ サテライトオフィス（情報通信機器を用いて山梨にいながら県外企業に勤務できる形態）などの体制

整備支援 

５ 自然環境や景観の維持・形成 

６ 女性が生き生きと暮らせる環境づくり 

７ 外国人労働者の受け入れの推進 

８ リニア中央新幹線を活用した新たなライフスタイルの提案や移住者の受入環境の整備 

９ 山梨に住みながら近隣の都県に通勤・通学ができるような、道路や公共交通機関の利便性向上 

10 生活を支える身近なバス路線など、日常の移動手段の利便性向上 

11 医療サービス・子育て支援・地域福祉の充実 

12 防犯・防災対策の充実 

13 教育環境の充実 

14 芸術文化・スポーツ・レクリエーションや娯楽・レジャーの充実 

15 結婚活動（婚活）への支援 

16 その他（                           ） 

 
 

【公共施設整備】 

問２２ あなたのお住まいの地域で、ぜひ整備してもらいたい公共施設は何ですか。次の中から３つまで選んでく

ださい。（○は３つまで） 

 

１ 日常生活でよく利用する道路 

２ 公共交通機関（バスや鉄道など） 

３ 駐車場や駐輪場 

４ スポーツ施設（体育館、運動場など） 

５ 高等教育機関（大学、短大など） 

６ 地域医療施設（診療所など） 

７ 高度医療施設（総合病院など） 

８ 高齢者福祉施設 

９ 障害者福祉施設 

10 児童福祉施設（保育所、児童館など） 

11 公園、広場、遊歩道、遊園地など 

12 文化施設（図書館、美術館、博物館、文化ホールなど） 

13 下水道 

14 公営住宅 

15 災害対策施設（河川改修や土砂災害対策工事など） 

16 その他（                           ） 
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【山梨県の将来像】 

問２３ あなたが期待する山梨県の将来像をことばで表すと、次のうちどれになりますか。あなたのイメージに近

いものを次の中から３つまで選んでください。（○は３つまで） 
 

１ 自 然 ６ 個 性 11 国 際 16 交 流 

２ 開 発 ７ やすらぎ 12 快 適 17 その他（            ） 

３ 伝 統 ８ にぎやか 13 中 心   

４ 先 進 ９ 田 園 14 健 康   

５ 調 和 10 洗 練 15 安 全   
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最後に、あなた自身のことについておたずねいたします。 

 これまでおうかがいしたことを、統計としてまとめるために必要な項目ですので、ぜひお答えくださいます
よう、お願いいたします。 
 

 

Ｆ１ 性別  あなたの性別は。 

 

１  ２  

男 女 
 
 

Ｆ２ 年齢  あなたのお年は、平成２９年８月１日現在、満でおいくつですか。 

 

１ １８～１９歳 ６ ４０～４４歳 10 ６０～６４歳 

２ ２０～２４歳 ７ ４５～４９歳 11 ６５～６９歳 

３ ２５～２９歳 ８ ５０～５４歳 12 ７０～７４歳 

４ ３０～３４歳 ９ ５５～５９歳 13 ７５歳以上 

５ ３５～３９歳     
 

 

Ｆ３ 職業  あなたのご職業は何ですか。 

 

１ 農林水産業 

２ 商工・サービス業（卸小売業・飲食業・製造加工業・建設土木業など） 

３ 自由業（開業医・弁護士・宗教家・芸術家・著述業・茶華道師匠など） 

４ 会社、商店、工場などに勤めている 

５ 官公庁、公共企業体に勤めている 

６ 学生 

７ 主婦・主夫（パート） 

８ 主婦・主夫（専業） 

９ その他 
 
 

Ｆ４ 居住年数  あなたは、山梨県に何年住んでいますか。 

（過去からの居住年数をすべて足した年数を選んでください。） 

 
１ ２ ３ ４ ５ 

１年未満 １～５年未満 ５～10年未満 10～20年未満 20 年以上 

 
 

Ｆ５ 県外居住経験  あなたは、山梨県外に１年以上住んだことがありますか。 

 

１  ２  

ある ない 

 

 

（調査は以上です。ご協力ありがとうございました。） 

 

自営業、 

家族従業者 

勤 め 人 

そ の 他 
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